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はじめに 

 

本報告書は、平成２１年度林野庁補助事業である、「合法性等の証明された木材

の普及促進事業」の一環として実施された「合法木材供給認定事業者モニタリ

ング」の結果をとりまとめたものである。 

 

同事業は、合法木材供給システム全体の活動の信頼性を高め、課題を解決する

ため、多角的なモニタリングの体制を構築することとし、①合法木材供給事業

者モニタリング、②合法木材供給事業者認定団体モニタリング、③供給された

合法木材の追跡調査、を実施したものである。 

 

調査に当たっては、合法木材供給事業者、各認定団体及び都道府県木連の関係

者の方々にご協力をいただいた。心よりお礼を申し上げる。 

 

この報告書が、今後より重要な意味をもってくるであろう、合法性が証明され

た木材供給の信頼性を高めていくため、そのシステム作りの一助になれば幸い

である。 

 

平成２２年３月 

 

社団法人全国木材組合連合会 

会長 並木瑛夫 
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Ⅰ．合法木材供給事業体モニタリング調査結果 

 

１．趣旨および概要 

 

（1）趣旨 

合法木材供給事業体認定団体が供給事業体の活動を評価し、供給事業体の活動の水準を

高めていくとともに、その結果を適切に発信することにより、供給事業体の活動の信頼性

を確保することを目的とし、認定団体が一定割合の事業体に対してヒアリングを行い、そ

の結果を公表することとした。 

 

（2）供給事業体モニタリングの対象及び実施方法 

 各認定団体は、前年度に合法木材供給実績のある認定事業体の中から、10％（これが 2

社に満たない場合は 2社）を無作為に選び、モニタリングの対象とした。 

 また、調査の実施に当たっては、各都道府県木連など認定団体の協力を得て、認定団体

職員が供給事業体を訪問する形で行った。 

 

（3）調査項目の概要 

 合法木材供給事業体モニタリング調査個別表（参考資料別紙 1「平成 21年度合法木材供

給システムモニタリングの実施手順」参照）により、次の項目を調査した。 

   （1）合法木材の調達・供給状況 

      ①合法木材の調達状況 

      ②合法木材の供給状況 

   （2）認定手続きの認定要件、申請内容の実施状況 

   （3）包括的な評価 

      ①合法性証明の適格性 

      ②推奨すべき点 

      ③改善すべき点 

   （4）合法木材供給全般についての当該事業体の意見 

 

（４）調査対象事業体の概要 

 調査対象事業体の総数は 135事業体で、これらをカテゴリーごとに分けると、対象事業

体数は次のとおりである。 

 素材生産業 22件、素材流通業 12件、製材業 47件、合板製造業 4件、その他製造業 26

件、木材製品流通業 17件、その他 7件。 

 

２．合法木材の調達・供給状況 

（１）調達方針 

各事業体の合法木材の調達方針がどのようになっているかを見ると、「全量合法木材を

調達することにしている」が 54％（73 件）、「できる限り合法木材を調達することにして

いる」が 34％（46 件）、「要請があったとき調達をすることにしている」が 9％（12 件）、
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「その他」11％（15件）であった。全体の約半数が「全量合法木材を調達することにして

いる」ことが分かる。 

表Ⅰ－１　調達方針

業種

調達方針

ｻﾝﾌﾟﾙ数
全量合法

木材を調達

できるかぎ

り合法木材

を調達

要請があっ

た時調達
その他 合計

A 素材生産業 22 20 2 0 7 29

B 素材流通業 12 2 9 1 0 12

C 製材業 47 28 12 5 2 47

D 合板製造業 4 0 3 1 0 4

E その他製造業 26 18 5 2 2 27

F 木材製品流通業 17 5 9 3 3 20

G その他 7 0 6 0 1 7

合計 135 73 46 12 15 146

A 素材生産業 100% 91% 9% 0% 32% 132%

B 素材流通業 100% 17% 75% 8% 0% 100%

C 製材業 100% 60% 26% 11% 4% 100%

D 合板製造業 100% 0% 75% 25% 0% 100%

E その他製造業 100% 69% 19% 8% 8% 104%

F 木材製品流通業 100% 29% 53% 18% 18% 118%

G その他 100% 0% 86% 0% 14% 100%

合計 100% 54% 34% 9% 11% 108%  

 

また、「全量合法木材を調達することにしている」と「できる限り合法木材を調達する

ことにしている」で、全体の 88％（119件）を占めるまでになっている。 

 しかし、カテゴリーごとにみると、「全量合法木材を調達することにしている」が最も多

いのは「素材生産業」の 91％（20 件）、「その他製造業」の 69％（18 件）、「製材業」の

60％（28件）であり、「素材生産業」での比率が極めて高い。これに対して「合板製造業」、

「その他」では 0である。 

「できる限り合法木材を調達することにしている」が最も多いのは「その他」の 86％（6

件）、「素材流通業」75％（9件）、「合板製造業」75％（3件）、「木材製品流通業」53％（9

件）となる。 

 また、「要請があったときに調達することにしている」は「合板製造業」の 25％（1件）、

「木材製品流通業」の 18％（3件）などである。 

 

（２）調達の結果 

 次に、実際に調達した結果がどうであったかを見ると、合法木材の調達が「100％」で

あったのが 41％（55件）、「80～99％」が 29％（39件）、「60～79％」が 7％（10件）、「40

～59％」が 3％（４件）、「20～39％」が 5％（7件）、「20％未満」が 10％（14件）、「0％」

が 2％（3件）であり、全体の 70％（94件）が取扱量の 80％以上を合法木材にしている。 
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表Ⅰ－２　調達の結果（木材・木材製品調達の中の合法木材の割合）

業種

調達の結果
ｻﾝﾌﾟﾙ数 100%

100%未

満-80%

80%未

満-60%

60%未

満-40%

40%未

満-20%

20%未満

-0%超
0% 合計

A 素材生産業 22 17 3 0 0 0 2 0 22

B 素材流通業 12 0 4 2 0 3 2 0 11

C 製材業 47 22 12 2 2 2 5 0 45

D 合板製造業 4 0 2 1 0 0 1 0 4

E その他製造業 26 14 8 2 1 0 0 1 26

F 木材製品流通業 17 2 5 1 1 2 4 2 17

G その他 7 0 5 2 0 0 0 0 7

合計 135 55 39 10 4 7 14 3 132

A 素材生産業 100% 77% 14% 0% 0% 0% 9% 0% 100%

B 素材流通業 100% 0% 33% 17% 0% 25% 17% 0% 92%

C 製材業 100% 47% 26% 4% 4% 4% 11% 0% 96%

D 合板製造業 100% 0% 50% 25% 0% 0% 25% 0% 100%

E その他製造業 100% 54% 31% 8% 4% 0% 0% 4% 100%

F 木材製品流通業 100% 12% 29% 6% 6% 12% 24% 12% 100%

G その他 100% 0% 71% 29% 0% 0% 0% 0% 100%

合計 100% 41% 29% 7% 3% 5% 10% 2% 98%  

 

 （１）において調達方針として「全量合法木材を調達することにしている」が 54％であ

ったのに対し、実際の取扱で 100％合法木材とするのが 41％であることから、13 ポイン

トのかい離がある。 

他方、「できる限り合法木材を調達することにしている」の 34％に対応するものを「60

～99％」としてみると、その比率は 36％となり、ほぼ同じような数値になる。 

以上のことは市場での合法木材の流通量がまだ少ないことを示すとともに、供給と需要

のミスマッチがあるようにも思われる。 

これをカテゴリーごとにみると「100％」の多いのは「素材生産業」77％（17件）、「そ

の他製造業」54％（14件）、「製材業」47％（22件）である。 

また、全体の 70％が取扱量の 80％以上を合法木材にしていることから、「100％も含め

た 80％以上」でみると、「素材生産業」で 91％（21件）、「その他製造業」で 85％（22件）、

「製材業」で 73％（34件）、「その他」で 71％（5件）と比率が高いのに対して、「合板製

造業」では 50％（2 件）、「木材製品流通業」では 41％（5 件）、「素材流通業」では 33％

（4件）と、これらでは比率が低くなる。 

  

（３）調達先の認定状況 

 これらの事業体はどのような事業体（合法木材供給事業体であるかどうか）から木材を

調達しているのか。 
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表Ⅰ－３　調達先の認定状況

業種

調達先の認定状況

ｻﾝﾌﾟﾙ数
すべて合法

木材供給事

業体

一部は供給

事業体

でない

一部が供給

事業体

いまのところ

供給事業体

はない

合計

A 素材生産業 22 17 3 2 0 22

B 素材流通業 12 3 6 3 0 12

C 製材業 47 28 12 4 0 44

D 合板製造業 4 0 3 1 0 4

E その他製造業 26 17 7 2 0 26

F 木材製品流通業 17 5 5 6 0 16

G その他 7 0 7 0 0 7

合計 135 70 43 18 0 131

A 素材生産業 100% 77% 14% 9% 0% 100%

B 素材流通業 100% 25% 50% 25% 0% 100%

C 製材業 100% 60% 26% 9% 0% 94%

D 合板製造業 100% 0% 75% 25% 0% 100%

E その他製造業 100% 65% 27% 8% 0% 100%

F 木材製品流通業 100% 29% 29% 35% 0% 94%

G その他 100% 0% 100% 0% 0% 100%

合計 100% 52% 32% 13% 0% 97%  

 

全体でみると 52％（70 件）が「調達先はすべて合法木材供給事業体である」としてお

り、「調達先の一部は合法木材供給事業体でない」が 32％（43件）、「調達先の一部は合法

木材供給事業体である」が 13％（18件）となり、「調達先に現在のところ合法木材供給事

業体はない」とするものは皆無であった。 

 これをカテゴリー別にみると、「調達先はすべて合法木材供給事業体である」の比率は「素

材生産業」77％（17件）、「その他製造業」65％（17件）、「製材業」60％（28件）で比較

的高い。これらの業種は、調達方針でも「全量合法木材を調達することにしている」とす

る比率が高く、それだけに決意が行動となってあらわれているとも考えられる。 

これに対し、「その他」では「調達先の一部は合法木材供給事業体でない」が、また「合

板製造業」では「調達先はすべて合法木材供給事業体である」と「調達先の一部は合法木

材供給事業体でない」で全てを占め、「素材流通業」では両者合わせて 75％（9 件）、「木

材製品流通業」では 64％（11件）と高かった。 

 

（４）合法性の確認方法について取扱量が最も多いパターン 

合法木材供給システムでは、合法性の証明を①森林認証及び CoC 認証を活用した方法、

②関係団体の認定を得て事業者が行う方法、③個別企業等の独自の取組による方法の３つ

に区分している。このうち「どの方法によるものが主であったか」について質問した。 
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表Ⅰ－４　合法性の確認方法について取扱量が最も多いパターン

業種

      合法性の確認につい

て・・・ ｻﾝﾌﾟﾙ数
団体認定

事業体
森林認証

自らの責任

による証明
その他 合計

A 素材生産業 22 10 2 7 0 19

B 素材流通業 12 10 0 1 1 12

C 製材業 47 32 4 2 4 42

D 合板製造業 4 4 0 0 0 4

E その他製造業 26 15 1 1 1 18

F 木材製品流通業 17 8 2 0 4 14

G その他 7 7 0 0 0 7

合計 135 86 9 11 10 116

A 素材生産業 100% 45% 9% 32% 0% 86%

B 素材流通業 100% 83% 0% 8% 8% 100%

C 製材業 100% 68% 9% 4% 9% 89%

D 合板製造業 100% 100% 0% 0% 0% 100%

E その他製造業 100% 58% 4% 4% 4% 69%

F 木材製品流通業 100% 47% 12% 0% 24% 82%

G その他 100% 100% 0% 0% 0% 100%

合計 100% 64% 7% 8% 7% 86%   

 

これについては、「林野庁ガイドラインに基づいて団体認定を受けた企業等が合法性を

証明する書類等」によるものが 64％（86 件）、「森林認証制度に基づく何らかの合法性を

証明する書類・マーク」によるものが 7％（9 件）、「林野庁のガイドラインに基づき自ら

の責任で合法性を証明する書類」によるものが 8％（11 件）となった。また、「その他」

としたものが 7％（10件）に上った。 

このように「林野庁ガイドラインに基づいて団体認定を受けた企業等が合法性を証明す

る書類等」によるものが過半数を占めたが、「森林認証制度に基づく何らかの合法性を証明

する書類・マーク」によるものが 6％にすぎなかったことは、各森林認証制度との関係を

今後どのように構築していくのかと言うことなどを含めて、再考してみる必要があろう。 

「その他」についてはマレーシア政府による証明、インドネシアにおける森林産業再生

化制度（BRIK）のような公的機関による証明などが含まれると思われる。 

これをカテゴリーごとに見ると、「林野庁ガイドラインに基づいて団体認定を受けた企

業等が合法性を証明する書類等」の多いのは、「合板製造業」100％（4件）、「その他」100％

（7件）、「素材流通業」83％（10件）、「製材業」68％（32件）であり、少ないのは、「そ

の他製造業」58％（15件）、「木材製品流通業」47％（8件）、「素材生産業」45％（10件）

であった。 

 また、「森林認証制度に基づく何らかの合法性を証明する書類・マーク」によるもので多

いのは「木材製品流通業」の 12％（2 件）で、「林野庁のガイドラインに基づき自らの責

任で合法性を証明する書類」によるもので多いのは「素材生産業」の 32％（7件）であっ

た。 

 

（５）供給方針 

 次に各事業体の供給方針についてみると、次のようになる。 
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表Ⅰ－５　供給方針

　  全量合法木材 　　一部合法木材

全量証明

書つき

全量で

ない

証明書

つけず

その

全量

証明書

一部

証明

証明書

つけず

A 素材生産業 22 9 8 2 0 3 0 0 22

B 素材流通業 12 1 0 1 1 8 1 0 12

C 製材業 47 13 6 6 2 12 5 0 44

D 合板製造業 4 0 0 0 0 4 0 0 4

E その他製造業 26 14 4 4 0 1 2 1 26

F 木材製品流通業 17 1 4 0 2 6 2 1 16

G その他 7 5 0 1 0 1 0 0 7

合計 135 43 22 14 5 35 10 2 131

A 素材生産業 100% 41% 36% 9% 0% 14% 0% 0% 100%

B 素材流通業 100% 8% 0% 8% 8% 67% 8% 0% 100%

C 製材業 100% 28% 13% 13% 4% 26% 11% 0% 94%

D 合板製造業 100% 0% 0% 0% 0% 100% 0% 0% 100%

E その他製造業 100% 54% 15% 15% 0% 4% 8% 4% 100%

F 木材製品流通業 100% 6% 24% 0% 12% 35% 12% 6% 94%

G その他 100% 71% 0% 14% 0% 14% 0% 0% 100%

合計 100% 32% 16% 10% 4% 26% 7% 1% 97%

合法

木材

なし
合計

ｻﾝﾌﾟﾙ

数

供給方針

業種

 

 

（ａ）「販売製品の全量が合法木材である」とするもの 

 「販売製品の全量が合法木材である」としたものは 58％（79 件）で、半数を超える。

このうち「証明書つきとして販売している」ものは 32％（43 件）、「全量は合法木材とし

て販売していない」ものが 16％（22件）、「合法木材としては販売していない」ものが 10％

（14件）となっている。 

「販売製品の全量が合法木材である」が「合法木材としては販売していない」場合は、

せっかくの CoCの連鎖がその時点で途絶える。このため、一方では証明書を添付して合法

木材として販売することと、他方では合法木材の需要全体の拡大が必要になってこよう。 

これをカテゴリーごとに見ると「販売製品の全量が合法木材である」としたのは「素材

生産業」の 86％（19 件）、「その他」の 85％（6 件）、「その他製造業」の 84％（22 件）

で高く、次いで「製材業」の 54％（25 件）、「木材製品流通業」30％（5 件）、「素材流通

業」16％（2件）となり、「合板製造業」では皆無である。 

このうち、「全量証明書つきとして販売している」ものは「その他」が 71％（5件）、「そ

の他製造業」が 54％（14件）、「素材生産業」が 41％（9件）で比率が高く、その他は「素

材流通業」8％（1件）、「木材製品流通業」6％（1件）、「合板製造業」0％となっている。 

「全量は合法木材として販売していない」について、多いのは「素材生産業」の 36％（8

件）、「木材製品流通業」の 24％（4件）の他、「その他製造業」、「製材業」はそれぞれ 15％

（4件）、13％（6件）である。 

「合法木材としては販売していない」では「その他製造業」15％（4件）「その他」14％

（1 件）、「製材業」13％（6 件）で多く、「素材生産業」9％（2 件）、「素材流通業」8％

（1件）となる。 
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（ｂ）「販売製品の一部が合法木材である」とするもの 

「販売製品の一部が合法木材である」としたのは 37％（50 件）である。このうち「そ

の全量を合法木材として販売している」ものは 4％（5 件）、「一部を合法木材として販売

している」ものは 26％（35件）、「合法木材としては販売していない」ものは 7％（10件）

となっている。 

（ａ）の「販売製品の全量が合法木材である」の場合、「全量証明書つきとして販売し

ている」が 32％であったのに対し、「販売製品の一部が合法木材である」の場合は「その

全量を合法木材として販売している」が４％（5件）にすぎない。 

また、前者において「全量は合法木材として販売していない」が 16％、後者で「一部を

合法木材として販売している」が 26％（35 件）であることなどを見ると、やはり前者に

おける積極性が見て取れる。 

 これをカテゴリーごとに見ると、「販売製品の一部が合法木材である」が多いのは「合板

製造業」の 100％（4 件）、素材流通業の 83％（10 件）、「木材製品流通業」の 59％（10

件）で高い。 

また、「その全量を合法木材として販売している」のは「木材製品流通業」12％（2件）、

「素材流通業」8％（1件）、「製材業」4％（2件）にすぎない。 

「一部を合法木材として販売している」は「合板生産業」の 100％（4件）を筆頭に、「素

材流通業」67％（8件）、「木材製品流通業」35％（6件）、「製材業」26％（12件）で比率

が高い。また、「合法木材としては販売していない」は、「素材生産業」、「合板製造業」、「そ

の他製造業」の０を除いて、「木材製品流通業」12％（2件）、「製材業」11％（5件）、「素

材流通業」8％（1件）、「その他製造業」8％（2件）となっている。 

以上を見ると、「合板製造業」を除き、概して、生産・製造関係で「販売製品の全量が

合法木材である」とするところが多く、流通関係で「販売製品の一部が合法木材である」

が多いように考えられる。 

 

 

３．認定手続きのための認定要件、申請内容の実施状況 

（１）分別管理 

（１－１）分別管理のための場所の確保と利用 

 分別管理は、合法木材供給システムにおいて、極めて重要な要素である。「ガイドライン」

においても、「木材製品の供給に取り組む当該団体の構成員についての取組が適切である旨

の認定等（例えば、分別管理体制、文書管理体制の審査・認定等）を行う仕組み、木材・

木材製品を供給するに当たって留意すべき事項等を定め公表する」とされている。 
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表Ⅰ－６　分別管理のための場所の確保と利用

業種

①分別管理の

ための・・・ ｻﾝﾌﾟﾙ数
場所確保＋

利用

場所確保＋

未利用

全量合法

であり　不

必要

他の方法で

対処

問題が生じ

ている
合計

A 素材生産業 22 12 1 8 1 0 22

B 素材流通業 12 8 4 0 0 0 12

C 製材業 47 31 13 1 2 0 47

D 合板製造業 4 3 0 0 1 0 4

E その他製造業 26 11 5 2 8 0 26

F 木材製品流通業 17 13 2 2 1 2 20

G その他 7 1 0 0 6 0 7

合計 135 79 25 13 19 2 138

A 素材生産業 100% 55% 5% 36% 5% 0% 100%

B 素材流通業 100% 67% 33% 0% 0% 0% 100%

C 製材業 100% 66% 28% 2% 4% 0% 100%

D 合板製造業 100% 75% 0% 0% 25% 0% 100%

E その他製造業 100% 42% 19% 8% 31% 0% 100%

F 木材製品流通業 100% 76% 12% 12% 6% 12% 118%

G その他 100% 14% 0% 0% 86% 0% 100%

合計 100% 59% 19% 10% 14% 1% 102%

  

また、「事業者認定実施要領」のひな形においても、「第 5 合法木材供給事業者の認定

要件（分別管理）」において「①合法性又は合法性・持続可能性が証明された木材・木材製

品（「合法木材」）とそれ以外の木材・木材製品（「非合法木材」）を分別して保管すること

が可能な場所を有していること。②入出荷、加工、保管の各段階において合法木材とその

他の木材とが混在しないよう分別管理の方法が定められていること」とされている。 

このようなことから、「分別管理のための場所の確保と利用」と「分別管理方針書」に

ついての質問を行った。 

まず、「分別管理のための場所の確保と利用」については、「認定手続きどおり確保され

利用されている」が 59％（79件）、「認定手続き通り確保されているが利用されていない」

が 19％（25件）、「分別管理のための場所はないが全量合法木材であり問題はない」が 10％

（13件）、「分別管理のための場所はないが他の方法で対処している」が 14％（19件）、「分

別間理の場所がなく問題を抱えている」が 1％（2件）となっている。 

「認定手続きどおり確保され利用されている」と「分別管理のための場所はないが全量

合法木材であり問題はない」を加えると約 80％で、多くのところでは問題はないように思

われる。 

なお、平成 20 度の調査では「分別管理の場所のあるもの」が 98％、「申請通り利用」

61％、「利用していない（全量合法木材なので）」19％、「利用していない（合法木材の入

荷実績なし）」11％、「利用していない（その他）」6％、「不明」3％であった。質問の形式

が異なるため、直接の比較はできないが、今回の「認定手続き通り確保され利用されてい

る」と前回の「申請どおり利用」はほぼ 60％で変わらない。 

しかし、今回の調査における「認定手続きどおり確保されているが利用されていない」、

「分別管理のための場所はないが他の方法で対処している」については、不適切にならな
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いようなフォローアップを今後とも行っていく必要がある。ただ１件ではあったが、「分別

管理の場所がなく問題を抱えている」という事例があった。 

カテゴリー別では、「認定手続きどおり確保され利用されている」の比率の多いのは「木

材製品流通業」76％（13 件）、「合板製造業」75％（3 件）、「素材流通業」67％（8 件）、

「製材業」66％（31件）、「素材生産業」55％（12 件）などで、最も比率の低いのは「そ

の他」の 14％（1件）であった。 

「認定手続きどおり確保されているが利用されていない」は「素材流通業」33％（4件）、

「製材業」28％（13 件）、「その他製造業」19％（5 件）、「木材製品流通業」12％（2 件）

などである。 

また、「分別管理のための場所はないが全量合法木材であり問題はない」では、「素材生産業」

の 36％（8件）、「木材製品流通業」12％（2件）、「その他製造業」8％（2件）などとなる。 

さらに「分別管理のための場所はないが他の方法で対処している」では、「その他」が

86％（6件）、「その他製造業」31％（8件）、「合板製造業」25％（1件）などとなる。 

この他、「分別管理の場所がなく問題を抱えている」は「木材製品流通業」で12％（2件）である。 

 

（１－２）分別管理方針書 

「分別管理」の冒頭において、分別管理を行う場所の確保の必要性とともに、分別管理

方針書の策定の必要性について述べたが、ここでは分別管理方針書が定められているかに

ついて質問をした。 

表Ⅰ－７　分別管理方針書

業種

②分別管理

方針書 ｻﾝﾌﾟﾙ数
「分別管理

方法」あり

徹底

「方法」あり実

施上の問題あ

り

「分別管理

方法」ない
合計

A 素材生産業 22 20 1 1 22

B 素材流通業 12 5 8 0 13
C 製材業 47 27 21 0 48
D 合板製造業 4 4 0 0 4

E その他製造業 26 21 5 0 26
F 木材製品流通業 17 10 7 2 19

G その他 7 7 0 0 7

合計 135 94 42 3 139

A 素材生産業 100% 91% 5% 5% 100%
B 素材流通業 100% 42% 67% 0% 108%
C 製材業 100% 57% 45% 0% 102%

D 合板製造業 100% 100% 0% 0% 100%
E その他製造業 100% 81% 19% 0% 100%

F 木材製品流通業 100% 59% 41% 12% 112%
G その他 100% 100% 0% 0% 100%

合計 100% 70% 31% 2% 103%  

 

これに対し、「入出荷、加工、保管の各段階において合法木材とその他の木材が混在し

ないよう分別管理の方法が定められ、それが徹底されている」としたのは 70％（94件）、

「分別管理の方法は定められているが、その実施に問題がある」が 31％（42件）、「分別

管理方針が定められていない」が 2％（3件）であった。 
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平成 20年度の調査では、質問の形式が異なるので直接対比はできないが、「分別管理方

針書の有無」において、回答 115 件のうち「あり」が 64％（74 件）、「なし」が 3％（3

件）、「不明」が 33％（38件）で、「不明」を除けば「あり」96％、「なし」4％となる。今

回、「実行が徹底されているか、問題はあるか」は別にして、ほとんど全てで方針書が定め

られていることは、昨年と同じ傾向である。 

 

（２）帳票管理 

（２－１）合法木材管理簿等 

 「事業者認定実施要領」のひな形「第 5 合法木材供給事業者の認定要件（帳票管理）」

において、「③合法木材の入出荷、在庫に関する情報が管理簿等において把握できること。

④関係書類（証明書を含む）を 5年間保存すること」と定められている。 

表Ⅰ－８　合法木材管理簿等

調達ないので

不必要
その他

A 素材生産業 22 9 5 0 8 22

B 素材流通業 12 3 1 0 5 9

C 製材業 47 9 8 5 24 46

D 合板製造業 4 4 0 0 0 4

E その他製造業 26 13 3 2 8 26

F 木材製品流通業 17 10 4 1 4 19

G その他 7 3 4 0 0 7

合計 135 51 25 8 49 133

A 素材生産業 100% 41% 23% 0% 36% 100%

B 素材流通業 100% 25% 8% 0% 42% 75%

C 製材業 100% 19% 17% 11% 51% 98%

D 合板製造業 100% 100% 0% 0% 0% 100%

E その他製造業 100% 50% 12% 8% 31% 100%

F 木材製品流通業 100% 59% 24% 6% 24% 112%

G その他 100% 43% 57% 0% 0% 100%

合計 100% 38% 19% 6% 36% 99%

合計

業種

③合法木材

管理簿等 ｻﾝﾌﾟﾙ数 管理簿完備
管理簿有り

一部不備

管理簿なし

 

 

 このことから、まず、管理簿等の整備の状況について質問した。これに対し、「合法木材

の入出荷、在庫に関する情報が管理簿等において把握できる」としたのは 38％（51 件）、

「合法木材管理簿はあるが不備である」が 19％（25件）、「合法木材管理簿がない」が 42％

（57 件）であり、「不備」及び「ない」で 61％（82 件）になる。この「ない」としたも

のにあっても、「合法木材の調達がないので、必要がない」とするのはわずか 6％であり、

その他は何らかの形で合法木材を取り扱っているものと思われる。 

 昨年度調査における「管理簿の有無」の質問では、115 件のうち「ある」が 52％（60

件）、「ない」が 43％（50件）、「不明」が 4％（5件）であり、この傾向についても昨年度

とほとんど変わっていない。 

 「不備」としたものに対しては今後の改善を望みたいが、「ない」としたものに対しては
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信頼性・透明性を確保するために、何らかの対応が必要であろう。 

 カテゴリー別には、「合法木材の入出荷、在庫に関する情報が管理簿等において把握でき

る」としたのは、「合板製造業」100％（4件）、「木材製品流通業」59％（10件）、「その他

製造業」50％（13件）の他は、ほぼ 20～40％である。 

また、「合法木材管理簿はあるが不備である」としたのは、「その他」57％（4 件）、「木

材製品流通業」24％（4件）、「素材生産業」23％（5件）などである。 

さらに、「合法木材管理簿がない」についてみると、「製材業」では 62％（29 件）に上

り、次いで「素材流通業」42％（5件）、「その他製造業」39％（10件）、「素材生産業」36％

（8件）、「木材製品流通業」30％（5件）となる。 

 

（２－２）証明書の保管管理 

 証明書等を含む関係書類は５年間保管するよう、「事業者認定実施要領」のひな形におい

て記されている。 

表Ⅰ－９　証明書の保管管理

業種

④証明書の保管管理

ｻﾝﾌﾟﾙ

数

すべて

保管管

理

保管されてい

るが一部に不

適切なもの

管理されて

いない

受領発行な

し
合計

A 素材生産業 22 15 2 3 2 22

B 素材流通業 12 7 1 3 1 12

C 製材業 47 24 7 7 8 46

D 合板製造業 4 4 0 0 0 4

E その他製造業 26 17 4 4 3 28

F 木材製品流通業 17 12 0 4 3 19

G その他 7 5 1 0 1 7

合計 135 84 15 21 18 138

A 素材生産業 100% 68% 9% 14% 9% 100%

B 素材流通業 100% 58% 8% 25% 8% 100%

C 製材業 100% 51% 15% 15% 17% 98%

D 合板製造業 100% 100% 0% 0% 0% 100%

E その他製造業 100% 65% 15% 15% 12% 108%

F 木材製品流通業 100% 71% 0% 24% 18% 112%

G その他 100% 71% 14% 0% 14% 100%

合計 100% 62% 11% 16% 13% 102%  

 この証明書等の保管についての質問に対して、「受領された証明書、発行された証明書がすべて

管理されており、適切なものである」としたのは 62％（84 件）、「受領された証明書、発行され

た証明書がすべて管理されているが、証明書の中に不適切なものがある」としたのは 11％（15

件）、「証明書の受領・発行はなされているが、証明書類の管理がされていない」が16％（21件）、

「証明書の受領・発行はなされたことがない」が13％（18件）であった。 

 昨年度の調査では「関係書類が適切に作成、保存されている」が 76％（87件）、取り扱

っていないので実績はないが、方針は明確」が 4％（5 件）、「実績はあるが保存されてい

ない」が 1％（1件）、「不明等」が 19％（22件）であった。ここでは「すべて管理されて

いるが、証明書の中に不適切なものがある」に該当する欄がなかったため、これらが「関

係書類が適切に作成、保存されている」に回ったとすると、今回の「すべて管理されてお
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り、適切なものである」と「すべて管理されているが、証明書の中に不適切なものがある」

を加えた 73％にほぼ匹敵し、昨年度とほぼ同じ傾向にあるといえる。 

 これをカテゴリーごとに見ると、「受領された証明書、発行された証明書がすべて管理さ

れており、適切なものである」は「合板製造業」100％（4 件）、「木材製品流通業」71％

（12件）、「その他」71％（5件）、「素材生産業」68％（15件）、「その他製造業」65％（17

件）で比率が高い。 

 「すべて管理されているが、証明書の中に不適切なものがある」では、「製材業」15％

（7件）、「その他製造業」15％（4件）、「その他」14％（1件）などとなる。 

また、「証明書の受領・発行はなされているが、証明書類の管理がされていない」では、

「素材流通業」25％（3件）、「木材製品流通業」24％（4件）などとなり、「証明書の受領・

発行はなされたことがない」は「木材製品流通業」18％（3 件）、「製材業」17％（8 件）

などである。 

 

（２－３）証明書の発行事例 

 次に証明書の内容について最近の証明書で調べたところ、「適切である」とされたものは

70％（95件）、「記載事項に不備がある」とされたものは 18％（24件）であった。 

表Ⅰ－10　証明書の発行事例

業種

⑤証明書の発行事例
ｻﾝﾌﾟﾙ数 適　切

記載に
不備

合計

A 素材生産業 22 16 4 20
B 素材流通業 12 8 3 11
C 製材業 47 31 9 40
D 合板製造業 4 3 0 3
E その他製造業 26 19 5 24
F 木材製品流通業 17 13 1 14
G その他 7 5 2 7

合計 135 95 24 119

A 素材生産業 100% 73% 18% 91%

B 素材流通業 100% 67% 25% 92%
C 製材業 100% 66% 19% 85%
D 合板製造業 100% 75% 0% 75%
E その他製造業 100% 73% 19% 92%
F 木材製品流通業 100% 76% 6% 82%
G その他 100% 71% 29% 100%

合計 100% 70% 18% 88%  
 

 「不備がある」についてはモニタリングでの指導とともに、今後とも継続的な指導・対

応が望まれる。 

カテゴリーごとに不備があるとされたものを見ると、「その他」で 29％（2 件）、「素材

流通業」で 25％（3 件）、「製材業」で 19 件（9 件）、「その他製造業」19％（5 件）など

であった。 

 

（３）責任者の選定 
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 「事業者認定実施要領」のひな形「第５ 合法木材供給事業者の認定要件（責任者の選

任）」において、「⑤本取組の責任者が１名以上選任されていること」とされている。 

このことから責任者の選任と役割について質問したところ、「責任者が選任され、事業

に適切に関わっており、研修も受講している」が 76％（103件）、「責任者が選任されてい

るが、研修受講していない」が 11％（15 件）、「責任者が選任されているが、事業に適切

に関わっていない」が 13％（18件）であり、「責任者が選任されていない」は皆無であっ

た。 

 

表Ⅰ－11　本取組の責任者の選任と役割

業種

⑤本取組の責任者の

選任と役割 ｻﾝﾌﾟﾙ

数
選任され関与、

研修受講

選任され研

修未受講

選任されて

いるが未関

与

選任されて

いない
合計

A 素材生産業 22 20 0 2 0 22

B 素材流通業 12 8 1 3 0 12

C 製材業 47 30 9 8 0 47

D 合板製造業 4 4 0 0 0 4

E その他製造業 26 22 3 1 0 26

F 木材製品流通業 17 13 1 4 0 18

G その他 7 6 1 0 0 7

合計 135 103 15 18 0 136

A 素材生産業 100% 91% 0% 9% 0% 100%

B 素材流通業 100% 67% 8% 25% 0% 100%

C 製材業 100% 64% 19% 17% 0% 100%

D 合板製造業 100% 100% 0% 0% 0% 100%

E その他製造業 100% 85% 12% 4% 0% 100%

F 木材製品流通業 100% 76% 6% 24% 0% 106%

G その他 100% 86% 14% 0% 0% 100%

合計 100% 76% 11% 13% 0% 101%  

 

 「責任者が選任されているが、事業に適切に関わっていない」が 13％あったが、この責

任者を選定する目的が、分別管理及び帳票管理を厳密に行うためであることらすれば、当

然、これらを扱う現場作業に携わる人でなければならない。「企業の経営責任者」イコール

「この事業における責任者」でないことを理解してもらう必要がある。 

 昨年度の調査では、責任者が「選任され機能を果たしている」が 81％（93 件）、「選任

されているが形式だけ」が 11％（13 件）、「不明」8％（9 件）であり、「選任され機能を

果たしている」の 81％と今回の「責任者が選任され、事業に適切に関わっており、研修も

受講している」と「責任者が選任されているが、研修受講していない」の 87％がほぼ匹敵

し、若干状況が改善されているようにも思われる。 

 なお研修の受講について、昨年度は研修受講が「ある」が 58％（67件）、「ない」が 13

件、「不明」が 27％（33 件）であり、「あり」を「責任者が選任され、事業に適切に関わ

っており、研修も受講している」の 76％と比べると、これは大きく改善されたものと考え

られる。 

 これらについてカテゴリー別に見ると、「責任者が選任され、事業に適切に関わっており、
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研修も受講している」では「合板製造業」で 100％（4 件）、「素材生産業」で 91％（20

件）、「その他」で 86％（6件）、「その他製造業」85％（22件）、「木材製品流通業」で 76％

（13 件）などであり、「責任者が選任されているが、研修受講していない」は「製材業」

19％（9件）、「その他」14％（1件）、「その他製造業」12％（3件）などである。 

 また、「責任者が選任されているが、事業に適切に関わっていない」は「素材流通業」で

25％（3件）、「木材製品流通業」で 24％（4件）、「製材業」で 17％（8件）を占めた。 

 

 

４．包括的な評価 

（１）合法性証明の適格性 

 以上を総括し、「包括的な評価」として事業体の「合法性証明の適合性」について質問し

たところ、「全体として合法性証明が適切に行われている」は 47％（64件）、「一部改善が

必要」が 41％（55件）、「全般にわたり改善が必要」が 17％（23件）となった。 

表Ⅰ－12　合法性証明の適格性

業種

①合法性証明

の適格性 ｻﾝﾌﾟﾙ数
適切に実

施

一部改善

必要

大いに改

善　必要
合計

A 素材生産業 22 11 10 2 23

B 素材流通業 12 5 3 3 11

C 製材業 47 17 21 12 50

D 合板製造業 4 0 4 0 4

E その他製造業 26 16 10 1 27

F 木材製品流通業 17 11 5 4 20

G その他 7 4 2 1 7

合計 135 64 55 23 142

A 素材生産業 100% 50% 45% 9% 105%

B 素材流通業 100% 42% 25% 25% 92%

C 製材業 100% 36% 45% 26% 106%

D 合板製造業 100% 0% 100% 0% 100%

E その他製造業 100% 62% 38% 4% 104%

F 木材製品流通業 100% 65% 29% 24% 118%

G その他 100% 57% 29% 14% 100%

合計 100% 47% 41% 17% 105%  

 

 改善が必要な事項について、特に「全般的にわたり改善が必要」な事業体に対しては、

ヒアリングの過程で行われた指導の結果が、適切にフォローアップされることが必要であ

る。 

 

（２）推奨すべき点 

 各認定団体が記した推奨すべき点を、カテゴリーごとに区分すると、次のとおりである。 

（A）素材生産業 

○調達・供給及び分別管理 

・ 伐採届の手続きを遵守しようとする点。（同様の意見７点） 
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・ 原木市場では、ほとんど伐採許可届けを行って伐採した原木を扱っている。 

・ 全量合法材である。（同様の意見２点） 

・ 土場に分別管理の表示板を設置して、明確に管理している。 

・ 原木市場、製品工場ともに、分別管理の置き場の確保がなされていた。 

・ 責任者が専任され、事業実施に真剣に取り組んでいる。（同様の意見４点） 

○書類管理 

・ 証明書を発行したものについては、ファイルに綴じて管理されていた。 

・ SGEC 認定団体のため、森林認証材の取扱は搬入から出荷まで、管理が行き届いてい

る。 

・ 伐採現場からトラックで直送するため、まず丸太検知表に基づき樹種・サイズ・本数・

行き先を記載した出荷証明をトラック運転手に渡し、即日、材積表を販売先に FAXし

ている。 

・ すべて合法材のみの入荷、出荷のため、記録等も明確に保存されている。 

○ 合法木材の表示及び証明書 

・ 購入する原料については、全て合法証明されたものとし、販売に当たってもすべ 

て合法証明するなど、違法伐採対策を推進している。（同様の意見２点） 

・ SGEC森林認証を全森林で取得しており、伝票類には SGEC認証木材表示と合法木材

表示を記載している。 

・ 「合法証明書」を求める製材工場等すべての販売先に対し、「合法証明書付き納品」を

実施している。 

・ 合法性を確保しており、22年 1月から出荷材全てに合法証明書を発行するようにして

いる。 

・ 素材生産の契約は主に自治体と森林組合であり、素材販売する場合には全量合法材と

して送っている。 

・ 入出荷とも全量合法材を取扱っており、証明事項等も適正である。 

・ 少量ではあるが、全量に証明書を発行している。 

○その他 

・ 会社敷地内に「合法木材推進マーク」を付した看板を掲示するなど、証明制度の PR 

にもつとめている。 

 

（B）素材流通業 

○調達・供給及び分別管理 

・ 施業計画や伐採許可届けを行って搬出している原木を取り扱っており、原木市場、製 

品工場とも分別管理の置き場の確保がなされていた。 

・ SGEC 認定団体のため、森林認証材の取扱は搬入から出荷まで、管理が行き届いてい

る。 

・ 入出荷とも全量合法材を取扱っており、証明事項等も適正である。 

・ 全量合法材である。 

・ 入荷する時点で徹底的に合法木材にこだわっているため、加工・出荷の段階では特段

の問題なく取扱われている。 
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・ 合法木材担当者を明確にしている。（同様の意見３点） 

○書類管理 

・ 証明書を含む船積・取扱関連書類の管理が優れている。 

・ SGEC森林認証を取得しており、伝票類に SGEC認証表示と合法木材表示を記載して

いる。 

・ 原木生産地の証明ができる。 

・ 管理簿などの台帳管理は適切である。 

・ 出材者、販売先の管理がなされており、遡及して証明することが可能である。 

・ 証明書を発行したものについては、ファイルに綴じて管理されていた。 

○合法木材の表示及び証明書 

・ 具体的な合法性証明方法の検討を重ねている。 

・ 合法性の証明･確認を積極的に行い、合法木材の調達に努めている。 

・ 購入先の伐採届の取得の状況を把握している証明書発行の体制が整っている。 

・ 「仕切り書」という書式を定め、合法材の買い主に渡している。 

○普及・推進 

・ 合法木材の取扱・普及の目的で FSC・CoC認証材の取扱を増やす方針。 

・ 今後更に SGECを推奨していきたい。 

・ 入荷材に対し、合法性を求めている。 

 

（C）製材業 

○調達・供給及び分別管理 

・ 素材の購入は、合法木材供給事業体からのものだけである。 

・ 合法木材供給事業体である森林組合から素材を購入しているため、全量合法材である。 

・ 原材料の全てが合法材である。（同様の意見３点） 

・ 責任者が専任され、事業実施に真剣に取り組んでいる。 

・ 管理がしっかりしている。 

・ SGEC認定団体のため、森林認証材の取扱は、搬入から出荷まで管理が行き届 

いている。 

○書類管理 

・ 帳票管理等が整備されている。 

・ 証明書が保管・管理されている。 

○合法木材の表示及び証明書 

・ 発注者の意向により合法性の証明に努めている。 

・ 合法木材と証明された丸太を仕入れ、全量を合法証明木材製品として販売することに

努めている。 

・ 原木の大半が、県森連からの合法木材であるため、これに対応して、いち早く自社発

行の納品書に「合法証明」関連事項を刷り込み、販売先からの要求の有無に関係なく

積極的に合法証明材を供給している。 

・ 合法証明は木材商社からの要求により行っている。需要者側からの要求は効果的であ

る。 
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・ 平成 21年度より、原料購入及び製品出荷のすべてに合法木材の証明がされている。 

・ 入出荷とも全量合法材を取扱っており、かつ、証明事項等も適正である。 

○普及・推進 

・ SGECを推奨していく。 

○その他 

・ 合法制度に対する理解は認められる。 

 

（D）合板製造業 

○調達・供給及び分別管理 

・ 原木の保管は、貯木場に十分なスペースが確保されており、入荷材毎に区分して 

配列され、丸太の木口にスプレーによる表示や標識等により混在防止に努めてい 

る。 

・ 合法木材については、合法木材マークを表示して、混在防止に努めている。 

・ ISO9001を取得して品質管理に取り組んでおり、ISO9001の「購買管理規定」「合板 

生産規定」においても、合法木材の取扱方法を規定している。 

○その他 

・ ISO9001、ISO14001を取得し、品質管理と環境管理に取り組んでいる。 

 

（E）その他製造業 

○調達・供給及び分別管理 

・ 合板基材の調達先に対し、積極的な働きかけを行っている。 

・ 仕入基材及び出荷製品の全部が合法証明されたものとして徹底している。 

・ 「木材調達理念･方針」を宣言し、全社的に合法木材の普及、推進に取組んでいる。  

・ 中国産製材品で合法証明書のない製品については、社内に合法木材調達小委員会を設

置し、独自の証明方法を開発して指導している。 

・ 仕入取引先がすべて合法木材供給事業体であることを確認し、調達の連鎖が前段階ま

で把握されている。 

・ 分別管理責任者が、取引業者に対して合法木材の認定を取得することを積極的に進め

ており、昨年 12月に 1社が認定を取得した。  

・ 製品の納入先がグリーン購入法に対応し、合法木材を扱うこととしていることが大き

い。この考えが地域のハウスメーカーに波及していけば合法木材の利用が進むものと

思われる。 

・ 購入する立木・チップ原料の素材については、全て合法証明されたものとし、素材・

チップの販売に当たってもすべて合法証明するなど違法伐採対策を推進している。 

・ 自社の製材・チップ原料となる立木・素材については、全て合法証明されたものを購

入するように努め、製品の販売に当たっても全て合法証明をするなど違法伐採対策を

推進している。 

・ 調達する原木については、全て合法木材の証明付きであることを条件に引き受けし、

納入業者にも指示徹底している。 

・ 分別管理の表示が明確でわかりやすい。 
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・ 全量入出荷とも合法材を取扱っており、かつ、証明事項等も適正である。 

 

 

（F）木材製品流通業 

○調達・供給及び分別管理 

・ FSC、PEFCの CoC認証を取得済みであり、認証材の調達･供給に努めている。 

・ 合法性の証明･確認を積極的に行い、合法木材の調達に努めている。 

・ 輸出国側と綿密な打合せを行い、合法性証明木材の調達に努めている。 

・ 具体的な合法性証明方法の検討を重ねている。 

・ 合法性証明方法を具体的に確認しながら、実施している。 

・ 椪積が画一的に材種毎に巻かれており、整然としている。 

・ 調達先は、全て合法木材供給事業体である。 

○書類管理 

・ 証明書を含む船積・取扱関連書類の管理が優れている。 

・ 管理簿などの台帳管理は適切である。 

○合法木材の表示及び証明書 

・ 仕入先に対し、定期的に合法証明の要望を行い、20年度以降大幅に証明材の取扱量が

増加している。平成 21年 7月には、すべての仕入れ先に対し、合法制度への対応に関

し「アンケート調査」を実施するなど、ISO14000 取得企業として、証明制度に取り

組み姿勢は真摯である。 

・ 証明書の受領、交付実績はないものの、合法材の取り扱いの必要性に対する意識は持

っている。 

○その他 

・ 今後更に SGECを推奨していきたい。 

 

 

（３）改善を要する点 

 各認定団体が記した改善を要する点を、カテゴリー毎に区分すると、次のとおりである。 

（A）素材生産業 

○法令の遵守 

・ 市町村から届出の回答がない為、合法性を放棄している。 

○調達・供給及び分別管理 

・ 合法性のあるものを市場に供給出来てない。 

・ 市場に対し合法性を伝える点が不足している。 

・ 森林認証材以外については、個人や県外からの出荷分であり、この分についても施業

計画や伐採届けの出ている原木であることの証明がもらえれば、合法木材の取扱量が

増えると思う。 

・ 全量合法材として出荷することが望ましい。 

○書類管理 

・ 入出荷・在庫に関する管理は管理簿等を備え付けて管理すべきである。（同様の意見９点） 

18



 

 

・ 解り易い管理簿に改定する必要あり。 

○合法木材の表示及び証明書 

・ 調達先に証明書を発行するよう積極的に働きかけるべきである。 

・ 証明書の要請がない場合、納品の際に合法性を証明する表示をおこなっていない製品

の原材料についても、仕入先から、証明が取れるのであれば、保管・管理が必要。 

・ 合法木材の管理をパソコン内で行っており、簿冊の整備との関連で、いかなる方法が

有効であるかの検討が必要と思われる。 

･ 調達先に合法性を証明できる書類を要求する必要。 

 

（B）素材流通業 

○分別管理 

・ 標示版を奥面ではなく、前面に掲示して欲しい。 

○書類管理 

・ 証明書発行の要請の有無に関らず、合法木材である旨、納品書に記載すべき。 

・ 出荷に関する管理簿の整備が必要。 

・ 管理簿は無いが、入荷する時点で徹底的に合法木材にこだわっているため、特段の問

題は発生していないが、一考を要する。 

・ 合法木材の入出荷・在庫に関する管理は管理簿等を備え付けて管理すべきである。（同

様の意見５点） 

○合法木材の表示及び証明書 

・ アイテムによって合法性証明の度合いに差異あり。（同様の意見２件） 

・ 現状は販売先から依頼があった場合にのみ合法性証明書を発行しており、今後の合法

木材供給増を期待。 

・ 証明書の要請がない場合、納品の際に合法性を証明する表示はおこなっていない。製

品の原材料についても、仕入先から、証明が取れるのであれば、保管・管理が必要。 

・ 調達先に証明書を発行するよう積極的に働きかけるべきである。 

・ 「入札者（販売先）」への証明書発行以前の問題として、森林所有者 70％、素材生産

業者 30％の割合となっている「荷主＝出荷者」（委託販売）に対し、森林所有者の伐

採届（写し）添付の徹底、小規模な素材生産業者の合法認定取得を進めることが大切

である。 

・ 森林認証材以外については、個人や県外からの出荷分であり、この分についても施業 

計画や伐採届けの出ている原木であることの証明がもらえれば、合法木材の取扱量が 

増えると思う。 

○その他 

・ SGEC認証取得取引に拘りすぎている点（合法木材にメリットを感じていない）。 

 

（C）製材業 

○調達・供給及び分別管理 

・ 合法性の証明に林野庁ガイドラインの遵守努力。 

・ 調達は全量合法木材としているが、100％に達していない。 
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・ 合法材としての調達と出荷の徹底。（同様の意見２点） 

・ 分別管理を一層高める。 

・ 責任者及び書類管理担当者に研修を受講させ、分別管理を徹底させる。（同様の意見２

点） 

・ 森林認証材以外については、個人や県外からの出荷分であり、この分についても施業

計画や伐採届けの出ている原木であることの証明がもらえれば、合法木材の取扱量が

増えると思う。 

・ 丸太の購入にあたっては、お互いの了解のもと、年１回の証明で対応しているが、そ

れぞれが合法的に伐採されているかは確認できない。 

○書類管理 

・ 合法木材の入出荷・在庫に関する管理は管理簿等を備え付けて管理すべきである。 

  （同様の意見６件） 

・ 証明した管理簿および受領・発行した証明書類は、別冊で管理するよう指導した。 

・ 管理簿は無いが、入荷する時点で徹底的に合法木材にこだわっているため特段の問題 

は発生していないが、一考を要する。 

○合法木材の表示及び証明書 

・ 証明材として販売する材の入荷・出荷には必ず証明書を徴する必要。（同様の意見 

４点） 

・ 証明書の要請がない場合、納品の際に合法性を証明する表示をおこなっていない。製

品の原材料についても、仕入先から、証明が取れるのであれば、保管・管理が必要。 

・ 調達先に証明書を発行するよう積極的に働きかけるべきである。 

・ 出荷に当たって証明していないのは問題であるので、相手が必要であろうとなかろう

が証明してやり、普及させていくべきと指導した。 

・ 現時点では、販売先からの要求がなければ、合法証明を行っていない。既に仕入れの

大半が合法丸太のため、証明販売を前倒しで行うべきである。 

・ 責任者の選任・役割並びに合法証明の適格性の検討が必要。（同様の意見２点） 

○その他 

・ 合法木材を取引相手に啓発すべきことの必要性。（同様の意見２点） 

・ 全般にわたり改善が必要である。 

・ 納品書に「上記の製材品は合法的に伐採された木材のみを原料としています」と記載

する。 

 

（D）合板製造業 

○合法木材の表示及び証明書 

・ 合法性の証明は、買い受け人から要請があった場合に証明書を発行しているが、合法 

木材の推進の面からも、積極的な合法性証明が望まれる。（同様の意見 2点） 

 

（E）その他製造業 

○調達・供給及び分別管理 

・ 分別管理を一層高める。 
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・ 総量の 3 割程度を占めるヒノキ材の仕入れ先は、合法木材供給事業者であるため、こ

の合法木材仕入れの徹底化から取り組みたい。 

・ 全量合法材としての出荷と帳簿管理の徹底。 

○書類管理 

・ 合法木材管理簿の整備が必要。 

・ 受領及び供給した証明書類は別冊で管理するよう指導した。 

○合法木材の表示及び証明書 

・ 証明書発行についての自発的な対応強化が必要。 

・ 合法性の連鎖を断つことのないよう、ユーザーからの証明要望の有無にかかわらず出

荷製品の合法証明書の発行を義務付けることが肝要。 

・ 供給者側またユーザーとも合法木材に関する全般的な知識が薄い。供給者側として納

品書等に合法木材であるとの記載を積極的に行う必要がある。 

○その他 

・ 取組は評価されるが、合法木材の制度に照らし合わせて適正かどうか判断は難しい。 

 

（F）木材製品流通業 

○調達・供給及び分別管理 

・ 分別管理を一層高める。 

・ 合法材としての調達と出荷の徹底 

・ 分別管理責任者は研修を受講し、合法木材の流通に適宜対応できるようにする必要が

ある。 

・ 標示版を奥面ではなく、前面に掲示して欲しい。 

○合法木材の表示及び証明書 

・ アイテムによって合法性証明比率に差異あり。（同様の意見３点） 

・ 出荷時に自ら合法木材の証明をしていない。 

・ 販売先から依頼があった場合のみ証明書を発行する方針。自主的発行の可能性検討（発

行･管理の事務量増加～専従者増員でコスト増）。 

・ 調達先と合法木材であるか否かの確認をしているだけで証明書は添付されていないた

め、今後は調達先に証明書を添付するように要請する必要がある。  

・ 合法性が確認できる入荷材について、納品先の要請がない場合でも証明書の発行を推

奨した。 

・ 販売先に対し積極的に合法性を証明して販売すること。 

・ 合法証明は、仕入れ先に対し強く要請しないと発行されないことが多いため、事務レ

ベルで各担当者が実情を把握していないと証明書の取得が漏れてしまうことがあり、

社内の末端までの周知が必要となっている。 

・ 合法証明の適格性について考慮する必要。 

○その他 

・ 全般にわたり改善が必要である。 
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４．合法木材供給全般についての事業者の意見 

（A）素材生産業 

○需要拡大 

・ 合法木材の注文が増えるように行政レベルでの努力を願いたい。 

・ 行政ならびに中央本部に対して実需を増やす取り組みをして欲しい。 

・ 合法木材を流通させるのは国策であり、制度そのものは理解するが、需要者側が求め 

ないと、合法木材を供給するのは難しい。需要者側への合法木材の普及を図ることが 

重要。 

・ 原木市売、製品出荷の段階で、ほとんど合法性の証明依頼がない。また、合法性を証

明することにより、それが売上単価、収益に反映してこない。 

・ 森林認証材について森林認証証明書等の発行の要求はあるが、合法木材の証明がほし

いとの依頼を受けたことがない。今後、末端（消費者）まで合法木材が浸透していか

ないことには、意味がないのでは。 

・ 国として合法木材についての普及宣伝をして欲しい。 

・ 合法木材として取り扱うことのメリットが無い。 

○調達・供給及び分別管理 

・ 私有林では必ず伐採届を提出しているが、小面積であるため苦労している。特に微小

面積林分が隣接している場合には、所有者の協力が簡単に得られないこともある。 

・ 伐採届については、キチンと手続きを行っているが、市町村からの認意がないことや、 

市場からの要求がないため、オザナリになっていた。 

・ 調達については合法性に努めながらも、供給については証明書を求められないことも 

あって、証明書の発行は行っていない。 

・ 小規模伐採については、施業計画書がなかったりするが、市場への出荷については伐 

採届等を確認し、合法木材を供給することに努めている。 

・ 基本的に合法木材を供給しようとの姿勢にあるが、証明が遅れることがある。 

・ 製品・チップの原料となる立木・素材については可能な限り合法証明されたものを購

入することに努めているが、少量の合法木材以外の素材を購入（持込）する可能性が

あり、その場合チップ加工では少量であることから分別管理して生産することが厳し

く、販売についても難しいものがある。 

・ 屋敷林からの購入もあり、合法木材としての扱いに困ったが、今後も素材生産事業体

として、制度の運用は続けて行きたい。 

・ 国有林委託材を主に取り扱うので、それを前提に各種運用は柔軟に対応してほしい。 

・ 合法認定事業者として、今後は全量出荷に向け対応したい。なお、さらなる普及啓発

が必要 (殆ど証明を求められない)。 

・ 伐採届の提出指導や伐採跡地の更新方法等を提案すると、木材を生産する所有者が増 

え、そのことが所有境界を確認することにもなる。 

○書類管理 

・ 管理簿について、受領・発行した合法証明書が保管されているだけではいけないのか。

入出荷・在庫に関する情報が把握できる管理簿を整えるとなると、多大な事務が課さ

れることになるが、そうであれば規範となる様式を定めて欲しい。 

22



 

 

○合法木材の表示及び証明書 

・ 合法木材の評価、証明書の意義等、制度に対する理解不足、研修会等で理解を深めた

い。 

・ 輸入材など証明が確かでないものについてははっきり証明されるようにすべき。 

・ 今年度、合法木材等普及推進顕彰で違法伐採対策・合法木材普及推進委員会会長表彰 

状を受けるまでは、求められなければ証明書を発行していなかったが、合法性の重要 

性を再認識し、出荷材の全てに証明書を発行するようにしている。 

○その他 

・ 高齢化してきて取扱量が年々減ってきており、やがては事業者認定を返上しなければ

ならないと考えている。 

・ 今年度、合法木材等普及推進顕彰で全国木材組合連合会会長表彰を受け、自らが合法

木材推進に取り組むだけでなく、その普及に努めなけばならないと思っている。 

・ 今後も合法木材をしっかり管理できるよう努めていく。 

・ 一般に、森林認証制度等にくらべ、「合法木材認定制度」が知れわたっていないと感じ

る。供給体制の整備とともに、証明制度の対外 PRが大切である。 

・ 合法性証明の簡素化が必要。 

 

（B）素材流通業 

○需要拡大 

・ 地方自治体が認証材を補助金の対象となることの可否に注目。 

・ 合法性証明書の発行依頼が増加傾向にあり、合法木材が浸透しつつあると感じる。特

に合法木材を原材料とするメーカーからのニーズが高まっている。逆に流通筋のマイ

ンドはそれほど高くない。この部分で合法木材流通の重要性をアピールする活動が必

要。 

・ 販売先のうち、メーカーは合法木材調達のマインドが高いが、流通問屋は比較的低い。 

・ 大手ハウスメーカーが進出してきている。注意する必要あり。条例等での合法木材使

用推奨の働きが若干ゆるい。地方公共団体等からの合法証明発行の要請が少ない。県

木連の活動はある（研修も実施している）。製材品はあるが、原木関係はまだ弱い。合

法証明の判定がしづらい。どうやったら、もう少し浸透させることができるかが、問

題である。 

・ この制度普及の前に、まず生産者側への徹底及び問題点あればその点を明確にし、関

係者それぞれの段階でのトレーサビリティーを充実させる。国内産材の場合は代授申

請の励行、輸入材の場合は輸入当事者による団体なりが、出材から輸入迄のトレーサ

ビリティー証明書を付保することの徹底が必要 。公の案件だけにとどまらず、民の案

件にも徹底する方策が必要。 

・ 合法木材の注文が増えるように行政レベルでの努力を願いたい。 

・ 行政ならびに中央本部に対して実需を増やす取り組みをして欲しい。 

・ 森林認証材については、証明書等を発行の要請があるが、合法木材の証明がほしいと

の依頼を受けたことはない。今後、末端（消費者）まで合法木材が浸透していかない

ことには、意味がないのではないか。 
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・ 需要者から合法木材の証明依頼が少ない。製材業者、合板業者等に合法木材の需要拡

大を図る必要がある 

・ 国として合法木材についての普及宣伝をして欲しい。 

・ 合法木材とその制度について、関係事業者が各者各様の解釈をせぬよう、事業者研修

を徹底すべきである。当面は、国、県が率先して「合法木材発注」を行ってもらうこ

とに尽きる。 

・ 合法木材の制度について積極的な普及啓発をお願いしたい。 

○調達・供給及び分別管理 

・ 会社方針に則り、合法木材の調達･普及に努める。 

○書類管理 

・ 販売先からシッパー発行証明書を要求するケースが増加傾向（住宅メーカー等エンド 

ユーザーからの要請と思われる→建材メーカー→合板メーカー経由）。 

・ 団体認定制度による証明の連鎖が理解されていない。対応は不可能ではないものの、 

事後に該当書類を特定し再送する手間が増し、業務が大変。 

○合法木材の表示及び証明 

・ 合板用に米材丸太のニーズが高まっており、米材丸太（カナダ主体）の合法性証明要 

求が高まる見込み。 

・ 証明書は依頼があった場合にのみ発行する方針。証明書と関係のないまったく別のロ

ットに証明書が流用されるケースもあると聞き、このような不正に関るリスクを回避

するためにも証明書の自動発行は行わない。 

・ 合法証明を取引相手が求めないため、合法木材とそうでないものを混入させ、合法で

ないものとして販売している。SGEC 認証取得については、特定の取引相手が存在す

るため適正に分別、管理されている。要は、合法性ニーズが低いこと、価格にハネ返

りがないこと。 

・ 県木連等からの証明書の要請がない。ロシア材の合法認定材の証明書がない。 

・ 北洋材、北欧材、米加材について合法木材の取り扱いしているが、証明書等の発行ま

では行なっていない。 

・ 原木の市売り、製品の出荷段階で、ほとんど合法性の証明依頼がない。また、合法性

を証明しても、売上単価、収益に反映しない。 

・ 輸入材など証明が確かでないものについては、はっきり証明されるようにすべき。 

・ 合法木材の証明を求めてきたのが、県外のブローカー1件のみである。 

○その他 

・ 他の製品に比べて、優利性がないと手間がかかるだけ。（同様の意見２点） 

・ 県外への出荷も多いため、今後も合法木材の制度の運用にはこだわって行くことにし

たい。 

・ 当社は SGECを取得しているので、何が違法材なのかを問う事が解らない。 

・ 啓蒙活動－研修をして欲しい。原木のところでしっかりやってくれないと、対応出来

ない。 

・ 国有林委託材を主に取り扱うので、それを前提に各種運用は柔軟に対応してほしい。 
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（C）製材業 

○需要拡大 

・ 合法木材に対する理解はあるものの、マーケットでの合法製品に対する認知度が低い 

ため、手続きをすることに意欲が湧かない。 

・ ３年前に裁判所の植木支柱杭で証明を求められたぐらいで、制度の必要性が感じられ

ない。 

・ 定着させるためには、もっと合法木材を強制的に使用させる仕組づくりをすることだ

と思う。 

・ 外材への足かせとして制度を存続させるのはいいが、国産材への制度としてはなじま

ないと思う。国産材はすべて合法木材が流通していると思う。 

・ 盗伐が頻繁にあった時代の制度なら納得できるが、現在国産材にこの制度を課するの

はどうかと思う。事務が繁雑なばかりでメリットがない。国策でやっているのだろう

から従うが、原木市場の指導をお願いしたい。 

・ 認定事業者が取扱う木材は、全て合法木材である仕組にする。すなわち、合法木材の 

みを取扱う業者を認定する制度。 

・ 国、県、市町等の公共団体における合法性証明材の使用を義務づけてほしい。 

・ 合法木材としての注文はほとんどない。（同様の意見３点） 

・ 合法木材を流通させるのは国策であり、制度そのものは理解するが、需要者側が求め

ないと、合法木材を供給するのは難しい。需要者側への合法木材の普及を図ることが

重要。 

・ 木材の需要者である大工・工務店、消費者は合法木材に関心がないと考えざるを得な

い。公的な調達のみでは、合法木材の流通が定着するのは困難であると思われるので、

もっと民間の実需を増やすべきと思う。供給側は、消費者の購買行動によってそのビ

ジネススタイルを変えざるを得ない。 

・ お客さんが証明材を要望しない現状では、合法木材証明の発行の必要性はないことか

ら、エンドユーザーに「何故、合法木材なのか」を説明し理解を得ることが大切であ

る。そうしない限り、何時までも浸透しないことになる。 

・ 合法木材について木材屋等から問合せが来ることが時々あるが、合法木材がどんな意

味を持っているのか分からない業者が大半である。 

・ 入荷は全て合法性の証明付きであるが、供給先から証明付き合法木材の要望がほとん

どないことから、合法木材の存在そのものの必要性が感じられない。 

・ 今後は、市町村等の公共建築物等に適用になれば業界も活気付くと思うが。業者以外

の一般ユーザーから、「合法木材とは？」と質問を受けることがあるので、もっと PR

が必要と感じる。 

・ 合法証明制度に「経費と手間」をかける以上、それに見合うメリットを付与すること

を考えてほしい。当面は、公共事業で「合法木材」を率先発注してほしい。 

・ 合法性の証明は需要者側からの要求により行っているが、そのために製品の信頼性が

向上することであれば望ましいことで、今後も協力する。 

・ どうしても合法証明の必要な場合のみの対処となってしまうので、制度的に合法証明

が素材の購入、製材品の供給の際の条件にまで高めてもらえればと思う。 
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・ 木造住宅着工数の大幅な減少が続く中で、当製作所が位置する青森県境の沿岸部にお

いても、大手ビルダーの進出により地元工務店からの構造材等建築資材の需要が極端

に縮小しているほか、公共建造物もそれほど多いものではない。一部土木事業の杭等

の需要のほか、漁協向けの魚函が主体を占める状況の中で合法木材の重要性を言われ

ても、なかなかあとをついていくのが大変。 

・ 合法認定事業者として、今後は全量出荷に向け対応することにしたい。なお、合法制

度について普及啓発をすべき (殆ど証明を求められない)。 

・ 丸太市場の指導を強化してもらわないと、制度が定着しない。 

○書類管理 

・ 合法木材の需要がほとんどなく、書類の整理等に本気になれない。 

・ 管理簿について、受領・発行した合法証明書が保管されているだけではいけないのか。 

入出荷・在庫に関する情報が把握できる管理簿を整えるとなると、多大な事務が課さ 

れる。規範となる様式を定めて欲しい。 

○合法木材の表示及び証明 

・ 当社の調達先は全て合法木材供給事業体である。しかし、当社の海外の取引企業にお

いては森林認証による CoC取得企業ではあっても、個々の製品については証明書を出

してもらえない。当社で扱う木材はほとんどがその企業からの入荷によるものである

ことから、合法木材としてはカウントできず、合法木材の割合が極めて低い状況にあ

る。何とかならないものか検討願いたい。 

・ 製品・チップの原料となる立木・素材については可能な限り合法証明されたものを購

入することに努めているが、少量の合法木材以外の素材を購入（持込）する可能性が

あり、その場合チップ加工では少量であることから分別管理して生産することが厳し

く、販売についても難しいものがある。 

・ 証明書を求められた事例はないが、今後も制度の運用は必要なのか。 

・ 原木の市売り、製品の出荷段階で、ほとんど合法性の証明依頼がない。また、合法性

を証明しても、売上単価、収益に反映しない。 

・ 森林認証材については、取引を行うところがあり、証明書等を発行することがあるの

だが、合法木材の証明がほしいとの依頼を受けたことがない。今後、末端（消費者）

まで合法木材が浸透していかないことには、意味がないのでは。 

・ 全量合法木材であるので、伝票に合法を示すスタンプを押印している。（同様の意見２

点） 

・ パルプ業者は必ず合法を証明する書類を求められる。材木店・プレカット工場はあま

り求められない。 

・ 工務店・大工等から合法を証明する書類を求められたことはないが、伝票には合法の

押印をしている。（同様の意見２点） 

・ 供給側からの「証明をつけて欲しい」という要望は殆どない。 

・ 供給の際の伝票には全て証明をして出荷しているが、供給側から必要性が問われたこ

とは 100％ない。 

・ 製品の供給先から、証明の要請が一度もないことから、丸太についても合法木材であ

ろうとなかろうと当社には関係がない。しかし、地球温暖化等の問題もあり、今後は
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もう少し関心を持って対応していきたい。 

・ 輸入材など証明が確かでないものについては、はっきり証明されるようにすべき。 

・ 外材は全て合法の証明マーク付で入荷してくる。国産材も合法マーク付きで入荷して

くるとありがたい。 

・ 合法認定事業者として、調達に際しては証明書の添付確認、出荷については全量合法 

材証明を付し納品することとする。 

○その他 

・ 県外への出荷も多いため、今後も合法木材の制度の運用にはこだわって行くことにし 

たい。 

・ JAS製品、合法木材、地域材と消費者は混乱するのでは？ 

・ 当制度は県産材の地産・地消を進めるために必要な制度である。 

・ 当合法制度について普及啓発を積極的にお願いしたい。 

 

（D）合板製造業 

○合法木材の表示及び証明 

・ ロシア材の原木で一部合法証明のないものがあるが、合法証明が得られるような働き 

かけをしていきたい。 

・ 合法木材から製造した合板については、納品伝票に合法証明をするなど、積極的な合

法証明に努めたい。（同様の意見３点） 

・ 合法木材証明については、現在、買い受け人からの要請が少ないが、県産材証明や間

伐材証明は要求してくるケースがある。 

 

（E）その他製造業 

○需要拡大 

・ 合法木材製品の普及浸透を図る上で、①合法木材の必要性を消費者に理解してもらう

ための普及宣伝、②消費者が合法木材使用製品を判別、選択できるような統一された

表示マーク、③合法木材使用製品と非合法木材製品との差別化による評価など、民間

だけでなく行政側からの積極的な対応を望む。 

・ 現状では公共関連（事務機器関係等）の一部に需要があるが、民間までは浸透してい

ない。 

・ CoCの認知度が低いため、元の木材の合法性の確認を求められケースがある。 

・ 合法木材の証明書の提出を要請されて認定を申請した経緯があるが、その後、取引先

からの要請がなく、証明書を発行する必要性を感じていない。需要サイドでの普及を

希望。 

・ 合法木材の供給は社会的な義務として実践すべきことであり、この制度が機能して違

法伐採の撲滅につながればよい。顧客も環境問題に関心がある。 

・ 合法木材としての注文はほとんどない。 

・ 納入先のパレット業者から「証明材がほしい」との要望が殆どないことから、いくら

受領した木材が合法木材であっても意味がない。従って、我々末端の業者からも納入

先の業者に「合法木材」の持つ意味を説明し、その重要性を PRしていく必要がある。 
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・ 認定事業者と非認定事業者が併存している実態は、合法木材供給の意義等が浸透して

いない証であると考える。木材にかかわる業者は全て認定事業者になるシステムを作

っていただきたい。 

・ 川下の業界(家具・内装)に対し、合法木材証明について指導徹底をお願いしたい。 

（同様の意見２点） 

・ 合法木材事業者に対してメリットが生じるようにして欲しい。（同様の意見３点） 

・ PR不足を痛感。川下から合法木材を求められたことはない (ホルム F4☆の証明は 

求められるが)。 

・ １．家具業界の認識の程度が低い。 ２．県等の地方公共団体への指導徹底をお願い

したい。発注担当者まで指導しないと普及しない。 ３．発注元が合法木材証明書の

提出を求めるという制度にすれば実効性は万全となるのでは。 

・ 某県に他の提出書類と共に合法性の証明書を提出したところ、「これは必要ない」とい

われ返された。それ以来、証明書は取引先から求められた場合にのみ発行することと

した。取引先(取引先の多くは県)から証明書を求められたことはないので、発行の実績

は無い。九州の県知事が「合法木材を使用する」旨意思統一したようであるが、各部

署には下りていないのではないか？ このような実態の中で合法木材供給のメリット

もない。手間と時間がかかるのみ。中途半端な取組みは混乱が生じる。せっかくのシ

ステムであるので、絶対に「やる」という姿勢で取組んでほしい。 

・ 合法木材制度については、供給者側及びユーザーの理解が必要であるとの認識はある

が、現状ではその必要性は特に感じていない。 

・ 合法木材制度を有効に運用するためには、丸太伐採･納入業者の意識改革がまず必要で

あるが、零細業者が多いため制度の理解を求めることは困難である。 

・ 当制度について、普及啓発を積極的にお願いしたい。 

・ 合法認定事業者として、今後は全量出荷に向け対応することにしたい。 

○調達・供給及び分別管理 

・ チップの原料となる立木・素材については可能な限り合法証明されたものを購入する 

ことに努めているが、少量の合法木材以外の素材を購入（持込）する可能性があり、 

その場合チップ加工では少量であることから分別管理して生産することが厳しく、販 

売についても難しいものがある。 

・ 社内基準「木質原料合法性基準」を作成し、これを社員全員が理解したうえで、販売

製品を全量合法木材として管理しており、適切に合法木材制度が運用されている。 

・ 全量合法木材であり、特に問題なし。 

・ 全量合法木材であり、適切に処理されている。（同様の意見３点） 

○合法木材の表示及び証明 

・ 製品出荷時に、合法木材認定書の提示のみでコピーを提出していないので、提出する 

よう指導。改善される見込み。 

・ 今は、合法木材の証明書の発行を求めてくるところがない。必要性がないという理解

でいる。 

・ 基材(合板)について、合法証明書が付されて来ない。必要であれば請求の手続きをとっ

てくれといわれた。今は、川下(納入先)から証明書の発行を求めて来ないので、問題も
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なく済んでいるが、後になって、遡って求められた場合、合板の証明は多分取れない

であろう。トラブルの原因になりかねない。全企業が必ず合法証明を発行するよう統

一指導が必要である。 

・ 今の証明方法は信用性が不十分。偽造してもわからない。今後、原産地証明が求めら

れる等、より精度を高められるよう求められた時は不十分である。もっと客観的な証

明の仕方(例えば水際で喰い止める。国の証明等)を検討すべきである。 

・ 輸入材が多いので、各国の合法性の証明方法を示してほしい。 

○その他 

・ 合法木材及び間伐材チップの証明については、納入先では証明がなければ受け付けな

いことから、今後は益々この制度の重要性が増すことが考えられる。 

・ 従来、ワシントン条約の指定樹種であるインドネシア産材を相当量仕入れてきたため、

近年は環境 NPO の抗議・要請等「資源・環境問題」にさらされ続けており、「違法伐

採問題＝合法木材」は身にしみている。その証が国産ヒノキ材への転換である。しか

し、外材分野の合法証明への取り組みは、仕入れ先の問屋を含め、総じて低位と感じ

る。 

「パレット合法性」の発端は、製紙企業Ｎ社の大手ユーザーが「紙の合法性」を問

題にしたことから、製紙原料である「木材チップ」を納入する当社の親会社が、製紙

を乗せる「パレットの合法性」を問題視したことによる。 

元来、製紙を乗せるパレットは輸送手段のアイテムであり、配送後は回収される性

格を有する。これに合法性を付与する必要性に疑問は残るが、親会社の営業方針とな

れば致し方なしというのが本音である。 

 

（F）木材製品流通業 

○需要拡大 

・ 会社の方針に則り、合法木材の調達･普及に努める。 

・ 合法木材の証明を求められるケースがないので、本制度の必要性に疑問を持っている。

制度の趣旨は理解しているが、もっと合法木材が認知されるよう国に働きかけていた

だき需要換起してほしい。 

・ 供給先から合法木材の注文が全くないのが現状である。この制度が木材流通業者や建

設設計、施工業者等にどの程度理解されているのか疑問である。また、合法木材が公

共建築物や住宅等に利用される仕組みを構築しないと普及しないのではないか。いず

れエコ商品として認識され、必要とされるときは来ると思う。 

・ 証明書を求められた事例はないが、今後も制度の運用は必要なのか。 

・ 当社は SGECを取得しているので、何が違法材なのか問う事が解らない。 

・ 啓蒙活動、研修をして欲しい。原木のところでやってくれないと、対応出来ない。大

手ハウスメーカーが進出してきている。注意する必要あり。条例等での合法木材使用

推奨の働きが若干ゆるい。 

・ 地方公共団体等からの合法証明発行の要請が少ない。県木連の活動はある（研修も実

施している）。製材品はあるが、原木関係はまだ弱い。前段の合法証明の判定がしづら

い。どうやったら、もう少し浸透できるかが問題である。 
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・ せっかく認定を受けても、県内の実需がほとんどないため、メリットが感じられない。 

・ 合法木材の確保に関し、現行の林野庁ガイドラインでは、国の行政機関等が調達の義

務機関として位置付けされ、県や市町等の地方公共団体は努力機関になっているが、

現行の調達の流れにいささか違和感がある。なぜならば、地方における合法材利用で

は、使用量並びに頻度が、国の行政機関は僅少なのに対し、地方公共団体の調達は、

頻度、使用量ともに多く、各段の差が生じており、更には、合法木材の考えかたもば

らばらで、合法材の普及を阻害することはあっても、益することは少なく改善を強く

望むものである。 

・ この制度普及の前にまず生産者側への徹底及び問題点があればその点を明確にし、関

係者それぞれの段階でのトレーサビリティーを充実させる。国内産材の場合は代授申

請の励行、輸入材の場合は輸入当事者の団体なりが、出材から輸入迄のトレーサビリ

ティー証明書を付保することの徹底が必要。 公の案件だけにとどまらず、民の案件に

も徹底する方策が必要。 

・ 合法木材と県産材証明をセットにした一般住宅産業向けの構造用合板を販売するにあ

たり、県の助成制度を活用した新分野づくりとシェア拡大を目指したいので、支援を

願いたい。 

・ 需要者に対する合法木材の普及啓発が必要。 

・ 合法木材の需要を増やすことが必要。 

・ 合法木材の証明を求められたことがない。山元から出荷する時に、原木に認証マーク

を印してあると判りやすく、普及すると思う。素材生産者のメリットが少ないから、

伐採届をしないし、書類作成が面倒で、嫌がる人が多い。食品等のように産地を表示

する流れは感じている。 

・ 一般の大工、工務店に対する合法木材の意識、認識を高めてほしい。 

○合法木材の表示及び証明 

・ 団体認定事業者以外の販売先から証明書を求められる場合の対応（販売先が如何に証 

明の連鎖を実現するのか要検証）。 

・ 販売終了後に販売先から要求されることもあり、結果的に後からの証明となるケース

も散見される。 

・ 証明材のみならず証明材を要求しない販売先が多い。一方、要求しなくても証明材を

供給してくる海外サプライヤーもあり、管理が課題。 

・ 海外のシッパーに対して、FSC認証の取得促進を期待したい。 

・ 公共物件への納入において、JAS 認定書、４☆証明等々を要求されるのが常で曖昧。

グリーン購入法に基づく合法性証明についてもCoC認証材であると明記しているにも

拘らずシッパーの証明書提出、その旨出荷証明書への記載等々を求められる。確認す

べき事項につき PRと啓蒙活動を行ってもらいたい。特に CoC認証材と明記されてい

る場合は、（CoCであることを現物目視で確認できる場合も含めて）必要以上の書類を

要求することがないように指導教育して欲しい。 

・ 販売先からシッパーの証明書の提出、さらにエスカレートしてパッキングリストまで

要求されるケースがあり、販売先への対応はおろそかに出来ないが困惑。団体認証制

度による証明の連鎖が理解を得ていないのか。販売先もこの制度を利用しているにも
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関わらず。 

・ 販売先からシッパー発行証明書を要求するケースが増加する傾向（住宅メーカー等エ 

ンドユーザーからの要請と思われる→建材メーカー→合板メーカー経由）。しかし、団

体 認定制度による証明の連鎖が理解されていない。対応は不可能ではないものの、

事後に該当書類を特定し再送する手間が増し業務が大変。 

・ 地方自治体が認証材を補助金の対象となることの可否に注目。 

・ 証明書発行には手間が掛かるが、近い将来に合法木材を販売する方向で取り組んでい

る。但し、販売先のニーズ･要請により、各ロットとも横断的に再仕訳けする必要性に

鑑み、輸入材は全量合法木材を調達する方針。熱帯産の南米材ではあるが、環境問題

に十分配慮し、合法性を確認した上で、デッキ業界団体とも共同歩調で利用拡大を図

りたい。末端のユーザーに合法木材に目を向けてもらうため、官民上げて普及促進に

取り組んで欲しい。 

・ 合法性証明書の発行依頼が増加傾向にあり、合法木材が浸透しつつあると感じる。特

に合法木材を原材料とするメーカーからのニーズが高まっている。逆に流通筋のマイ

ンドはそれほど高くない、よってこの部分で合法木材流通の重要性をアピールする活

動が必要。証明書は依頼があった場合にのみ発行する方針。証明書と関係のないまっ

たく別のロットに特定の証明書を流用されるケースもあると聞き、このような不正に

関るリスクを回避するためにも証明書の自動発行は行わない。 

・ 合法認定事業者として、調達に際しては証明書の添付確認、出荷については全量合法 

証明を付し納品することとする。 

○その他 

・ 製品毎に、認定証明の標示の確立が重要。要望として、川上から川下までの一括した 

書類の作成をお願いしたい。国からの指導が無ければ、動かない。規制を強化すれば、 

動いていくのではないか。 

・ 国有林委託材を主に取り扱うので、それを前提に各種運用は柔軟に対応してほしい。 

 

（G）その他 

○需要拡大 

・ 自治体が合法性証明制度を認識しているか不安である。 

・ 事務量が増えているがそれに見合うメリットが無い。川下の業界、地方公共団体への

普及活動に力を入れて欲しい。 

・ 川下業界(家具、内装業等)は合法証明書を不要としている。更に PRが必要。 

・ 合法木材の使用を入札等の条件にすべきと考える。 

・ FSC・CoCの流れになっているのではないか、という気がしている。CoC認証の製品

を求められることが増えている。 

・ 原産地証明を求める需要者も増えている。“Made in Japan”の表示をした方が通用す

ると思うお客さんは、この方が安心する。 

・ 川下の意識を高めるよう指導を徹底して欲しい。発注者が合法木材の証明書の提出を

必ず求めるというシステムにするのも一方法。 

・ 合法木材供給事業者としてのメリットが生じるようにして欲しい (公共事業に優先権
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を与えるとか、入札要件にするとか etc)。 

・ 市場段階では合法木材の認識がない。指導を徹底して欲しい。 

・ 建築士等への働きかけをしてはどうか。 

・ 商品に「合法性」マークの表示ができるようにして欲しい。 

・ 合法木材供給事業者にインセンティブが付与されるように措置して欲しい。現状では

メリットがない。川下業者の中には、合法木材について関心が薄い。証明書の発行を

求めない企業があるため、納品書に合法証明を付記することを忘れることがある。 

・ 大工・工務店では合法材については、あまり関心がない。 

・ 原木生産地の証明ができるとともに、品質の向上が図られる。川下の合法性木材の需 

要拡大を図る必要がある 

○合法木材の表示及び証明 

・ 素材を木材市場から購入した場合、合法木材であることの証明が貰えるか不安である。

証明書を求められた事例はないが、今後も制度の運用は必要なのか。 

・ 全量合法木材であるので、伝票に合法を示すスタンプを押印している。 

・ 東南アジアのカリン、コクタン、シタン等は、合法証明書がない。証明方法を指導願

いたい。 

・ 中国・イタリヤの人工ツキ板は合法性の証明方法がない。今後人工ツキ板が増えてい 

くので、指導を願いたい。竹のツキ板について合法証明は必要か (竹は木材ではない 

ので対象外と考えられるが)？ 

○その他 

・ 事業の簡素化 

・ 企業規模等に応じた事務処理を検討して欲しい。国有林材は合法木材であることは明

らかであるので、証明書は「写し」の手交のみで対応できないか。検討して欲しい。 
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Ⅱ．合法木材供給事業者認定団体アンケート調査結果 

 

１．趣旨及び概要 

（1）趣旨 

 全国木材組合連合会が合法木材供給事業者認定団体の活動を評価し、認定団体の水準を

高めていくとともに、その結果を適切に情報発信することにより、システム全体の信頼性

を確保することを目的とする。 

 

 

（2）供給事業者認定団体モニタリングの対象及び実施方法 

 モニタリングはアンケートにより、全ての認定団体を対象に行う。 

 

 

（3）アンケートの内容 

 合法木材供給事業者認定団体アンケート調査票（参考資料別紙 2参照）に基づき、以下

の項目について調査を行った。 

    A 更新事業体認定の実施状況 

更新の規定の有無 

更新に当たる事業体の概要と更新結果 

更新結果の情報公開 

    B 合法木材ナビ上の情報公開の全般について 

現在掲載されている情報の正確性 

情報公開する手段としての合法木材ナビの評価改善法 

掲載更新の方法の評価、改善方法 

    C 事業体の情報公開の範囲、必要性と可能性 

 

 

（4）調査対象事業体 

 すべての認定団体を対象にしたが、このうち回答のあったものは次のとおりである。 

 都道府県木連 39 件、森林組合 23 件、素材生産団体７件、その他木材団体 10 件、中央

木材団体等１７件（木製家具団体２件を含む）、以上総数 96件。 

 なお、それぞれの回答のうち、96件を上回る項目については重複回答があったことを意

味し、下回るものについては回答のなかったものがあることを意味している。 

 

 

２．更新結果の情報公開 

（１）更新事業体認定の実施状況 

（１－１）更新規定の有無 

 平成 21 年が事業体認定の更新時期に当たる認定団体が多いことから、更新事業体認定

の実施状況についての質問を行った。まず、「更新に関する規定の有無」についてみると、
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「ある」としたものは 83％（80件）、「ない」としたもの 16％（15件）、「その他」が 7％

（7件）であった。 

表Ⅱ－１　更新の規定の有無

カテゴリー

更新の規定の

有無 ｻﾝﾌﾟﾙ数 あり なし その他 合計

1 都道府県連 39 35 4 1 40

2 森林組合 23 16 6 1 23

3 素材生産 7 7 0 0 7

4 その他木材団体 10 9 1 3 13

5 中央木材団体 17 13 4 2 19

合計 96 80 15 7 102

1 都道府県連 100% 90% 10% 3% 103%

2 森林組合 100% 70% 26% 4% 100%

3 素材生産 100% 100% 0% 0% 100%

4 その他木材団体 100% 90% 10% 30% 130%

5 中央木材団体 100% 76% 23% 12% 113%

合計 100% 83% 16% 7% 106%  

 

 これをカテゴリーで分けると、「素材生産」では、全てが「ある」とし、この他、「ある」

としたのは「都道府県木連」90％（35件）、「その他木材団体」90％（9件）。「ない」の比

率が多いのは「中央木材団体」23％（4件）、「森林組合」26％（6件）であった。 

 「合法性・持続可能性の証明に係る事業者認定実施要領」のひな形では、「第 11 合法

木材供給事業者認定の継続」において、「合法木材供給事業者認定の継続を希望する事業者

は、有効期間の満了する１ケ月前までに、別記１アで定める合法木材供給事業者認定申請

書（継続）を別記１－１で定める手数料及び初年度の維持費とともに認定団体へ提出しな

ければならない」とされている。このため「継続・更新」に関する規定は、各認定団体の

「事業者認定実施要領」に記されているものと思われるとともに、記載されていない場合

は早急にこの規定を定めるべきである。 

 

（１－２）更新結果の情報公開 

 「更新結果の情報を合法木材ナビに反映させているか」については、52％（50件）が合

法木材ナビを「更新した」とし、43％（41件）は合法木材ナビを「更新していない」とし

た。 
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表Ⅱ－２　更新結果の情報公開

今後する
仕方が

わからず

更新に

問題

1 都道府県連 39 24 15 10 1 1 1 40

2 森林組合 23 9 12 7 4 0 0 21

3 素材生産 7 3 4 2 2 0 0 7

4 その他木材団体 10 6 2 1 0 0 2 10

5 中央木材団体 17 8 8 4 2 2 2 18

合計 96 50 41 24 9 3 5 96

1 都道府県連 100% 62% 38% 26% 3% 3% 3% 103%

2 森林組合 100% 39% 52% 30% 17% 0% 0% 91%

3 素材生産 100% 43% 57% 29% 29% 0% 0% 100%

4 その他木材団体 100% 60% 20% 10% 0% 0% 20% 100%

5 中央木材団体 100% 47% 47% 24% 12% 12% 12% 106%

合計 100% 52% 43% 25% 9% 3% 5% 100%

合計

カテゴリー

更新結果の

情報公開 ｻﾝﾌﾟﾙ

数
更新し

た

していな

い
その他

 

 

「更新した」の比率が高いのは「都道府県木連」であるが、60％程度にすぎない。また、

「更新していない」は「素材生産」57％（4 件）、「森林組合」52％（12 件）で高かった。

合法木材供給事業者の公表については、やはり「事業者認定実施要領」のひな形「第６ 合

法木材供給事業者認定書の交付及び公表」において、「その名称、代表者名、住所、団体認

定番号、認定年月日を当該団体のホームページ等に公表するものとする」とされており、

当然掲載されなければならない。 

「更新していない」を選んだもののうち、25％（24件）が「今後更新する」、9％（9件）

が「更新の仕方がわからない」、3％（3件）が「更新することに問題がある」としている。 

 「更新の仕方がわからない」としたもののうち比率の高いのは「素材生産業」で 29％（2

件）、「森林組合」で 17％（４件）、「中央木材団体」で 12％（2 件）である。これらの理

由としては「事業体の関心があまりない」、「人的余裕がないため、事務的処理、システム

対応がネック。サポートがあればベター」、「ＩＤ、パスワードが不明」（2件）、「当組合は

ネットの使用ができない」、「ナビなし」といったものがあり、これらはいずれも合法木材

供給システムの運営上大きな問題であり、それらへの個別の対応と、研修会などでの合法

木材ナビの更新方法の講習が必要である。 

 このほか、逆の動きとして「協議会のホームページに、常に最新の会員登録状況を掲載

している」という、積極的な意見もあった。 

  

3．合法木材ナビ上の情報公開全般について 

(1）現在掲載されている情報について 

（１－１）関連する行動規範 

 これについては｢最新版が掲載されている｣とした団体が 71％(68 件)と圧倒的に多く、

「掲載されているが最新版ではない｣が 19％(18 件)、「掲載されていない」が 7％(7 件)で

ある。わずかではあるが「掲載されていない」のある点が心配である。「合法木材ナビで」
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とは指定されていないが、林野庁ガイドラインにおいても自主的行動規範を「公表する」

となっていることから、何らかの形での公表は必要である。この場合、合法木材ナビ上で

の公表が最も適切かつ簡便であると考えられる。 

表Ⅱ－３　 関連する行動規範

自分で掲

載する
要支援 その他 その他

1 都道府県連 39 31 3 4 3 2 1 0 38

2 森林組合 23 12 10 0 3 2 0 1 23

3 素材生産 7 4 2 1 1 2 0 0 7

4 その他木材団体 10 8 1 0 1 1 0 1 10

5 中央木材団体 17 13 2 2 1 0 1 2 19

合計 96 68 18 7 9 7 2 4 97

1 都道府県連 100% 79% 8% 10% 8% 5% 3% 0% 97%

2 森林組合 100% 52% 43% 0% 13% 9% 0% 4% 100%

3 素材生産 100% 57% 29% 14% 14% 29% 0% 0% 100%

4 その他木材団体 100% 80% 10% 0% 10% 10% 0% 10% 100%

5 中央木材団体 100% 76% 12% 12% 6% 0% 6% 12% 112%

合計 100% 71% 19% 7% 9% 7% 2% 4% 101%

合計

カテゴリー

関連する行

動規範
ｻﾝﾌﾟﾙ

数
最新版

掲載

最新版

でない

掲載さ

れてい

ない

  

 

 カテゴリーごとにみると、｢最新版が掲載されている｣の多かったのは、「その他木材団体」

80％（8件）、「中央木材団体」76％（13件）、「都道府県木連」79％（31件）であり、「森

林組合」、「素材生産業」、「その他業界団体」では少なく、それぞれ約 50％であった。 

 また、「掲載されているが最新版ではない｣、「掲載されていない」としたもののうち「掲

載するので支援が必要」とするのは 7件で、「都道府県木連」2件、「森林組合」2件、「素

材生産業」2件、「その他木材団体」1件であった。これらについては、先述のように十分

な教育が必要である。 

 

（１－２）合法木材等の証明に係る事業者認定実施要領 

 これについては｢最新版が掲載されている｣とした団体が 61％(59 件)、「掲載されている

が最新版ではない｣が 29％(28 件)、「掲載されていない」が 6％(6 件)である。行動規範と

比べると、事業者認定実施要領の｢最新版が掲載されている｣比率が下がる。合法木材供給

システムの信頼性・透明性の確保のためには、当然、事業者認定実施要領の最新版は、合

法木材ナビに掲載されるべきである。 
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表Ⅱ－４　合法木材等の証明に係る事業者認定実施要領

自分で

掲載
要支援 その他

1 都道府県連 39 27 7 4 5 3 2 0 38

2 森林組合 23 11 12 0 3 4 0 0 23

3 素材生産 7 3 3 1 2 2 0 0 7

4 その他木材団体 10 6 3 0 0 2 0 0 9

5 中央木材団体 17 12 3 1 2 0 1 2 18

合計 96 59 28 6 12 11 3 2 95

1 都道府県連 100% 69% 18% 10% 13% 8% 5% 0% 97%

2 森林組合 100% 48% 52% 0% 13% 17% 0% 0% 100%

3 素材生産 100% 43% 43% 14% 29% 29% 0% 0% 100%

4 その他木材団体 100% 60% 30% 0% 0% 20% 0% 0% 90%

5 中央木材団体 100% 71% 18% 6% 12% 0% 6% 12% 106%

合計 100% 61% 29% 6% 13% 11% 3% 2% 99%

その他 合計

カテゴリー

合法木材等の

証明に・・・ ｻﾝﾌﾟﾙ

数
最新版

が掲載

最新版

でない

掲載さ

れてい

ない

 

 カテゴリーごとにみると、｢最新版が掲載されている｣の多かったのは、「中央木材団体」

71％（12 件）、「都道府県木連」69％（27 件）、「その他木材団体」60％（6 件）であり、

「森林組合」、「素材生産業」ではそれぞれ約 50％と少なかった。 

 ここでも「掲載されているが最新版ではない｣、「掲載されていない」としたもののうち

「掲載するので支援が必要」とするのは 11件で、「都道府県木連」3件、「森林組合」4件、

「素材生産業」2件、「その他木材団体」2件であった。 

 

（１－３）認定事業者一覧表 

これについては｢最新版が掲載されている｣とした団体が 55％(53 件)、「掲載されている

が最新版ではない｣が 36％(35件)、「掲載されていない」が 3％(3件)である。｢最新版が掲

載されている｣比率は行動規範（71％）、事業者認定実施要領（61％）、事業者認定一覧表

（55％）の順で下がる。何を目的としてこれらの最新データを合法木材ナビにおいて公開

するのかと言えば、一つは合法木材供給システム運営の信頼性・透明性の確保にあるが、

もう一つには、合法木材を買いたいとする者に、どこで買えるのかを知らしめるという目

的もある。これらを整備することが、合法木材取扱量の増加につながるという認識も必要

であると思われる。 
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表Ⅱ－５　認定事業者一覧表

自分で

掲載
要支援 その他

1 都道府県連 39 26 10 0 7 2 0 1 37

2 森林組合 23 11 8 3 4 6 0 0 22

3 素材生産 7 2 5 0 1 4 0 0 7

4 その他木材団体 10 6 3 0 0 1 0 1 10

5 中央木材団体 17 8 9 0 3 1 0 2 19

合計 96 53 35 3 15 14 0 4 95

1 都道府県連 100% 67% 26% 0% 18% 5% 0% 3% 95%

2 森林組合 100% 48% 35% 13% 17% 26% 0% 0% 96%

3 素材生産 100% 29% 71% 0% 14% 57% 0% 0% 100%

4 その他木材団体 100% 60% 30% 0% 0% 10% 0% 10% 100%

5 中央木材団体 100% 47% 53% 0% 18% 6% 0% 12% 112%

合計 100% 55% 36% 3% 16% 15% 0% 4% 99%

その他 合計

カテゴリー

認定事業者

一覧表 ｻﾝﾌﾟﾙ

数
最新版

が掲載

最新版

でない

掲載さ

れてい

ない

 

 カテゴリーごとにみると、｢最新版が掲載されている｣の多かったのは、「都道府県木連」

67％（26件）、「その他木材団体」60％（6件）だが、ほかは 50％程度であった。 

 ここでも「掲載されているが最新版ではない｣、「掲載されていない」としたもののうち

「掲載するので支援が必要」とするのは 14件あった。 

 

 

（２）情報公開手段としての合法木材ナビ 

 これまでにも指摘してきたように、合法木材供給システムの信頼性・透明性の確保と合

法木材の普及のためには、これらの情報を公開していく手段が必要である。この手段とし

て最も適切かつ簡便な方法が合法木材ナビの活用であることは既に述べた。 

このことに関連して「情報公開の場としては合法木材ナビの範囲で十分である」とする

団体は 71％（68 件）、「情報公開の場として合法木材ナビでは不十分であり、団体の情報

手段でも提供」と、情報公開に積極的な姿勢を示すものが 15％（14 件）、「わからない」

とするもの 11％（11件）であった。 
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表Ⅱ－６　情報公開手段としての合法木材ナビ

カテゴリー

情報公開する手段として・・・

ｻﾝﾌﾟﾙ数
合法木材
で十分

不十分団
体独自の
提供

わからな
い

合計

1 都道府県連 39 27 6 4 37
2 森林組合 23 21 1 1 23
3 素材生産 7 6 0 1 7
4 その他木材団体 10 7 1 2 10
5 中央木材団体 17 7 6 3 16
合計 96 68 14 11 93

1 都道府県連 100% 69% 15% 10% 95%
2 森林組合 100% 91% 4% 4% 100%
3 素材生産 100% 86% 0% 14% 100%
4 その他木材団体 100% 70% 10% 20% 100%
5 中央木材団体 100% 41% 35% 18% 94%
合計 100% 71% 15% 11% 97%   

 

 これまで見てきたように、行動規範、事業者認定実施要領、事業者認定一覧表などに関

し、「最新版が掲載されている」としたのが 55～70％。反面、「最新版が掲載されていない」

が 20～35％程度、また「データの更新に支援を必要とする」ものも 10％程度あるような

状況の中では、「情報公開の場としては合法木材ナビの範囲で十分である」への回答には 2

つの解釈ができるように思われる。 

１つは合法木材ナビへの掲載等をきちんとやったうえで、「これで十分」という意見と、

もう１つは合法木材ナビの利用も十分に行われていない状況の下で、とりあえず「これで

十分」、「これ以上負担が増えるのは回避したい」という意見があるように思われる。この

うち、いかに後者を前者にしていくのか、きめ細かな対応が必要ではないか。これと同時

に、「情報公開の場として合法木材ナビでは不十分であり、団体の情報手段でも提供」とす

るものには、是非このような積極的対応を継続してもらいたい。 

 この質問への答えをカテゴリー別に見ると、「合法木材ナビの範囲で十分である」とした

比率の高いのは「森林組合」91％（21 件）、「素材生産」86％（6 件）、「その他木材団体」

70％（6 件）、「都道府県木連」69％（27 件）。これに対し「中央木材団体」では 35％（6

件）が「合法木材ナビでは不十分であり、団体の情報手段でも提供」と、積極的な姿勢を

見せた。この差は事務局体制（人手の問題など）の違いによるものではないかと思われる。 

 

 

（３）合法木材ナビ上に公開する情報 

 これについては「現在の方法の範囲で十分である」が 83％（80 件）、「必要な情報が欠

けているので、掲載できるようにしてほしい」が 3％（3件）、「わからない」が 11％（11

件）であった。 
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表Ⅱ－７　合法木材ナビ上に公開する情報

カテゴリー

合法木材ナビ上に公

開する・・・ ｻﾝﾌﾟﾙ数
現在の情報

範囲で十分

不十分かけ

ている
わからない 合計

1 都道府県連 39 33 0 4 37

2 森林組合 23 21 1 1 23

3 素材生産 7 6 0 1 7

4 その他木材団体 10 7 0 3 10

5 中央木材団体 17 13 2 2 17

合計 96 80 3 11 94

1 都道府県連 100% 85% 0% 10% 95%

2 森林組合 100% 91% 4% 4% 100%

3 素材生産 100% 86% 0% 14% 100%

4 その他木材団体 100% 70% 0% 30% 100%

5 中央木材団体 100% 76% 12% 12% 100%

合計 100% 83% 3% 11% 98%   

 カテゴリーごとに見ると「現在の方法の範囲で十分である」では、「森林組合」91％（21

件）、「素材生産」86％（6件）、「都道府県木連」85％（33件）、「中央木材団体」76％（13

件）となる。しかし、「中央木材団体」では「必要な情報が欠けているので、掲載できるよ

うにしてほしい」とする向きもある。 

 「必要な情報が欠けているので、掲載できるようにしてほしい」については、どのよう

な情報であるのかについての調査が必要であろう。 

 

 

（４）掲載の方法 

 これについては「現在団体が情報掲載、変更などができるようになっています。また、

わからない場合は無料でサポートが受けられます」という注を付けて、質問している。 

 この結果、「当団体で掲載しており、方法は今のままでよい」とするものが 84％（81件）

と、大半を占め、「手続きを代行できるようにしてほしい（有料でも良い）」はわずか５％

（５件）、「その他」は 3％（3件）に止まった。 
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表Ⅱ－８　掲載の方法

カテゴリー

掲載の方法

ｻﾝﾌﾟﾙ数
自分で掲載

いまのまま

でよい

有料の手

続き代行
その他 合計

1 都道府県連 39 33 1 0 34

2 森林組合 23 20 1 1 22

3 素材生産 7 5 1 1 7

4 その他木材団体 10 7 1 0 8

5 中央木材団体 17 16 1 1 18

合計 96 81 5 3 89

1 都道府県連 100% 85% 3% 0% 87%

2 森林組合 100% 87% 4% 4% 96%

3 素材生産 100% 71% 14% 14% 100%

4 その他木材団体 100% 70% 10% 0% 80%

5 中央木材団体 100% 94% 6% 6% 106%

合計 100% 84% 5% 3% 93%  

 

４．情報公開の範囲、必要性と可能性 

（１）合法木材原料の調達量の公開 

（１－１）公開の必要性 

 調達量の合法木材ナビ上での公表の必要性については、「あればよい」が 40％（38件）、

「不必要」が 22％（21件）、「信頼性を確保するために必要」が 17％（16件）、「わからな

い」が 14％（13件）であった。「信頼性を確保するために必要」という積極的賛成と「あ

ればよい」という消極的賛成を加えると、賛成が 57％と半数を上回る。 

表Ⅱ－９　合法木材原料の調達量の公開の必要性と可能性

必要性 可能性

カテゴリー
必要

あれば

よい
不必要

わから

ない
可能

一部で

可能
不可能

わから

ない
合計 合計

1 都道府県連 39 7 16 11 4 4 20 7 5 38 36

2 森林組合 23 5 8 3 2 5 5 2 6 18 18

3 素材生産 7 1 3 1 1 0 4 1 1 6 6

4 その他木材団体 10 1 2 4 2 0 1 1 7 9 9

5 中央木材団体 17 2 9 2 4 3 8 1 4 17 16

合計 96 16 38 21 13 12 38 12 23 88 85

1 都道府県連 100% 18% 41% 28% 10% 10% 51% 18% 13% 97% 92%

2 森林組合 100% 22% 35% 13% 9% 22% 22% 9% 26% 78% 78%

3 素材生産 100% 14% 43% 14% 14% 0% 57% 14% 14% 86% 86%

4 その他木材団体 100% 10% 20% 40% 20% 0% 10% 10% 70% 90% 90%

5 中央木材団体 100% 12% 53% 12% 24% 18% 47% 6% 24% 100% 94%

合計 100% 17% 40% 22% 14% 13% 40% 13% 24% 92% 89%

合法木材原

料の調達量 ｻﾝﾌﾟﾙ

数

必要性 可能性

  

これをカテゴリーごとに見ると、「中央木材団体」では積極的賛成と消極的賛成を加え

た「賛成」が 65％（11件）、「不必要」12％（2件）。「都道府県木連」では 59％（23件）、

28％（11 件）。「森林組合」は 57％（13 件）、13％（3 件）。「素材生産」は 57％（4 件）、

14％（1件）。「その他木材団体」は 30％（3件）、40％（4件）となる。 
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（１－２）公開の可能性 

次に公開の可能性についてみると、「一部の事業体で可能」が 40％（38件）、「公開する

ことは可能」が 13％（12件）、「不可能」が 13％（12件）、「わからない」が 24％（23件）

となっている。 

 

「公開することは可能」と「一部の事業体で可能」を加えて「ある程度可能」と判断す

ると、53％（50 件）がこれに該当し、ほぼ公開の必要性についての「賛成」と匹敵する。

ただし「一部の事業体で可能」に自社が含まれるのかどうかは不明である。また、「わから

ない」が約 1／4 を占めていることは、それぞれが公開した場合の事務量の増加を考えて

のことではないかと思われる。 

これをカテゴリーごとに見ると、「公開することは可能」と「一部の事業体で可能」を

加えた「ある程度可能」は「中央木材団体」で 75％（11 件）、「都道府県木連」61％（24

件）で比率が高い。これに対し、「その他木材団体」では「わからない」が 70％（7 件）

を占めている。 

 

（２）主たる調達先の公開 

（２－１）公開の必要性 

 次に主たる調達先の公開についてみると、その必要性に関しては、「不必要」が 33％（32

件）、「あればよい」が 31％（30件）、「わからない」が 16％（15件）「信頼性を確保する

ために必要」が 11％（11件）であった。 

表Ⅱ－10　合法木材原料の主たる調達先の公開の必要性と可能性

必要性 可能性

カテゴリー
必要

あれば

よい
不必要

わから

ない
可能

一部で

可能
不可能

わから

ない
合計 合計

1 都道府県連 39 4 14 17 3 2 21 9 4 38 36

2 森林組合 23 2 8 4 4 4 6 2 6 18 18

3 素材生産 7 1 3 1 1 0 4 1 1 6 6

4 その他木材団体 10 2 1 4 2 0 2 1 6 9 9

5 中央木材団体 17 2 4 6 5 1 4 6 5 17 16

合計 96 11 30 32 15 7 37 19 22 88 85

1 都道府県連 100% 10% 36% 44% 8% 5% 54% 23% 10% 97% 92%

2 森林組合 100% 9% 35% 17% 17% 17% 26% 9% 26% 78% 78%

3 素材生産 100% 14% 43% 14% 14% 0% 57% 14% 14% 86% 86%

4 その他木材団体 100% 20% 10% 40% 20% 0% 20% 10% 60% 90% 90%

5 中央木材団体 100% 12% 24% 35% 29% 6% 24% 35% 29% 100% 94%

合計 100% 11% 31% 33% 16% 7% 39% 20% 23% 92% 89%

主たる調達

先 ｻﾝﾌﾟﾙ

数

必要性 可能性

  

 「信頼性を確保するために必要」と「あればよい」の合計を「賛成」とすると 42％（41

件）となり、過半数を下回る。 

 カテゴリーごとでは「不必要」としたのは「都道府県木連」44％（17件）、「その他木材

団体」40％（4件）で多く、「あればよい」は「都道府県木連」36％（14件）、「森林組合」

35％（8件）、「素材生産」33％（2件）で高かった。また、「信頼性を確保するために必要」
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としたものは、「その他木材団体」の 20％（2件）の他は、いずれも 10％程度であった。 

（２－２）公開の可能性 

 次に公開の可能性についてみると、「一部の事業体で可能」が 39％（37件）、「わからな

い」が 23％（22 件）、「不可能」が 20％（19 件）、「公開することは可能」が 7％（7 件）

であった。 

 「公開することは可能」と「一部の事業体で可能」の合計は 46％（44件）で、「ある程

度可能」と思われるものは過半数を下回る。 

 カテゴリーごとでは「一部の事業体で可能」は「都道府県木連」54％（21件）、「素材生

産」57％（4 件）で、また、「不可能」は「中央木材団体」35％（6 件）、「都道府県木連」

23％（9 件）で高く、さらに「公開することは可能」は「森林組合」17％（4 件）、「中央

木材団体」7％（1件）、「都道府県木連」5％（2件）であった。「わからない」としたのは

「その他木材団体」で 60％（6件）を占めた。 

 これらを見ると、主たる調達先の公開については、概して消極的だと受け止めて良いと

思われる。この理由としては、「調達量はともかくとして、商売上の機密である取引先まで

公開しなくてもいいではないか」ということではないだろうか。「一部の事業体で可能」と

するものも、自社についてよりも、「公開できるところもあるのではないか」といった考え

によるものではないかと思われる。 

 

（３）合法証明木材製品の供給量の公開 

（３－１）公開の必要性 

 合法証明木材製品の供給量の公開については、その必要性に関し、「あればよい」が 40％

（38 件）、「不必要」21％（20 件）、「信頼性を確保するためには必要」が 19％（18 件）、

「わからない」が 11％（11件）となった。 

表Ⅱ－11　合法性証明木材製品の供給量の公開の必要性と可能性

必要性 可能性

カテゴリー

必要
あれば

よい
不必要

わから

ない
可能

一部で

可能
不可能

わから

ない
合計 合計

1 都道府県連 39 9 16 9 4 5 22 7 2 38 36

2 森林組合 23 6 5 4 2 8 4 2 3 17 17

3 素材生産 7 0 4 1 1 0 4 1 1 6 6

4 その他木材団体 10 1 2 4 2 0 1 2 6 9 9

5 中央木材団体 17 2 11 2 2 3 6 2 5 17 16

合計 96 18 38 20 11 16 37 14 17 87 84

1 都道府県連 100% 23% 41% 23% 10% 13% 56% 18% 5% 97% 92%

2 森林組合 100% 26% 22% 17% 9% 35% 17% 9% 13% 74% 74%

3 素材生産 100% 0% 57% 14% 14% 0% 57% 14% 14% 86% 86%

4 その他木材団体 100% 10% 20% 40% 20% 0% 10% 20% 60% 90% 90%

5 中央木材団体 100% 12% 65% 12% 12% 18% 35% 12% 29% 100% 94%

合計 100% 19% 40% 21% 11% 17% 39% 15% 18% 91% 88%

合法性証明木材

製品の供給量 ｻﾝﾌﾟﾙ

数

必要性 可能性

  

 「信頼性を確保するためには必要」を積極的賛成、「あればよい」を消極的賛成とすると、

「賛成」は 59％（56件）となり、調達量の公開に関する「賛成」の 57％とほぼ匹敵する。 
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 カテゴリーごとに見ると、「あればよい」は「中央木材団体」65％（11件）、「素材生産」

57％（4件）で、「信頼性を確保するためには必要」は「森林組合」26％（6件）、「都道府

県木連」23％（9件）で多く、両者の合計でみると「中央木材団体」77％（13件）、「都道

府県木連」64％（25 件）、「素材生産」57％（4 件）「森林組合」48％（11 件）であった。

また、「不必要」とするものは「その他木材団体」で 40％（4件）と高かった。 

 

（３－２）公開の可能性 

 次に公開の必要性については、「一部の事業体で可能」が 39％（37件）、「公開すること

は可能」17％（16件）、「不可能」15％（14件）、「わからない」18％（17件）となった。 

 「公開することは可能」と「一部の事業体で可能」を加えて「ある程度可能」とすると、

両者で 56％（53 件）となり、これも調達量の公開の可能性に関する「ある程度可能」の

53％（50件）にほぼ匹敵する。 

 カテゴリーごとには、「一部の事業体で可能」は「都道府県木連」56％（22 件）、「素材

生産」57％（4 件）で、「公開することは可能」は「森林組合」の 35％（8 件）で高かっ

た。これらから「ある程度可能」を見ると「都道府県木連」69％（27件）、「中央木材団体」

53％（6件）、森林組合 52％（12件）、「素材生産」50％（3件）などとなる。 

 

（４）主たる供給先の公開 

（４－１）公開の必要性 

 主たる供給先の公開については、必要性に関し、「あればよい」34％（33件）、「不必要」

30％（29 件）、「わからない」17％（16 件）、「信頼性を確保するために必要」10％（10

件）となった。 

表Ⅱ－１２　合法性証明木材製品の主たる供給先の公開の必要性と可能性

必要性 可能性

カテゴリー
必要

あれば

よい
不必要

わから

ない
可能

一部で

可能
不可能

わから

ない
合計 合計

1 都道府県連 39 5 15 14 4 3 19 10 4 38 36

2 森林組合 23 1 9 4 4 5 5 2 6 18 18

3 素材生産 7 0 3 1 2 0 3 1 2 6 6

4 その他木材団体 10 2 1 4 2 0 2 2 5 9 9

5 中央木材団体 17 2 5 6 4 1 3 6 6 17 16

合計 96 10 33 29 16 9 32 21 23 88 85

1 都道府県連 100% 13% 38% 36% 10% 8% 49% 26% 10% 97% 92%

2 森林組合 100% 4% 39% 17% 17% 22% 22% 9% 26% 78% 78%

3 素材生産 100% 0% 43% 14% 29% 0% 43% 14% 29% 86% 86%

4 その他木材団体 100% 20% 10% 40% 20% 0% 20% 20% 50% 90% 90%

5 中央木材団体 100% 12% 29% 35% 24% 6% 18% 35% 35% 100% 94%

合計 100% 10% 34% 30% 17% 9% 33% 22% 24% 92% 89%

主たる供給
ｻﾝﾌﾟﾙ

数

必要性 可能性

 

  

 「信頼性を確保するために必要」と「あればよい」で消極的、積極的を加えた「賛成」

としてみると 44％（43 件）と過半数を下回り、調達量の公開の必要性を問うた結果とほ

ぼ同じような傾向を示す。 
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 これをカテゴリーごとに見ると、「あればよい」とするのは「素材生産」43％（3 件）、

「森林組合」39％（9件）、「都道府県木連」38％（15件）。「信頼性を確保するために必要」

は「その他木材団体」20％（2件）で高く、両者を加えた「賛成」と思われるものは、「都

道府県木連」51％（20 件）、「素材生産」43％（3 件）、「森林組合」43％（10 件）などで

あり、「不必要」は「その他木材団体」40％（4 件）、都道府県木連 36％（14 件）、「中央

木材団体」35％（6件）となった。 

 

（４－２）公開の可能性 

 公開の可能性については、「一部事業体で可能」が 33％（32件）、「不可能」が 22％（21

件）、「公開することは可能」が 9％（9件）、「わからない」が 24％（23件）となった。「公

開することは可能」と「一部事業体で可能」を「ある程度可能」と理解すると、42％（41

件）となり、過半数を下回るとともに、供給先公開の必要性と同様、調達先公開の可能性

にかんする結果と同じような傾向を示す。 

 これをカテゴリーごとに見ると、「一部事業体で可能」は「都道府県木連」の 49％（19

件）、「素材生産」の 43％（3件）の他は 20％程度で、「公開することは可能」は「森林組

合」22％（5 件）、「都道府県木連」「中央木材団体」の 6～8％以外は該当するものはなか

った。これらから「ある程度可能」と理解できるものは「都道府県木連」57％（22 件）、

「森林組合」44％（10件）、「素材生産」43％（3件）の他は 30％以下であった。 

 このようなことから、主たる供給先の公開については、調達先の公開と同様に、概して

消極的だと受け止めて良い。この理由も調達先の場合と同じように「商売上の機密」の考

えが根底にあるのではないだろうか。 

 

（５）文書管理・分別管理などの方針の公開 

（５－１）公開の必要性 

 文書管理・分別管理などの方針を合法木材ナビに掲載することの必要性については、「あ

ればよい」が 32％（31件）、「信頼性を確保するために必要」が 27％（26件）、「不必要」

24％（23件）、「わからない」9％（9件）となった。「信頼性を確保するために必要」と「あ

ればよい」を「賛成」と見なすと、「賛成」は 59％（57件）とほぼ 60％になる。「不必要」、

「わからない」も含めて、この傾向は合法性証明木材製品の供給量の公開必要性と同じで

ある。 
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表Ⅱ－13　文書管理、分別管理などの方針の公開の必要性と可能性

必要性 可能性

カテゴリー

必要
あれば

よい

不必

要

わから

ない
可能

一部で

可能

不可

能

わから

ない
合計 合計

1 都道府県連 39 4 15 17 2 15 10 8 3 38 36

2 森林組合 23 11 5 1 2 12 2 1 4 19 19

3 素材生産 7 1 3 1 1 1 3 1 1 6 6

4 その他木材団体 10 2 4 1 2 2 3 2 2 9 9

5 中央木材団体 17 8 4 3 2 5 6 2 3 17 16

合計 96 26 31 23 9 35 24 14 13 89 86

1 都道府県連 100% 10% 38% 44% 5% 38% 26% 21% 8% 97% 92%

2 森林組合 100% 48% 22% 4% 9% 52% 9% 4% 17% 83% 83%

3 素材生産 100% 14% 43% 14% 14% 14% 43% 14% 14% 86% 86%

4 その他木材団体 100% 20% 40% 10% 20% 20% 30% 20% 20% 90% 90%

5 中央木材団体 100% 47% 24% 18% 12% 29% 35% 12% 18% 100% 94%

合計 100% 27% 32% 24% 9% 36% 25% 15% 14% 93% 90%

文書管理、分別

管理などの方針 ｻﾝﾌﾟ

ﾙ数

必要性 可能性

 

 

 なお、カテゴリーごとには「あればよい」は「その他木材団体」40％（4 件）、「都道府

県木連」38％（15 件）、「素材生産」43％（3 件）で、「信頼性を確保するために必要」は

「森林組合」48％（11 件）「中央木材団体」47％（8 件）で高かった。このため「賛成」

と見なされるものは「中央木材団体」71％（12 件）、「森林組合」70％（16件）、「その他

木材団体」60％（6件）となった。これに対し、「不必要」とするのは「都道府県木連」で

44％（17件）を占めた。 

 

（５－２）公開の可能性 

次に掲載の可能性について見ると、「公開することは可能」が 36％（35件）、「一部の事

業体で可能」が 25％（24件）、「不可能」が 15％（14件）、「わからない」が 14％（13件）

となった。「公開することは可能」と「一部の事業体で可能」を「ある程度可能」としてみ

ると 61％（59件）となり、これも供給量の公開可能性と同じような傾向にある。 

カテゴリーごとには、「公開することは可能」は「森林組合」で 52％（12件）、「都道府

県木連」で 38％（15件）と高く、「一部の事業体で可能」は「素材生産」43％（3件）、「中

央木材団体」35％（6 件）、「その他木材団体」30％（3 件）となる。このため「ある程度

可能」とみられるものは「中央木材団体」64％（11 件）、「都道府県木連」64％（25 件）、

「森林組合」61％（14件）の順となる。 

また「不可能」としたものは「都道府県木連」21％（8件）、「その他木材団体」20％（2

件）、「素材生産」14％（1件）などである。 

  

（６）分別管理責任者の公開 

（６－１）公開の必要性 

 分別管理責任者の公表の必要性に関しては、「信頼性を確保するために必要」と「あれば

よい」がそれぞれ 31％（30件）となり、合わせて 62％（60件）で過半数を超えた。また、

「不必要」は 22％（21 件）、「わからない」は 8％（8 件）であった。この傾向は供給量、
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文書管理・分別管理などの方針の公開の必要性に関するものと同様である。 

 

表Ⅱ－14　分別管理責任者の公開の必要性と可能性

必要性 可能性

カテゴリー

必要
あれば

よい
不必要

わから

ない
可能

一部で

可能
不可能

わから

ない
合計 合計

1 都道府県連 39 9 17 11 1 20 10 5 1 38 36

2 森林組合 23 11 4 3 1 13 1 1 4 19 19

3 素材生産 7 1 3 1 1 2 3 1 0 6 6

4 その他木材団体 10 2 5 1 1 3 4 1 1 9 9

5 中央木材団体 17 7 1 5 4 5 4 3 4 17 16

合計 96 30 30 21 8 43 22 11 10 89 86

1 都道府県連 100% 23% 44% 28% 3% 51% 26% 13% 3% 97% 92%

2 森林組合 100% 48% 17% 13% 4% 57% 4% 4% 17% 83% 83%

3 素材生産 100% 14% 43% 14% 14% 29% 43% 14% 0% 86% 86%

4 その他木材団体 100% 20% 50% 10% 10% 30% 40% 10% 10% 90% 90%

5 中央木材団体 100% 41% 6% 29% 24% 29% 24% 18% 24% 100% 94%

合計 100% 31% 31% 22% 8% 45% 23% 11% 10% 93% 90%

分別管理責

任者 ｻﾝﾌﾟﾙ

数

必要性 可能性

 

 分別管理責任者の公表は、責任の所在を明確にすることであり、信頼性・透明性の確保

の上からも、当然、必要なことであると思われる。 

 カテゴリー別には「信頼性を確保するために必要」は「森林組合」48％（11件）、「中央

木材団体」41％（7件）で、「あればよい」は「その他木材団体」50％（5件）、「都道府県

木連」44％（17件）、「素材生産」43％（3件）でそれぞれ比率が高かった。これに対し「不

必要」としたのは「中央木材団体」29％（5件）、「都道府県木連」28％（11件）で多い。 

 

（６－２）公開の可能性 

 分別管理責任者の公表の可能性に関しては、「公開することは可能」が 45％（43件）、「一

部の事業体で可能」が 23％（22 件）、「不可能」が 11％（11 件）、「わからない」が 10％

（10 件）となった。「公開することは可能」と「一部の事業体で可能」で 68％（65 件）

を占める。分別管理責任者の公表は、事業体内部における責任の所在を明確にすることで

あり、信頼性透明性の確保の点からも当然であろう。 

 しかし、後述する「その他の意見」において、ある団体から「個人情報保護法等のこと

もあり、必要ないのではないか」との意見も出されているが、個人情報は本来、個人の私

的部分に関する情報であるのに対し、この場合の分別管理責任者の名前の公表は、公的な、

組織内における役割を明示するものなので、個人情報の保護には該当しないのではないか

と思われる。 

 

 

５．その他の意見 

（１）都道府県連 

・ 合法木材の需要を増やすことが何よりも必要である。現状では、認定事業者の数を増
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やすのは難しい。 

・ 合法木材原料の調達量、合法性証明木材製品の供給量は公開できればよいと思うが、

現段階では、回答を得たデータの信頼性に問題があり公開できる状況ではない。 

・ 製紙業界も上部では合法と言っているが、末端のチップ業者では温度差があり、素材

生産者の多くが未認定である。合板業界も、商社経由は厳しいが、それ以外はユルイ。

市町村にも法制度が必要。温度差がありすぎる。 

・ 流通の原点である素材生産者に対し、機会をとらえて説得している。 

「森林認証制度」が徐々に浸透する中、「合法木材供給事業者認定制度」の信頼性を高め

ることが急務であり、事業者研修会、モニタリング等の実施を通じて、認団体間の「意

識格差」の是正に尽力願いたい。 

・ 合法木材制度が施行されて 3 年、制度そのものが形骸化しつつある。国、都道府県、

市町村が証明書を請求しなければ、JASと同じ道を進むこととなる。今回、「公共建築

物等における木材利用促進に関する法律」が、絶好のチャンスである。これを逃せば、

合法木材の制度そのものが、有形無実化する。 

・ 各認定団体担当者の負担を軽減するため、書類関係は簡素化し、負担は出来るだけ少

なくして欲しい。 

・ 分別管理責任者は、個人保護法等のこともあり、必要ないのではないか。 

 

（２）森林組合 

・ 合法材に関する、自主行動規範を理解した森林組合事業体を認定している。現状の認定事業

者一覧表の掲載で良いと考える。情報は、必要に応じ、直接対応する事が望ましい。 

・ 合法木材の信頼性を確保するため、将来的に情報公開の検討が必要と考えるが、現時

点では認定事業体ごとの差が大きい。 

・ 合法木材証明制度、間伐材証明制度並びに各地域における県産木材証明制度と、制度

が多岐にわたり複雑なため、事務処理が大変である。制度を一元化できないか。 

・ 素材での証明にばらつきが出ると、製品における製造・流通に大きな支障をきたす恐

れがある。素材の証明を 100%にしないと信頼性がゆらぐ。 

・ グリーン購入法上で、証明材使用におけるメリットをつけること。 

・ 事務の簡素化が必要。 

 

（３）素材生産 

・ 現時点において、合法木材の供給者と需要者間において意思の疎通が充分とはいい難い。 

・ 合法木材証明が不充分。認定団体として認定亊業体に対する一層の啓発に、取組む必

要がある。 

・ 次の認定亊業体の更新については、平成 22年度に実施する研修に参加させる。 

・ 合法木材ナビ更新方法が、実務担当者が変り、引き継ぎがないためにわからない。 

 

（４）その他木材団体 

・ 林野庁がらみの追跡調査を行うよりも、合法材が必要となる施策を考えることが第一 

である。また、シンポジュームのあり方も再検討すべきだ。 
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・ 国産材は全国統一の地域材認証制度に一元化すべきで、輸入材は FSC(FM、CoC)等 

の国際認証に一元化すべきだ。 

 

（５）中央木材団体 

・ 認定事業体が全国に多数散在しており、現実問題として、年 1回の実績報告も 50% 

程度の回収率となっている。このような状況のため、情報を求めても応ずる事業体は 

限定される。 

・ 証明を求められるのは商社、一部の建設会社、ハウスメーカーに納入する建材等に限

られている。扱っている商品の性格もあると思う。 

・ 認定の有効期間は 3 カ年。申請受付と認定は随時行われているので、個々の認定事業

者に有効期間終了を通知するのが煩雑。このため、更新・延長に当たって、有効期限

直近の年度末を有効期限とし、将来は、年度末が有効期限になるようにしている。 

・ 合法木材ナビを媒体として情報の提供と共有を行う、現状の取り組みと方針のままで

よいと思う。 

・ 認定団体、認定事業者を対象とした研修を実施し、団体認定制度も含めた合法性証明方法

について認識を高めるべく活動を行っているが、(1)認定事業者になれば木材はすべて合法

材として販売できる、(2)受領した証明書は随時使い回すことが出来る、というような誤っ

た考え方、行為を無くすべく、一層具体的な方策を再検討していただきたい。 

・ 販売先が認定事業者でない等、合法木材の証明の連鎖が見込めない場合、これら販売

先への証明書の発行を躊躇する気持ち・方針は理解できる。これが合法木材の普及の

支障となるのであれば、打開策の検討が必要。但し、認定事業者自身の理解度が不十

分とすれば、これら未認定事業者の理解度は推して知るべしで、合法性証明の必要性、

方法を説くための抜本的方策を検討すべき。 

・ 現在の合法木材の普及状況等からすれば、理想に走って、各亊業体に協力を求めるこ

とには躊躇を覚える。 

・ 合法材証明書の発行の定着度が低い実態にある。この要因としては、合法認定材の要

請が、今一であることが大きい。このため、地方公共団体等が発注する際は、認証材

証明書の発行を義務付ける等、強制発動が必要である。また、地域によって温度差が

生じている感がある。その辺の分析が必要ではないか。 

・ プレカット加工業は、木材加工業の最下流に位置しており、プレカット加工の対象は

構造部材ばかりでなく、最近は、羽柄材、構造用合板のプレカットも行い一棟分の部

材として、工務店、ビルダーに出荷している。このため、取り扱う樹材種は、国産材、

外材を問わず多種多様であり、工務店、ビルダーに対して、合法材でのプレカット部

材の供給を適切に行うことは、川上からの合法証明のあるプレカット用資材の調達如

何に係っている。しかし、現状では未だ困難な実態にある。また、川下側の工務店か

らも合法木材での供給の要請は僅少のようだ。これまで以上に、川上、川下とも合法

木材利用の普及啓発が重要と思われる。  
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Ⅲ．合法木材供給事業者認定団体ヒアリング調査結果 

 

１． 趣旨及び概要 

 

（１） 趣旨 

 全国木材組合連合会が合法木材供給事業者認定団体の活動を評価し、認定団体の水準を

高めていくとともに、その結果を適切に情報発信することにより、システム全体の信頼性

を確保するため、合法木材供給事業者認定団体モニタリング調査の対象団体のうちから、

別途、ヒアリング調査対象団体を選定し、モニタリング調査結果をさらに深めることとし、

学識経験者によるヒアリング調査を実施した。 

 

（２） 供給事業者認定団体ヒアリングの対象 

 供給事業者認定団体の約 1割をめどに実施することとし、モニタリングはアンケートに

回答した団体のうちから 15団体を対象とした。 

 

（３） アンケートの内容 

 合法木材供給事業者認定団体モニタリング面談整理票（参考資料別紙３参照）に基づき、

以下の項目について調査を行った。 

 

表Ⅲ 合法木材供給事業体認定団体ヒアリング調査結果表

　　　事業者認定 管理体制 普及活動 事業体モニタリングの実施

認定手続 審査委員会 未認定者 実施状況 普及研修 クレーム 情報公開 国等への 消費者への DIYへの 建築業界 手続き 供給状況 認定要件、 包括評価

への普及 把握 情報 普及 普及 普及 への普及 申請内容

Ａ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ × ○ ○ ○ ○ ○

Ｂ ○ ◎ ○ ○ ◎ ― ◎ ○ ○ × △ ○ ○ ○ ○

Ｃ ○ ◎ △ ○ ○ ― ◎ × × × × ○ ― ― ―

Ｄ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ― ◎ ◎ ◎ × ○ ○ ○ ○ ○

Ｅ ○ ◎ ○ ○ ◎ ― ◎ ○ ◎ × ○ ○ ○ ○ ○

Ｆ ○ ○ △ ○ × ― ○ ○ × × × ○ ― ― △

Ｇ ○ △ △ ○ × ― ○ ○ ◎ ◎ △ △ ― ― △

Ｈ ○ △ × ○ × ― ○ ◎ ◎ × ○ △ △ ○ △

Ｉ ○ △ × ○ ◎ ― ○ ○ ◎ × ○ ○ △ ○ ○

Ｊ ○ △ △ ○ ◎ ― ○ × ○ × × ○ △ ○ ○

Ｋ ○ ○ × ○ ○ ― ○ × × × × △ ○ ○ ―

Ｌ ◎ ○ × ○ ○ ― ◎ × × × × ○ ○ ○ ○

Ｍ ○ ◎ × ◎ ◎ ― ◎ × × × × ○ ○ ○ ○

Ｎ ○ ○ × ○ ○ ― ◎ × × × ○ ○ ― ― ―

Ｏ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ △ ○ × × ○ ○ ― ―

団体

 

２．事業者の認定 

（１）認定手続き 

 すべての団体が「認定実施要領」ひな形に準じて「実施要領」を策定し、ほぼ「実施要

領」どおり実施している。また、「実施要領」は合法木材ナビ上に公開されるほか、団体独

自の HPに掲載されているものもある。但し、「事業者認定更新申請書」の追加など「実施

要領」の改正が行われた場合、最新版が合法木材ナビに掲載されていない例もあり、今後
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改善が求められる。 

反面、団体 A のように認定事業者の取り消しに関して、「関係法令違反で処罰されたと

き」との条文を追加した例。団体 Lのように、申請書提出後に講習を行って審査委員会に

かける例など、積極的な動きもある。 

  

（２）審査委員会 

 審査委員会は 4～5名程度で構成されているものが多いが、中には 11名の例もある。学

識経験者を含むところとそうでないところがあるが、含まないところでは、その理由を「謝

金を要とするため」、「実利に結びつかないから」としているところがある。しかし、でき

れば学識経験者など第３者が含まれることが望ましい。 

 審査委員会の開催は、当初は定期的に行っていたものの、その後は「適宜」としている

ところが多い。また、審査方法も「申請書を送付して持ち回り審査」としているのが 1／3

ほどあった。「持ち回り審査」を行う理由は「時間的に簡便であること」、「経費がかからな

いこと」があげられている。また、当初の新規審査を対面で行ったところ、また、年 5回

の定期開催のうち１回は対面というところもある。 

「持ち回り審査」では委員同士の意見交換がないため、できる限り、緊急の場合のみと

したほうがよいのではないかと思われるし、「持ち回り審査」を再検討しているところもあ

る。 

 この他、審査委員会が、必要に応じて現地審査を行うほか、定期的に事業者の取り扱い

や管理の実態の検査を行っている例もある。 

 なお、表Ⅲにおいて、審査委員会を設置し定期的もしくは適宜に委員会を開催している

ものを○、このうち委員会に学識経験者を含むものを◎とし、委員会が「持ち回り審査」

のものを△とした。 

 

（３）未認定者に対する普及 

 多くの場合、未認定者に対し積極的な普及は行っていない。消極的な普及としてはポス

ターの配布や、人が集まるときに話をするなどがある。 

やや積極的と思われるものとして、認定事業体に対する研修会開催の際に、未認定事業

体へも声をかけ、その時に普及・PRを行っているケースも 1／3程度あるし、また、今後

このようなことを行っていこうと考えているところもある。 

また、研修会に建築関係企業、設計事務所、国・県・市にも参加を呼びかけ、未認定者

のみならず、需要者側に合法木材利用の PR・要請なども積極的におこなっている団体も

ある。 

 なお、表Ⅲにおいては、ポスター配布等消極的な普及を△、やや積極的なものを○、実

施していないものを×とした。 

 

３．認定事業体に対する管理体制 

（１）事業者の実施状況の把握 

 取扱実績報告は多くの団体が少なくとも年 1回は集計し、全木連に報告しているが、独

自に公表しているものは極めて少ない。但し、「取扱実績を作成しているかも含めて把握で
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きていない」というところも 1件あった。 

 団体 Aは全木連によるモニタリングのほかに、地域の事業体 100に対してモニタリング

を行い、団体 Dでは、審査委員会が地域を 3つに別け、毎年、各ブロックの数事業体を対

象に、分別管理、書類管理、仕入先への対応、販売先への対応、行政等調達者への要望、

認定制度運営団体への意見などに関する現地調査を行っている。 

 団体Mでは、林野庁作成のガイドラインに加えて、団体独自で「木材・木製品の合法性

証明のためのガイドライン・補足」を制定し、輸入外材に関する判断基準を策定している。

この補足を制定するに当たっては、各材種の輸入システム、輸出入関連書類に関する調査

を行い、補足の妥当性の裏づけを行っている。また、これらに基づいて各事業体から取扱

実績報告を受け、合法木材ナビのほか、年 2回、業界紙でも公表している。 

 

（２）事業体への普及・研修 

 多くは少なくとも年 1回、研修会を開催している。これは全木連からの補助によるもの

だが、団体 Bでは、その時出席できなかった者に対し経費負担で 2回目を行っている。 

また、団体 D、団体 Eなどのように、研修会に合わせて未認定事業者や関係事業者・機関

へも呼びかけ、普及活動を行っているところもある。 

また、団体Mは事業者を一堂に集めるのではなく、事務局から審査委員が各認定事業体

を訪問し、現場検査を兼ねた研修を行っている。 

さらに団体 A では研修内容に工夫を凝らし、森林計画制度なども含むようにしている。

この他、研修だけではなく、日ごろの情報提供活動の中で、合法木材問題を扱っていると

ころもある。 

但し、「他事業の事務担当者会議などがあるときに簡単な説明をする。今年度は行って

いない」という団体もある。 

 

（３）外部からのクレーム 

 ほとんどが今まで外部からのクレームはなかったとしているが、一団体から「伐採届が

出されていないものを流通させた」、「一定量仕入した合法木材を、小分けにして流通させ

た時、数量が合わなくなった」、「役場から書類の形式について質問」などといったクレー

ム、質問があったが、いずれの場合も状況調査の上、相手先に説明を行い適切に対処した

という報告があった。 

また、クレーム対応ではなく、質問への対応であるが、団体 Dでは事業体等からの質問、

照会に関しては、「照会事項ファイル」の様式を定め、照会内容区分、照会者、照会内容、

処理（対応）を記入し、ペーパーでファイリングしている。 

 

（４）認定事業体情報の公開 

 調査対象となったすべての団体は、合法木材ナビ上で認定事業体に関する情報を公開し

ている。 

この他、合法木材ナビ以外に団体独自の HP において情報公開しているところも 1／3

程度あった。合法木材ナビ、HP を利用する以外の情報公開として、団体の機関紙・誌を

利用しているところも多い。 
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なお、表Ⅲにおいては、合法木材ナビだけの利用を○、このほかの手段も含めて情報公開

を行っているものを◎とした。 

 

４．一般消費者・需要者への普及活動 

（１）国・自治体への普及活動 

 国・県の機関や市町村に対しては、普及活動を行っていないところも多く、行っていて

もポスターやパンフレットの配布にとどまっているところが多い。 

ただ、それ以上の活動を行っているところもある。団体 Dでは、県に対して県産材認定

の要件の中に合法性を取り込むように要請し、成功しているし、県の「建築工事特記仕様

書」においても「県内産木材の使用」、「合法的に生産された木材の使用」を規定すること

を要請・成功している。このため、県産材使用住宅への助成制度もあって、今後、県産材

としての合法木材の利用は伸びると考えられている。さらに県下の市に対しても県産材使

用住宅への助成制度の制定について働きかけている。 

団体 H では県下 11 市町村の建築課、市街地整備課等の関係担当者に対し合法木材の説

明会を開催している。 

 反面、普及活動を行っていない団体の多くが、「全木連による PRに期待している」とし

ていた。この「全木連による PR に期待している」との意見は、国・自治体だけでなく、

消費者、DIY、建築業界に対する普及に関しても、活動を行っていない団体に多くみられ

た。 

 

（２）一般消費者への普及活動 

 1／3程度は「何もしていない」としたが、残り 2／3程度は環境、木材、住宅などに関

連したイベントに出展するなどしており、この際にポスター展示、パンフレット配布など

をしている。 

この他、さらに積極的な活動としては、団体 Eでは合法木材を使って住宅を建てた施主

に対する県主催の「森の祭典」への招待、団体 Hでは県産合法材住宅見学会の開催と木工

教室に合わせての合法木材の啓蒙・普及、団体 I では「県民木材ふれあいまつり」で合法

木材コーナーを設けてビデオ等で普及・啓蒙を行うほか、県木連の「地産地消の家づくり

推進事業」で年間 200棟分の県産・合法木材を現物助成し、年 5回その抽選会を開いてい

る。 

 

（３）DIYへの普及活動 

 ほとんどの団体が DIYへの普及は行っていない。但し、団体 Gは地元の DIY店と連携

して合法木材コーナーを設置して PRを行うとしており、また、会員事業者の中に DIYへ

の納材業者がいるので、そこを通じて合法木材の PRをしたいと考えている。 

 ただ、「DIY が認定を受けているわけではないし、DIY に合法材を消費者へ届ける仕組

みがあるか明確でない。ロットに合法材と明記できても、１本ごとにはできない。対象事

業体を DIYにも拡大する、合法木材供給の仕組みの再考が必要ではないか」といった意見

も出されており、検討が必要になろう。 
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（４）建築関係者への普及活動 

 「特別な活動はしていない」とする団体が約半数。但しこの中にはポスターは送付して

いるところもある。 

残りは研修会への建築関係者の招待のほか、建築業協会、建築工事業組合、建築士会、

建築指導センターなどに対する説明、住宅関連業界の集会などでの合法木材の PR を行っ

ている。 

但し、団体 Bのように、以前、住宅建築協会に説明に行ったが、合法木材に対する関心

がないため、短期間では理解してもらえなかったという意見も出ている。 

 

５．事業体モニタリングの実施について 

 多くは、事業体モニタリングの実施は全体的に妥当なものであったとしているが、事業

体の抽出について、全体の状況を反映できるようにする必要があるのではないかとの意見

があった。 

この他、一部では、県内の木材関係事業体が県産材はすべて合法木材であると思い込ん

でおり、合法木材と非合法木材の分別の重要さを十分理解してもらう必要があるとしたも

の、また、県産材はすべて合法木材であるとして、モニタリング調査は必要ないのではな

いかとの意見を持つ団体もあった。 

 

 

６．調査者の全般的な意見 

 調査者の全般的な意見のうち、主なものを要約してあげると次のとおりである。 

○ 丸太は入荷時に合法木材であっても、製材品の出荷時に合法木材としない場合が 

  多い。合法木材の需要が少ないことと、非合法材との間に価格差がないことが影 

響していよう。 

○ 中小事業体や高齢者が多いことを考えれば、HPなどによる情報発信に加え、紙媒 

体での情報発信も必要ではないか。 

○ 情報の周知のために HPの利用が強調されるが、ある団体では、HPは相手が積極的に

アクセスしなければいけないのに対して、日刊業界紙は毎日、ニュースが相手の手元

に自動的に届けられる。このため、この団体では積極的に日刊業界紙を利用していた

が、合法木材に関する PR活動を考えるとき、重要なポイントであると思う。 

○ 合法木材の流通拡大が低調であれば、事業体数の維持も難しい。 

  ○ 事業体の数の確保も当然必要だが、ある程度の件数になったこともあり、透明性・ 

信頼性を確保するために事業体の質の向上が必要だろうと思われる。 

○ 県産材認証の中に、合法材認証が導入される県も増加しており、これまでの期間 

を合法材供給体制の確立期と見れば、今後は発展期にするような努力が必要だろ 

う。このためには川上から川下まで一貫した体制作りということになろう。 

○ 合法木材の需要拡大のためには、木材業界への啓蒙・普及は当然のこと、消費者 

への PRも必要になる。消費者に対しては単にポスター、チラシによるものだけで 

なく、木材そのものを使っての PRが有効だろうし、県産・合法木材を使った家づ 

くりの奨励策も各地で考えたらどうか。 
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○ 一般消費者、需要者、建築関係者への普及では、さまざまなイベント等を活用し 

て理解を広げているが、対象ごとに何をポイントとしてアピールするかの観点が 

ないため、一般論で終わっているきらいがある。 

○ 国、県自治体などで行う事業では、必ず合法木材を使うことを牽引役として、い 

かに民間（ハウスメーカー、大工、工務店など）に広めていくかがポイントだろ 

う。DIYなどでも製品（部材の一つ一つ）に合法木材マークが添付されるくらいの 

普及が図られないと、消費者の意識に上らないのではないか。 

○ 最近「長期優良住宅先導的モデル事業」に関連し、県内の製材業者から合法木材 

証明に関して問い合わせがあり、住宅建築使用で地域の認証材を使用するメリッ 

トを説明し、理解が得られたという。このように県単位で合法木材の必要性が高 

まれば、認証未取得者への普及も進むものと考えられる。 

○ 認定事業体数が少なく、専務一人で業務を行い最低限はこなしているが、これ以上の

展開は難しい。団体規模が小さく、事業体数も少ないとき、きちんとしたシステムの

構築はコスト・労力面から厳しい。多団体が連携しての、事務・モニタリング部門の

統合・共有は考えられないか。 
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Ⅳ．合法木材追跡調査 

 

１．趣旨及び目的 

 

本調査は、主として官公庁の公共工事で調達された合法性が証明された木材を出発点と

して施工業者→納材業者→加工業者→原木流通業者→素材生産業者の流れで合法性の証明

書と証明の連鎖をさかのぼり、実際に行われている取引実態に応じて、合法性証明の信頼

性及び証明過程での問題点などを明らかにしようとするものである。調査方法。結果の記

載様式などは全木連が作成し、実際の調査についての起点となる事業の選定、各事業主体

へのヒアリングなどは都道府県段階の木材団体（都道府県木連など）の協力により実施さ

れた。 

 

２．追跡調査の一覧 

追跡調査のとりまとめ結果は表Ⅳ－１の通りである。 

都道府県段階の２０の木材団体による２４工事事例をの調査をとりまとめている。 

調査の出発点となった２４件事例のうち、国の建築工事１９件、都道府県の建築事例４

件、一般住宅１件である。 

また、一カ所の工事事例から構造用製材、造作材、合板、集成材など複数の材種につい

て追跡を行っている。そのうち合法性が証明されていないものなどを除き、64 材種の追跡

結果をまとめている。 

表は、左の欄に出発点となる工事名、直接施工者に木材を供給する納材業者、中間流通

業者、加工業者、原木流通業者、素材生産業者、備考としたが、材種によっては様々なバ

ラエティがありその通りの記載ができないものがある。 

なお、表中で確認欄の○は合法木材の証明書が確認できたもの（ガイドラインによる合

法性証明の形式的な要件を整えているもの）、×は合法性証明が確認できなかったもの、△

はその他（調査ができなかったもの、県産材その他の証明で合法性が不明なもの、中間流

通業者で証明書が不要な場合などが含まれる）である。なお納材業者の欄の確認欄の◎は、

形式的な要件を整えている上に、今回の調査で、合法性の連鎖を追跡でき、最後に素材の

調達段階での合法性証明の出発点となる証明書に行き着いたものである。 

 

３．追跡調査事例についての考察 

（事例１） 

この事例は、国の建築工事である。 

針葉樹製材については認定事業者である納材業者Ａ（木材業者）が合法証明書（納品書、

別添Ⅳ－１）を付して納材。Ａは認定事業者であるＢ製材工場から合法木材である証明書

（納材明細書 別添Ⅳ－２）を付して購入しており、Ｂは原木を認定事業者であるＣ原木
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表
Ⅳ
－
１
　
平
成
２
１
年
度
合
法
追
跡
調
査
と
り
ま
と
め
一
覧
表

番
確

確
確

確
確

番 号
工
事
内
容

使
用
木
材

確 認 欄
納
材
業
者

確 認 欄
中
間
流
通
業
者
な
確 認 欄
加
工
業
者
等

確 認 欄
原
木
流
通
な
ど
確 認 欄
素
材
生
産
な
ど
備
考
（
出
発
点
の
証
明
書
な
ど
）

針
葉
樹
製
材

◎
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

○
原
木
市
場

国
有
林

国
有
林
野
の
産
物
委
託
販
売
契
約
書
交
付
・
通
知
書

広
葉
樹
集
成
材

△
建
材
流
通
業
者
○
２
社
の
流
通
業
者
×
加
工
業
者

△
原
木
は
「
長
期
保
存
の
た
め
証
明
無
し
」
証
明
書
の
交
付
過
程
不
透
明

針
葉
樹
合
板

△
木
材
流
通
業
者
△
建
材
会
社

○
合
板
会
社

○
単
板
工
場
な
ど
○
森
林
組
合

伐
採
造
林
の
計
画
適
合
通
知
書

構
造
用
針
葉
樹
製
材
○
製
材
業
者

同
左

○
原
木
流
通
業
者
△

２
社
の
原
木
流

通
業
者
国
有
林
材
売
買
契
約
書
、
原
木
の
流
通
過
程
証
明
無
し

輸
入
材
同

○
同
上

○
木
材
輸
入
業
者
△
海
外
輸
出
業
者

輸
出
業
者
の
般
的
な
合
法
性
宣
言
文
書
が
あ
る

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

1

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材
輸
入
材
同

○
同
上

○
木
材
輸
入
業
者
△
海
外
輸
出
業
者

輸
出
業
者
の
一
般
的
な
合
法
性
宣
言
文
書
が
あ
る

構
造
用
集
成
材

造
作
用
針
葉
樹
製
材
△
製
材
業
者

同
左

○
素
材
生
産
者

伐
採
造
林
計
画
適
合
通
知
書
、
納
材
時
の
証
明
書
が
方
法
証
明
で
は
な
い

輸
入
材
同

△
同
上

×
木
材
輸
入
業
者

納
材
時
に
合
法
証
明
を
し
て
い
な
い
（
北
海
道
産
材
証
明
あ
り
）

針
葉
樹
合
板

△
建
材
流
通
業
者

建
材
流
通
業
者
○
合
板
会
社

○
単
板
工
場
な
ど
○
森
林
組
合

伐
採
造
林
の
計
画
適
合
通
知
書
、
一
部
輸
入
材
証
明
書
あ
り

フ
ロ
ー
リ
ン
グ

△
建
材
流
通
業
者

○
加
工
業
者

△
加
工
業
者
か
ら
施
工
業
者
へ
の
直
接
証
明

針
葉
樹
製
材

○
木
材
流
通
業
者

○
製
材
所

△
納
材
業
者
加
工
業
者
が
共
同
証
明
、
製
材
原
木
は
不
明

防
腐
土
台
角
（
輸
入
材
）○

同
上

○
加
工
業
者

△
輸
入
業
者

森
林
認
証
材
の
Ｃ
ｏ
Ｃ
証
明
書
に
行
き
着
く
が
合
法
証
明
不
十
分

事
（
合
法
木
材

指
定
）

2

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

3
防
腐
土
台
角
（
輸
入
材
）○

同
上

○
加
工
業
者

△
輸
入
業
者

森
林
認
証
材
の
Ｃ
ｏ
Ｃ
証
明
書
に
行
き
着
く
が
合
法
証
明
不
十
分

フ
ロ
ー
リ
ン
グ

△
建
材
流
通
業
者

○
加
工
業
者

△
プ
リ
ン
ト
カ
ラ
ー
合
板

△
同
上

○
加
工
業
者

△
カ
ラ
マ
ツ
集
成
材
な
ど
△
建
材
流
通
業
者

○
集
成
材
加
工
業
者

○
森
林
組
合

造
林
委
託
事
業
契
約
書
（
間
伐
実
施
）

ト
ド
マ
ツ
製
材

△
同
上

○
製
材
業
者

同
左

国
有
林
立
木
販
売
売
買
契
約
書

針
葉
樹
合
板

◎
合
板
製
造
業

同
左

○
単
板
工
場
な
ど
○
森
林
組
合

伐
採
造
林
の
計
画
適
合
通
知
書
、
一
部
輸
入
材
証
明
書
あ
り

○
製
材
業
者

△
原
木
市
場
な
ど

国
有
林
立
木
販
売
売
買
契
約
書

○
製
材
業
者

○
原
木
流
通
業
者
○
素
材
生
産
者

北
海
道
有
林
売
買
契
約
書

針
葉
樹
製
材

◎
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

原
木
流
通
業
者

◎
フ
ロ
ー
リ
ン
グ

加
工
業
者

国
の
建
築

事
（
合
法
木
材

指
定
）

3

地
方
自
治
体

の
建
築
工
事

4

フ
ロ
ー
リ
ン
グ

針
葉
樹
製
材

◎
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

原
木
流
通
業
者

○
原
木
流
通
業
者

○
原
木
市
場

国
有
林
材
売
買
契
約
書

集
成
材

△
建
材
流
通
業
者

合
板

△
ス
ギ
製
材

○
木
材
加
工
業
者

同
左

○
素
材
生
産
者

△
ア
カ
マ
ツ
製
材

○
同
上

△
製
材
業
者

○
素
材
生
産
者

△
ベ
イ
マ
ツ

○
同
上

×
製
材
業
者

5

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

ベ
イ
マ
ツ

○
同
上

×
製
材
業
者

ベ
イ
ツ
ガ
防
腐
処
理
剤
○
同
上

×
木
材
流
通
業
者
×
加
工
業
者

針
葉
樹
合
板

×
木
材
流
通
業
者

フ
ロ
ー
リ
ン
グ

×
木
材
加
工
業
者

同
左

7
国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

プ
レ
カ
ッ
ト
材

○
木
材
流
通
業
者
×
プ
レ
カ
ッ
ト
業
者
×
製
材
業
者

△
原
木
流
通
業
者

ス
ギ
製
材

○
製
材
業
者

同
左

○
森
林
管
理
署
売
買
契
約
書

カ
集
成
材

○
同
上

△
木
材
流
通
業
者
○

集
成
材
加

業
者
△

国
の
建
築
工

事

6 8

指
定
）

カ
ラ
マ
ツ
集
成
材

○
同
上

△
木
材
流
通
業
者
○

集
成
材
加
工
業

者
△

構
造

用
ス
ギ
ヒ
ノ
キ
製
材
◎
製
材
所

同
左

○
原
木
市
場

森
林
管
理
署
売
買
契
約
書

カ
ラ
マ
ツ
製
材

◎
製
材
所

同
左

○
原
木
市
場

ス
ギ
造
作
材

◎
製
材
所

同
左

○
原
木
市
場

森
林
施
業
計
画
・
保
安
林
伐
採
許
可

ラ
ワ
ン
構
造
用
輸
入
合

板
◎
木
材
業
者

○
建
材
流
通
業
者
△
海
外
の
合
板
加
工
業
者

F
S
C
の
純
正
品
で
あ
る
証
明
書
が
認
定
業
者
よ
り

ラ
ン
バ
ー
コ
ア
合
板

○
同
上

△
木
材
流
通
業
者
△
合
板
加
工
業
者
△

加
工
ま
で
は
認
定
団
体
で
あ
る
が
証
明
書
の
連
鎖
が
な
い

ヒ
ノ
キ
構
造
材

○
木
材
流
通
業
者
○
木
材
流
通
業
者
○
製
材
業
者

△
山
の
合
法
性
証
明
の
出
発
点
が
未
確
認

事
（
合
法
木
材
指

1
0

国
の
建
築
工

国
の
建
築
工

事

8 9
国
（
林
野
庁
）

の
建
築
工
事

（
合
法
木
材
指

ヒ
ノ
キ
構
造
材

○
木
材
流
通
業
者
○
木
材
流
通
業
者
○
製
材
業
者

△
山
の
合
法
性
証
明
の
出
発
点
が
未
確
認

ス
ギ
・
カ
ラ
マ
ツ
製
材

◎
同
上

○
同
左

○
素
材
生
産
業
者
森
林
施
業
計
画
書

1
2
一
般
住
宅
（
合

法
木
材
指
定
）
構
造
用
製
材

△
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

○
森
林
組
合

森
林
施
業
計
画
に
係
る
伐
採
届
け

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

1
1
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カ
ラ
マ
ツ
構
造
用
製
材
品
△
木
材
流
通
業
者
△
木
材
流
通
業
者
△
製
材
業
者

△
木
材
流
通
業
者
△
森
林
組
合

業
界
団
体
認
定
書
は
あ
る
が
証
明
が
さ
れ
て
い
な
い

ヒ
ノ
キ
構
造
用
製
材
品
△
木
材
流
通
業
者
△
木
材
流
通
業
者
△
製
材
業
者

△
業
界
団
体
認
定
書
は
あ
る
が
証
明
が
さ
れ
て
い
な
い

ベ
イ
マ
ツ
構
造
用
製
材
品
△
木
材
流
通
業
者
△
木
材
流
通
業
者
×
製
材
業
者

△
ギ
製
材

材
流

業
者

製
材
業
者

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

1
3

ス
ギ
製
材
品

△
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

△
構
造
用
合
板

△
木
材
流
通
業
者

△
合
板
加
工
業
者

△
ヒ
ノ
キ
構
造
用
製
材
品
△
建
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

△
山
側
の
調
査
が
で
き
て
い
な
い
。
証
明
書
不
十
分

ス
ギ
製
材
品

△
建
材
流
通
業
者

△
製
材
業
者

△
カ
ラ
マ
ツ
構
造
用
製
材
品
△
建
材
流
通
業
者

△
製
材
業
者

△
構
造
用
合
板

△
建
材
流
通
業
者

△
合
板
加
工
業
者
○
原
板
加
工
業
者
△

マ
ツ
構
造
材

○
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

△

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

1
4

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材
ヒ
ノ
キ
構
造
用
製
材
品
◎
木
材
流
通
業
者
△
木
材
流
通
業
者
○
製
材
業
者

○
森
林
組
合

県
産
材
証
明
の
様
式
を
利
用
し
た
合
法
性
証
明

ス
ギ
製
材
品

○
木
材
流
通
業
者
×
木
材
流
通
業
者
×
製
材
業
者

問
題
の
あ
る
ケ
ー
ス

1
6
地
方
自
治
体

の
建
築
工
事

構
造
用
集
成
材

○
集
成
材
加
工
業
者

同
左

○
木
材
流
通
業
者
△

発
注
側
の
条
件
に
は
な
っ
て
い
な
い
が
自

主
的
に
合
法
性
証
明
が
納
入
さ
れ

て
い
る

製
材

○
製
材
業
者

同
左

原
木
流
通
業
者

森
林
組
合

1
7

事
（
合
法
木
材

指
定
）

1
5

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

ヒ
ノ
キ
フ
ロ
ー
リ
ン
グ

○
フ
ロ
ー
リ
ン
グ
加
工
業
者

同
左

県
産
間
伐
材
製
品
と
い
う
証
明
が
さ
れ
て
い
る

ヒ
ノ
キ
製
材
品

○
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

△
ベ
イ
ツ
ガ
製
材
品

○
木
材
流
通
業
者
○
木
材
流
通
業
者

ヒ
ノ
キ
積

層
材

○
木
材
流
通
業
者

1
9
地
方
自
治
体

の
建
築
工
事

ヒ
ノ
キ
製
材
品

○
木
材
流
通
業
者
○
木
材
流
通
業
者
○
製
材
業
者

△

国
の
建
築
工

地
方
自
治
体

の
建
築
工
事

1
8

指
定
）

2
0

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

ス
ギ
ヒ
ノ
キ
製
材
品

○
製
材
業
者

同
左

森
林
組
合

森
林
組
合

F
S
C
の
C
o
C
と
合
法
木
材
認
定
の
両
方
を
取

得

ス
ギ
ヒ
ノ
キ
造
作
材

○
木
材
流
通
業
者
○
木
材
流
通
業
者
△

調
達
過
程
の
文
書
管
理
な
ど
が
不
十
分

ス
ギ
ヒ
ノ
キ
構
造
材

○
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

同
左

保
安
林
内
間
伐
届
出
書

国
の
建
築
工

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

2
1

2
2

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

ス
ギ
ヒ
ノ
キ
製
材
品

○
木
材
流
通
業
者

△
製
材
業
者

△
原
木
流
通
業
者

証
明
の
連
鎖
は
で
き
て
い
な
い

2
3

国
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

指
定
）

ス
ギ
ヒ
ノ
キ
製
材
品

△
木
材
流
通
業
者

△
製
材
業
者

△
森
林
組
合

県
産
材
認
証

制
度
に
よ
る
証
明
で
合
法
性
証
明
で
な
い

ヒ
ノ
キ
製
材
品

○
製
材
業
者

同
左

○
森
林
組
合

△
国
）
の
建
築
工

事
（
合
法
木
材

2
4

ス
ギ
製
材
品

○
木
材
流
通
業
者

○
製
材
業
者

○
森
林
組
合

△
事
（
合
法
木
材

指
定
）

2
4

凡
例
：
○
合
法
性
証
明
あ
り
、
×
合
法
性
証
明
無
し
、
△

そ
の

他
（
調
査
が
で
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な
か
っ
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、
県
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材
な
ど
の
証
明
で
合
法
性
が
不
明
、
中
間
流
通
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者
で
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明
が
不

必
要
）

◎
納
材
業
者
欄
の
○
の

う
ち
、
合
法
性
の
連
鎖
の
追
跡
が
素
材
調
達
段
階
で
の
合
法
性
証
明
の
出
発
点
と
な
る
証
明
書
に
行
き
着
い
た
も
の
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流通業者から証明書（原木伝票 別添Ⅳ－３）付きで購入、Ｃは認定事業者であるＤ社が

開催する国有林材の委託販売を購入しており、Ｄ社と森林管理署との間の国有林の産物委

託販売契約書に持続可能な森林経営が営まれる森林から合法的に伐採されたものであると

の記載があり（別添Ⅳ－５）、これが合法性証明の出発点となっている。以上の通り針葉樹

製材についてはほぼ証明の連鎖が確認できた。 

広葉樹集成材については、納入業者Ｅ（建材流通業者）（認定事業者ではない）が木材業

者Ｇ（認定事業者）のグループ会社Ｈ集成材工場（認定事業者ではない）が製造し納材し

ているが、その間には中間流通業者Ｆと同Ｇ（同）介在しており、施工業者へはＧが合法

性証明を提出している。Ｈは認定事業者ではなくそこに原料を供給しているＧでは「広葉

樹原木は長期間保存乾燥させるため」合法性証明の書類はないなど、不透明な部分がある。 

針葉樹合板については、認定事業者である合板加工会社Ｊの製品を納入業者Ｅと建材流

通業者Ｉの二社の流通業者（認定事業者でない）を介して納入している。ＪはＩ宛の証明

書を発行している（出荷証明書別添Ⅳ－５）が、Ｉ、Ｊが認定事業者でないためガイドラ

イン上の証明がされていることにはなっていない。なお、合板加工に至るまでの単板製造、

原木流通については私有林の伐採造林届けの適合証明書までさかのぼることができる。 

この場合、納材業者Ｅが認定事業者でないため、Jからの証明書はＩ宛でなく施工業者宛

の証明書である必要があり注意が必要。（ハンドブック Q22-17 仲買流通業者の場合参照） 

（事例２） 

この事例は国の建築工事である。 

構造用針葉樹製材（道産材）については製材業者Ａ（認定事業者木材業者）が証明書付

きで納入している。Ａは原木を流通業者Ｂ（認定事業者）から証明書付きで購入している

が、Ｂの原木調達過程は明らかになっているが、証明書は保管されていない。 

同（カナダ材）は木材流通業者Ａ（製材業者と同一の認定事業者）が、証明書付きで納

入している。Ａは木材流通業者Ｂ（認定事業者）がカナダの輸出業者Ｃから輸入したもの

を証明書付きで購入しているが、Ｃの証明書が不明確である。輸入材の証明は品目を明確

にし、出荷された品目ごとになされ必要があるが、ＣからＢ宛の Sales Order Confirmation

には合法性についての記載がないので注意が必要（別添Ⅳ－６）。（Ｂの合法性についての

一般的な宣言文は付されている（別添Ⅳ－７）が、企業独自の証明システムとみなすには

不十分。 

構造用集成材（道産材）については、同じくＡが証明書つきで納入している。Ａは集成

材加工業者Ｄ（認定事業者）より証明書付きで購入しており、Ｄ社はラミナーをＥ社（認

定事業者）より購入しているが、Ｄ社の購入先は調査できなかった。 

造作用針葉樹製材（道産材）はＥ製材業者（認定事業者）が木材産地証明書付きで納入

しており、原木は民間会社の立木を購入した木材流通業者Ｆ（認定事業者）が合法木材証

明書付きで販売している。当該伐採造林届け適合証明書が確認できる。Ｅが発給した証明

書は産地証明であり合法証明でないので注意が必要〈別添Ⅳ－８〉。 
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同（カナダ材）はＥ製材業者（認定事業者）が木材産地証明付きで納入しており、原木

はカナダからの輸入品であるが、証明書は明確でない。 

針葉樹合板は建材流通業者Ｇ（認定事業者でない）が、合板加工業社Ｈ（認定事業者）の

製品をＨが発行する施工者宛の証明書（工事名を明確にした限定した出荷）付きで納入してお

り、Ｈの原料としての単板の購入、その原木の購入の履歴と合法証明書が明らかになっている。

Ｈからの証明書の出荷先はＧであるが、施工者、工事名が明確であり、当該工事に特定して出

荷されていることは明確であり、施工者に対する適切な証明と判断できる。 

フローリングは建材流通業者Ｇ（認定事業者でない）が、加工業者Ｉ（認定事業者）の

製品を I が発行する施工者宛の証明書付きで納入しており、その原料丸太の入手経路と証

明書が確認されている。これも証明書の連鎖が確保され合法性が証明されている。 

その他合板を木材流通業者Ｊが納入しているが的確な証明がされていない。Ｊが木材流通

業者Ｋから証明書付きで購入しているが、調達先は不明である。納材業者Ｊが認定事業者で

ない場合、Ｋの合法証明が施工者向けに発出される必要があるがそうなっていない。 

（事例３） 

この事例は国の建築工事である。 

針葉樹製材は製材所Ｂ（認定事業者）の製品（証明書付き出荷）を納入業者Ａ（認定事

業者）が証明書付きで納材している。ただし、Ｂの原料調達過程は不明であった。 

防腐土台角（北米材）は、防腐加工業者Ｃ（認定事業者）の製品（証明書付き出荷）を

納入業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納入している。ただし、Ｃはカナダの業者から

製品を輸入しているが、森林認証 CoC の認定事業者の証明はあるが、製品の証明が明確で

ない。輸入材の証明の不十分な典型的なケースである〈別添Ⅳ－９〉。 

輸入構造用集成材は輸入業者（認定事業者）Ｄが輸入した製品（証明書付き）を納入業

者Ａ（認定事業者）が納入（証明書は不明）している。Ｂの原料調達過程は不明であった。 

針葉樹合板（道産材）は、納入業者Ａが、合板加工会社Ｅ（認定事業者）の製品を、流

通業者を経由して購入し、納入している。証明書はＥから施工業者宛に直接発出されてい

る。Ｅの原料調達過程は証明の連鎖が確認されている。 

ラワン合板は、納入業者Ａが、合板加工会社Ｅ（認定事業者）が輸入業者Ｆ（認定事業

者）から購入した製品を、流通業者を経由して購入し、納入している。証明書はＥから施

工業者宛に直接発出されている。また、Ｆの輸入先の証明書も確認されている。 

フローリングについては、納入業者Ｇ（認定事業者でない）がフローリング加工会社Ｈ

（認定事業者）の製品を納入しているが、合法性の証明は不明である。 

プリントカラー合板は、納入業者Ｉ（認定事業者でない）がプリントカラー合板加工会

社Ｊ（認定事業者）の製品を納入している。Ｉの証明は確認できるが、その先は（調達過

程）不明。 

（事例４） 

地方自治体の公共建築物である。 
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カラマツ構造用集成材、円柱丸太、カラマツ製材については、納入業者Ａ(認定事業者

ではない)が集成材加工業者Ｂ（認定事業者）の製品を納入している。証明書はＢから施工

業者宛発出。Ｂの原木調達過程は所有者の間伐委託事業契約書の写しを含めて明確である。

納入業者が認定事業者でない場合の証明の連鎖がつながるケースである〈別添Ⅳ－１０〉。 

トドマツ製材については、同様に納入業者Ａが製材業者Ｃ（認定事業者）から購入して

納入。証明書はＣから施工業者宛発出。Ｄの原木調達過程は国有林の売買契約書で確認で

きる。 

構造用針葉樹合板（道産材）については、合板加工業者Ｅ（認定事業者）が直接証明書

付きで納入。Ｅの原料調達過程は、単板製造業者Ｆ(認定事業者)を経て、私有林伐採造林

計画の適合通知書、私有林の森林施業計画書まで合法性が確認できる。適切な証明書によ

り連鎖が作られている。 

フローリングについては、フローリング加工業者Ｇ(木材流通業者認定事業者)等が直接

証明書付きで納品。Ｇは原板を製材業者Ｈ、Ｉ（両方とも認定事業者）から証明書付きで

購入。Ｇの原木調達過程は国有林の委託販売などであるが証明が一部不十分（別添）。Ｉの

原料調達過程の合法性は、道有林の売買契約書を出発点として素材生産業者、素材流通業

者などすべて確認ができる。 

エゾトド製材乾燥材については、加工業者Ｈ（認定事業者）が直接証明書付きで納材。

原木は直接国有林の売買契約によっており合法性は確認。 

（事例５） 

国の公共建築物建築工事である。 

アカマツ・スギ製材について、製材業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで直接納材。Ａ

の原木は国有林から調達しており森林管理署の売買契約書がある。 

ヒバ製材は製材業者Ｂ（認定事業者）が証明書付きで直接納材。Ｂの原木は木材流通業

者Ｃ実施する国有林材の委託販売により購入しており、Ｃは発給した証明書、Ｃと国有林

との間の委託販売契約書により合法性の確認ができる。 

両方の場合とも、きわめて短い売買過程であるが全ての過程において証明書の連鎖が確

立しており商品の合法性の確認ができる。 

（事例６） 

国の建築工事である。 

アカマツフローリングについては、Ａ製材所が製造して納品。原木調達過程も明確だが、

証明書は全過程で発行されていない。（調達側施工業者は二次製品については合法性証明が

不要との誤解があり証明書を要求せず） 

各種製材品（アオモリヒバ製材、スギ製材、アカマツ製材、ベイマツ製材、ベイツガ防

腐処理材）について製材業者Ｂ（認定事業者）が証明書付きで納入。そのうち、青森ヒバ

原木については数年前の入荷であったため、証明書なし。スギ製材については、素材生産

業者Ｃから証明書付きで購入。ただし素材生産者Ｃの調達先は確認できず。アカマツ製材
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については、製材所Ｄ（認定事業者）から購入。ただし証明書はなし。（Ｄへの素材販売の

証明書は確認。）ベイマツ製材、防腐処理ベイツガについては証明書なし。  

また、針葉樹合板については証明書がなかった。 

総じて、発注者側から合法性証明について要請がなかったこととから、フローリング合

板などの加工製品については、合法性証明の形跡が全くとられなかったこと、また製材品

についての証明書付き納材についても、原料調達の確認が不十分であり、課題が多いケー

スである。 

（事例７） 

国の建築工事 

製材製品はプレカット業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納材。Ａはプレカット業者

Ｂから、Ｂは製材業者Ｃから、Ｃは複数の原木市場から原木を調達したが、証明書の連鎖

は確認できなかった。 

（事例８） 

国の建築工事 

スギ製材品については、製材業者Ａ（認定事業者）が直接証明書付きで納材。原木調達

は森林管理局で国有林の売買契約書で確認できる。 

カラマツ集成材は、集成材業者Ｄ（認定事業者）が製造した製品を流通業者Ｅを介して

製材業者Ａが購入し証明書付きで納入。Ｄの証明書はＥ宛に発出されているが、Ｅの証明

書は不明である。この場合のようにＥの中間業者を介して製品を納入する場合、製品の物

流にあわせてＤから直接施工業者ないし、納材業者Ａあて（認定事業者の場合）証明書を

発行することが望ましい。 

（事例９） 

国の建築工事 

構造用スギヒノキ材については、製材所Ａ（認定事業者）が証明書付きで納入。原木調

達過程は原木市場Ｂを経由し森林管理署の売買契約書まで合法性証明が確認できる。 

カラマツ製材品については、製材所Ｃ（認定事業者）が証明書付きで納入。原木調達は上

記同様原木市場Ｂ、素材生産業者Ｄ（認定事業者）伐採届けまで合法性証明が確認できる。 

造作用スギ製材は、製材所Ｅ（認定事業者）が証明書付きで納入。原木調達過程もすべ

て合法性が確認できる。 

（事例１０） 

国の建築工事である。 

ラワン構造用合板については、木材業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納入。Ａは木

材会社Ｂ（認定事業者であり FSC の CoC 認定取得）より FSC 純正品である証明書（別添Ⅳ

－１１）付きで購入。Ｂは建材商社Ｃ（FSCCoC取得)から、マレーシア合板加工会社Ｄ（FSCCoC

取得）の製品を購入。Ｄ、Ｃのが CoC認定取得の認定書のコピーはあるが、当該商品が FSC

の認証商品である証明書は添付されておらず未確認。 
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ランバーコア合板については、Ａが木材業者Ｂから合板加工業者Ｃの製品を証明書付き

で購入。それぞれが認定事業者であるが、製品の証明は未確認。 

（事例１１） 

国の建築工事 

ヒノキ構造材については、木材加工業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納入。Ａは木

材流通業者Ｂ（認定事業者）から製材業者Ｃ（同）の製品を証明書付きで購入。山の証明

は一部不明。 

スギ・カラマツ製材については、については木材加工業者Ａ（認定事業者）が証明書付

きで納入。Ａは原木を素材業者Ｄ（認定事業者）から証明書付きで購入。Ｄの原木調達過

程は森林施業計画まで連鎖が確認できる。 

（事例１２） 

一般住宅の建築工事で合法性証明を必要としたもの（県の助成措置との関係） 

構造材については木材業者Ａ(認定事業者)が納材。Ａは製材業者Ｂから証明書付き（施

工場所施工業者を明確にしたもの）で購入。Ｂの原木は素材業者Ｃから証明書付きで購入

し調達過程は伐採造林届けまで連鎖を確認。Ａの証明書が確認されていないが、Ｂの証明

書が工事名を特定しており連鎖が確立している。また、Ｃの証明書は産材証明の様式に基

づき、伐採届けの写しを添付する形になっている（別添）。 

下地材については、木材業者Ａが製材業者Ｄ（認定事業者）の製品（工事を指定した証

明書付き）を納材。Ｄは森林組合Ｅから素材を購入伐採造林届けまで連鎖。 

なお、当該県の一般住宅の合法性証明については、複数の同様な事案の分析がされている。 

県産材証明と合法証明が一体化された事例だが、県外に出荷された場合を想定すると、証

明書類に合法性証明材であることを明記することが必要である。 

（事例１３） 

国の施設の建築工事である。 

すべての木材製品については、建材流通業者Ａ（認定事業者）が納入している。 

このうち 

構造用製材品については、木材流通業者Ｂ（認定事業者）が、カラマツ材については製

材業者Ｃ（認定事業者）から、ヒノキについては製材業者Ｄ（認定事業者）から、ベイマ

ツ梁材については製材業者Ｅ（認定事業者でない）から調達して納入している。伝票に認

定事業者番号は記載されているが、合法性証明が明記されていない〈別添Ⅳ－１２〉。また、

原料調達過程は調査できず不明。 

スギ製材品については、前述製材業者Ｄが合法木材証明書（木材販売伝票）付きでＡに

販売。 

構造用合板については、合板加工業者Ｆの製品を建材流通業者Ｅが納入しているが証明

書は不十分。 
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（事例１４） 

国の施設の建築工事である。 

すべての木材製品については、建材流通業者Ａ（認定事業者）が納入している（証明書

未確認）。 

このうちヒノキ土台角については、製材業者Ｂ（認定事業者）が工事名を特定し証明書

付きで納入。これで証明書としての形式は整っている。原料入荷過程の証明は調査できず。 

スギ製材品については、製材所Ｃ（認定事業者）が出荷証明をつけて納入しているが証

明は不十分（合法木材であることが記述されていない）。 

カラマツ製材品については、製材所Ｄ（認定事業者）が納入。原木は国有林材を森林組

合Ｅから原木流通業者Ｆを経て調達してるが、合法証明は明確でない。 

構造用合板については、合板加工業者Ｇ（認定事業者）が同社の製品を納入。原料とな

る原板は製材業者Ｈから証明書付きで調達。 

（事例１５） 

国の施設の建築工事である。 

木材製品は施工業者に対して、木材業者Ａ（認定事業者）から証明書付きで一括納入さ

れている。 

このうちマツ構造材については、製材所Ｂ（認定事業者）が合法木材証明付き（県産証明材出

荷証明の様式）で納品。原料調達は原木市場Ｃからであるが、証明は不明確。この場合のように、

県産証明材の制度と合法木材の制度が一体化している場合県産材証明で合法性を証明すること

ができるといえるが、県外に出荷された場合などを考えると、証明書の様式に合法性が確保され

たものであるということを明記する方が望ましい（別添Ⅳ－１３）。 

ヒノキ構造材については、流通業者Ｄが製材業者Ｅ（認定事業者）の製品を納入。Ｅか

らＤ宛の県産材証明書（合法性証明）が付されている。この証明書には森林組合ＦからＥ

宛の合法木材証明が添付されている。 

スギ製材品については、流通業者Ｄが流通業者Ｇを介して製材業者Ｈの製品を納入して

いるが、合法証明はされていない。 

あきらかに合法性が証明されていないものが、納材業者によって合法性証明されている

のは、問題である。 

（事例１６） 

地方自治体による公共建築物の建設工事 

発注側では合法木材を要請されなかったが、構造用集成材については、集成材加工業者

Ａ（認定事業者）が合法性証明書付きで納品。原木は原木流通業者（認定事業者）から、

証明書付きで購入。山側の調査はしていない。 

内装材などについては合法証明がされていない。 

（事例１７） 

国の施設建築工事 
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スギ・ヒノキ製材品は製材業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納入。原木は原木流通

業者が森林組合の素材生産と入荷しているが、Ａに証明書が保管されていない。 

ヒノキ集成材フリーロングについては、集成材加工業者Ｂ（認定事業者）が「県産間伐

材製品」であるという出荷証明をつけ直接納入している。その山側は調査されていない。 

（事例１８） 

地方自治体による公共施設の建築工事 

ヒノキ製材品は木材業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納材。Ａは木材業者ＢからＣ

製材工場で製造したものを購入。Ｂ、Ｃとも認定事業者であり証明書も確認。 

ベイツガ製品はＡが証明書付きでＢから証明書付きで購入したものを納材。ＢはＤ社か

ら証明書付きで購入しているが、Ｄ社の入手経路は不明。 

ヒノキ積層材はＡが証明書付きで木材業者Ｅ（認定事業者）から納入したものを証明書

付きで納材。Ｅは原木を素材生産業者Ｆ（認定事業者）から証明書付きで購入、製材加工

を製材業者Ｇ（同）に委託している。この間の製品の出荷についてはすべて証明書が発行

されている。 

（事例１９） 

地方自治体の公園施設の建築工事 

ヒノキ製材品を木材業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納材。Ａは製材業者Ｃ（認定

事業者）の製品を木材業者Ｂ（同）を介して証明書付きで購入。この間の証明書は納品書

などで確認できるが、Ｃの原木調達過程は不明確。 

（事例２０） 

国の施設の建築工事 

すべての製材品を木材業者Ａ（認定事業者であり FSC CoC 取得事業体）は証明書付きで

納材。FSCC0C の規則に従って原木調達されていると考えられるが、FSC 材としての証明書

なく、連鎖の確認が不十分。 

（事例２１） 

国の施設の建築工事 

スギ・ヒノキ造作材について、木材業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納材。Ａは木

材業者Ｂ（同）から購入（不十分な証明）。 

スギ・ヒノキ構造材については、木材業者Ｃ（認定事業者）が証明書付きで納材。Ｃは

製材を製材業者Ｄから証明書付きで購入。原木は自社の素材生産部門が供給保安林の間伐

届けまで確認できる。 

（事例２２） 

国の施設の建築工事 

スギ・ヒノキ構造材、スギ造作材について木材流通業者Ａ（認定事業者）により証明書

付きで納材。Ａは製材業者Ｃ〈同〉から購入、Ｃは原木流通業者〈同〉より入手している

が、証明書類は保管されていなかった。 
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（事例２３） 

国の施設の建築工事 

構造材について木材流通業者Ａ（認定事業者）から認証県産材の証明書付きで納材。厳密に

いうと、合法性の証明がされていないが、施工業者発注者からその点の指摘がされていない。

Ａは認証鹿児島産材に規定に従って製材業者 Bから購入（合法性証明はされていない）。 

（事例２４） 

国の施設の建築工事である。 

ヒノキ製材品については、製材業者Ａ（認定事業者）が証明書付きで納材。Ａは原木を

原木流通業者Ｂ、Ｃ（それぞれ認定事業者）からそれぞれ証明書付きで購入。原木の調達

過程は不明。 

スギ製材品については、Ａが証明書付きで納入。Ａは製材所Ｄ(認定事業者)から証明書

付きで購入。Ｄは原木をＢから購入。その先の調達過程は不明。 

 

４．全体的な考察 

（起点となる建築工事と追跡の概要） 

今回の調査の出発点となったのは 25件事例であり、起点となる工事は国の建築工事１９

件、そのうち林野庁所管のもの１８件、その他１件、都道府県の建築事例４件、一般住宅

１件である。国の中でも調査事例の確定の手続きから林野庁の所管のものが多く、比較的

調達側の合法木材調達の意図が施工業者側に伝わりやすい場合が多かったと考えられる。 

また、追跡した材種は 66材種となった。これらの材種は基本的に納入業者ないし、納入

業者が購入した業者から証明書が提供されているものであるが、調査の結果すべて、山の

証明書まで行き着いたのは９材種である。多くは調査対象者の文書管理の不備、調査側の

都合などで、調査が完了しなかったものであるが、一部には明らかに調達側の証明がされ

ていないのに、合法性を証明して販売した事例があった。 

（調達側の意図の伝達） 

ただし、そのような中にあっても、調査事例の中には、合法木材によることが仕様書に

明示されながら、施工側にそのことが明確に伝わらなかった場合が複数事例あった。今回

の報告事例は工事時点で合法性証明の調達が明確なもの選んだため、調査が行われたもの

の内報告事例からはずされてものもあった。 

他方、調査事例の中には地方自治体の調達で合法性証明が明確に示されて、合法木材が

明確になったものもある。 

(納材業者) 

施工業者に直接木材を納入する納材業者は全体のうち、５４品目が木材業者で認定事業

者、その他は認定事業でなくその大半が建材流通業者である。地方の小規模な工事は、木

材業者が、都市部の大規模な工事は総合的な建材流通業者が木材の調達を担う場合が多い。

納材業者が認定事業者でなく直接合法性証明をできない場合、納材業者に木材を納入する
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木材業者ないし、製材・加工業者が認定事業者で証明書を発出するケースが多い。証明書

が適切に施工者宛提出されるなど、的確な対応がとられている場合が多いが、納入業者が

決定的な役割を担う場合が多く、木材業者建材業者に限らず、合法性証明の仕組みを熟知

した認定業者を拡大する必要がある。今後大規模な事業になればなるほど納材業者は木材

業者でない可能性があり、それらの企業の調達部門の担当者が合法木材についてよく理解

し、円滑な調達ができるような手続きが必要である。 

（輸入材の証明） 

追跡調査で５例、輸入木材に行き着いたが、そのうち１例の FSC の正規の認証木材を除

いて証明に問題があるものであった。典型的な例は輸出証明書の CoC の認定書が出発点と

なっているもの。特定の品目を限定し合法性の証明がされていることが不可欠であること

を再度強調しておきたい。 

（証明書の不備） 

少なくはなっているが、国内の木材供給にあっても合法木材の供給事業者であることを

もって合法性の証明としている場合がある。 

（森林認証制度との連携） 

森林認証材であることを合法性証明の根拠とするものが数例見られた。購入者は森林認

証制度の CoC 取得者でないので当該森林認証材であるとして販売することはできないが、

当該社が合法木材供給事業者である場合、合法木材として証明書を発出することができる。 

この場合、各制度がどのような要件で森林認証材であるとしているかについての十分な知

識が必要である。今回の調査でも、供給業者が CoC の取得者である証明書をもって、合法

証明としているケースががみられるが、実際の取引の際もそのような取扱となっている場

合が多いと想定される。あくまで、CoCの取得は条件の一つであり、その業者が特定の製品

を森林認証木材であることを記載した出荷伝票などにより証明するか、マークを付けるな

どの証明が必要がある。 

（不適正な事例） 

追跡した 66 材種は多くの場合、納入業者ないし、納入業者が購入した業者から証明書が

提供されているものであるが、山の証明書まで調査されたものは９材種である。多くは調

査対象者の文書管理の不備や調査側の都合（都道府県単位の木材業界団体に調査を依頼し

たため、県を超える広域が流通材の場合最後まで追跡することができなかった）などで、

調査が完了しなかったものであるが、一部には明らかに調達側の証明がされていないのに、

合法性を証明して販売した事例があった。 

輸入材の場合、国産材でも広域な調達となる場合など、現時点では合法性証明が困難な

場合があるが、供給側に合法性証明を明確に求めると共に、調達が不可能な場合は、それ

を納材業者、施工会社側に正確につたえる努力が必要である。 
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別紙 １ 

                     ２１全木連発第２６３号 

                     平成２２年 １月１４日  

 

平成２１年度合法木材供給システムモニタリングの実施手順 

 

第１ 趣旨 

 

本文書は、社団法人全国木材組合連合会（以下全木連という）が実施する

平成２１年度林野庁補助事業「合法性等が証明された木材の普及促進事業」の

一環として実施される合法木材供給システムモニタリング（以下「供給システ

ムモニタリング」という）の内容を定めるものである。 

 

第２ 定義 

 

この実施手順における用語の定義は以下の通りとする。 

１ 合法木材：林野庁が作成した「木材・木材製品の合法性、持続可能性の

証明のためのガイドライン 」（以下「ガイドライン」という）

に基づき、合法性等が証明された木材および木材製品 

２ 合法木材供給事業体：ガイドライン３の方法に基づいて合法木材供給の

取り組みが適正であると認められた事業体（以下「供給事業体」

という） 

３ 合法木材供給事業者認定団体：ガイドライン３（２）「森林・林業・木

材産業関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法」に基づい

て、合法木材供給に取り組む当該団体の構成員の取り組みが適

切である旨の認定を行う団体（以下「認定団体」という） 

４ 合法木材供給システム：ガイドラインに基づいて合法木材を供給するた

めに活動している、合法木材供給事業体、同認定団体の事業 

 

第３ 目的 

 

供給システムモニタリングは、合法木材供給事業体、同認定団体の活動状

況および合法木材流通の状況を系統的に把握し、その結果を適切に情報発信す

ることにより、合法木材供給システム全体の信頼性を確保するために実施する。 
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第４ 供給システムモニタリングの種類 

 

供給システムモニタリングは以下の３種類の事業からなる 

１ 合法木材供給事業体モニタリング 

２ 合法木材供給事業者認定団体モニタリング 

３ 合法木材追跡調査 

 

第５ 合法木材供給事業体モニタリングの実施 

 

１ 趣旨 

供給事業体の活動を評価し、供給事業体の活動の水準を高めていくととも

に、その結果を適切に情報発信することにより、供給事業体の活動の信頼性を

確保する。 

 

２ 供給事業体モニタリングの対象 

各認定団体は、前年度合法木材供給実績のある認定事業者の中から 10%（こ

れが２社に達しない場合は２社）を無作為に選び、モニタリングの対象とする。 

 

３ 供給事業体モニタリングの実施方法 

供給事業体モニタリングは、各都道府県木連など認定団体の協力を得て実

施する。 

 

４ 供給事業体モニタリングの内容 

別添１の合法木材供給事業体モニタリング調査結果（個別表）に基づき

以下の項目を調査する 

（１）合法木材の供給状況 

①合法木材の調達状況②合法木材供給状況 

（２）認定手続きの認定要件、申請内容の実施状況 

（３）包括的な評価 

①合法性証明の適格性、②推奨すべき点、③改善すべき点 

（４）合法木材供給全般についての当該事業体の意見 

 

５ 実施結果の記録 

供給事業体モニタリングの結果は別添１合法木材供給事業体モニタリング調

査結果（個別表）及び別添２合法木材供給事業体モニタリング調査結果（総

括表）の様式によりとりまとめ、全木連で保管する。 

84



 

第６ 合法木材供給事業者認定団体モニタリングの実施 

 

１ 趣旨 

全木連が認定団体の活動を評価し、認定団体の水準を高めていくとともに、

その結果を適切に情報発信することにより、システム全体の信頼性を確保する。 

 

２ モニタリングの実施方法と対象 

モニタリングはアンケートにより全ての団体を対象とすると共に、全体の

１割を対象としてヒアリングを行う。 

 

３ 認定団体アンケートの内容 

別添３ 合法木材供給事業者認定団体調査票に基づき以下の項目を調査す

る。 

A 更新事業体認定の実施状況 

（１）更新の規定の有無 

（２）更新に当たる事業体の概要と更新結果 

（３）更新結果の情報公開 

B 合法木材ナビ上の情報公開全般について 

（１）現在掲載されている情報の正確性 

（２）情報公開する手段としての合法木材ナビの評価改善方法 

（４）掲載更新の方法の評価、改善方法 

C 事業体の情報公開の範囲、必要性と可能性 

 

４ 認定団体ヒアリングの内容 

別添４ 合法木材供給事業者認定団体モニタリング面談整理票に基づき以

下の項目を調査する 

Ａ 事業者の認定 

Ｂ 認定事業者に対する管理体制 

Ｃ 一般消費者・需要者への普及活動 

Ｄ 事務運営体制 

Ｅ 合法木材供給事業体モニタリングの実施内容 

 

５ 実施結果の記録 

合法木材供給事業者認定団体モニタリングの実施結果は別添３ 合法木材

供給事業者認定団体調査アンケート調査票および、別添４ 合法木材供給事
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業者認定団体モニタリング面談整理票にとりまとめ、全木連で保管する 

 

第７ 合法木材追跡調査の実施 

 

１ 趣旨 

官公庁のグリーン調達あるいは任意の合法木材調達を起点として川上に

至る追跡調査を実施、簡単な報告書を作成する 

 

２ 起点の選定 

グリーン調達実績のある官公庁あるいは合法木材を調達販売している流

通・加工拠点を過去の聞き取りなどから選定する 

 

３ 調査の内容 

A）起点となる調達機関・企業 

別添５の合法木材追跡調査様式に従って、当該機関の概要、合法木材調

達先、調達方法について聞き取りを行う 

B）Aの調達先に納入するサプライチェーンの調査 

別添の調査様式に従って、当該機関の概要、合法木材調達先、調達方法

について聞き取りを行う 

 

４ 実施結果の記録 

合法木材追跡調査の結果は別添５合法木材追跡調査にとりまとめ、全木連で

保管する 

 

第８ 報告書 

 

全木連では、第５の５、第６の５、第７の４における実施結果の記録をも

とに、報告書をとりまとめる。 
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別添 1  

合法木材供給事業体モニタリング調査結果(個別表) 

実施団体 名称 

所在地 〒 

 

連絡先 電話番号        FAX番号 

    メールアドレス 

担当者名 

対象事業

体 

名称 

所在地 〒 

 

連絡先 電話番号        FAX番号 

    メールアドレス 

担当者名 

 

A素材生産業 B素材流通業、C製材業、D合板製造業、 

Eその他製造業（                      ）

F木材製品流通業 

Gその他（                         ）

実施日時         年（平成  年）  月  日から  月  日

合法木材

供給実績 
品目名 数量（単位） 

摘要 

（概要、主な供給先など） 

証明

書 No

    

    

    

    

実施結果 （１）合法木材の調達・供給状況 

○調達方針 

A) 全量合法木材（注）を調達することとしている 

B) できる限り合法木材を調達することとしている 

C) 要請があったとき調達をすることとしている 

D) その他 

（注）林野庁のガイドラインに基づき業界団体による認定・森林認

証制度の CoC認証など、特定の手続きを踏んだ者により証明書・マ

ークなどにより合法性証明がなされた木材、木材製品、以下同じ 

（具体的に 

別添１ 
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                              ）

 

 

○調達の結果 

木材・木材製品の調達の中の合法木材の割合 

100% 100%未

満-80% 

80% 未

満-60% 

60% 未

満-40% 

40% 未

満-20% 

20 ％ 未

満-0%超 

0% 

○調達先の認定状況 

A) 調達先はすべて合法木材供給事業体（国有林等森林所有者から合

法性が証明された木材を直接購入する場合、森林認証による

CoC取得企業、を含む）である。 

B) 調達先の一部は合法木材供給事業体ではない 

C) 調達先の一部は合法木材供給事業体である 

D) 調達先に現在のところ合法木材供給事業体はない 

 

○合法性の確認方法について取扱量の中で最も多いパターンはどれ

か？ 

Ａ）林野庁ガイドラインに基づいて団体認定を受けた企業等が合法

性を証明する書類等 

Ｂ）森林認証制度に基づく何らかの合法性を証明する書類・マーク

Ｃ）林野庁ガイドラインに基づき自らの責任で合法性を証明する書

類等 

Ｄ）その他 

（具体的に：      ） 

 

○供給方針 

A) 販売製品の全量が合法木材である 

A1 証明書付きとして販売している  

A2 全量は合法木材として販売していない 

Ａ3 合法木材としては販売していない 

B) 販売製品の一部が合法木材である 

B1その全量を合法木材として販売している 

B2一部を合法木材として販売している 

B3合法木材としては販売していない 
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C) 販売製品の中には合法木材はない（合法性証明された原料のみで

作られた製品はない） 

（２）認定手続きの認定要件、申請内容の実施状況 

（分別管理） 

①分別管理のための場所の確保と利用 

A) 認定手続き通り確保され利用されている 

B) 認定手続き通り確保されているが利用されていない 

C) 分別管理のための場所はないが全量合法木材であり問題はない 

D) 分別管理のための場所はないが他の方法で対処している 

（具体的に 

                             ）

E) 分別管理の場所がなく問題を抱えている 

（対処法： 

                             ）

②分別管理方針書 

A) 入荷、加工、保管の各段階において合法木材とその他の木材が混

在しないよう分別管理の方法が定められ、それが徹底されてい

る。 

B) 分別管理の方法が定められているが、その実施に問題がある。 

（具体的な問題点 

                             ）

C) 分別管理方法が定められていない。 

（対処方針 

                             ）

 

（帳票管理） 

③合法木材管理簿等 

A) 合法木材の入出荷・在庫に関する情報が管理簿等により把握でき
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る 

（一部のコピーを添付して下さい） 

B) 合法木材管理簿はあるが不備である 

（具体的に 

                             ）

C) 合法木材管理簿がない 

C1合法木材の調達がないので必要がない 

C2その他 

（対処法も含めて具体的に 

）

④証明書の保管管理 

A) 受領された証明書、発行された証明書がすべて管理されており、

適切なものである 

B) 受領された証明書、発行された証明書がすべて管理されているが

証明書の中に不適切なものがある 

（具体的に 

                             ）

C) 証明書の受領・発行はなされているが、証明書類の管理がされて

いない 

（対応方針 

                             ）

D) 証明書の受領・発行はなされたことがない 

 

⑤証明書の発行事例 

（一番最近の証明書の発行事例、受領事例をコピーで添付してくだ

さい） 

A) 適切である 

B) 記載事項に不備があり 

（具体的に 

                             ）
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（責任者の選任） 

⑤本取組の責任者の選任と役割 

A) 責任者が選任され、事業実施に適切に関わっており、研修も受講

している 

B) 責任者が選任されているが、研修受講していない 

C) 責任者が選任されているが、事業に適切に関わっていない 

（具体的に 

                             ）

D) 責任者が選任されていない 

（対応方針 

                             ）

（３）包括的な評価 

①合法性証明の適格性 

Ａ全体として合法性証明が適切に行われている 

Ｂ一部改善が必要である 

Ｃ全般にわたり改善が必要である 

 （対処策） 

 

 

②推奨すべき点 

③改善すべき点 

（４）合法木材供給全般についての事業者の意見 
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別添２  

合法木材供給事業体モニタリング調査結果(総括表) 

実施団体 名称 

所在地 〒 

 

連絡先 電話番号        FAX番号 

    メールアドレス 

担当者名 

モニタリング実

施対象事業体の

選定過程 

事業体数 A  

内供給実績のあるもの B  

Bの 10% C  

モニタリングの数 D  

対象の決定方法  

実施結果 

概要 
対象社名 

連絡方法（電話番号、

メールアドレス） 

責任者

名 

包括的

評価 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

別添２ 
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実施結果 

 

（１）合法木材の調達・供給状況 

○調達方針（当該箇所に回答があった数を記載してください。

以下同じ） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

○調達の結果 

100% 80% 60% 40% 20% 0%超 0% 

 

○調達先の認定状況 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

○合法性の確認方法のパターン 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

○供給方針 

Ａ Ａ１ Ａ２ Ａ３ Ｂ Ｂ1 Ｂ２ B３ Ｃ 

（２）認定手続きの認定要件、申請内容の実施状況 

（分別管理） 

①分別管理のための場所の確保と利用 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

 

②分別管理方法書 

Ａ Ｂ Ｃ 

（帳票管理） 

③合法木材管理簿等 

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ１ Ｃ２ 
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④証明書の保管管理 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

⑤証明書の発行事例 

Ａ Ｂ 

（責任者の選任） 

⑤本取組の責任者の選任と役割 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

（３）包括的な評価 

①合法性証明の適格性 

Ａ Ｂ Ｃ 

（Cの場合の対処： 

 

 

） 

②推奨すべき点 

③改善すべき点 
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（４）合法木材供給全般についての事業者の意見 

モニタリング実

施方法について

の実施者の意見 
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合法木材供給事業者認定団体アンケート調査票 

 

団体名 
 

記載者 

（担当者） 

 

（                ） 

連絡先 
電話            FAX 

メール 

 

１ 更新事業体認定の実施状況 

貴団体によって認定された事業者の更新状況についてお聞きします。 

 

（１）更新の規定の有無（○をつけてください） 

ア あり （       年）イ なし   

ウ その他 

具体的に（                                   ） 

 

（２）更新に当たる事業体の概要と更新結果 

貴団体の認定事業者数（総数）２１年４月現在  

内２１年度内に更新を向かえる事業体数  

内更新した事業体数（予定も含む）  

更新しなかった事業体数（予定も含む）  

新たに認定した事業体数  

貴団体の認定事業者数（総数）２２年１月現在  

  

更新しなかった事業体名 更新しなかった主たる理由 

a業種転換・廃業など、b需要がない、cコストがかかる、dそ

の他（○をつけて下さい） 

 ａ b c d（                   ） 

 ａ b c d（                   ） 

 ａ b c d（                   ） 

 ａ b c d（                   ） 

（必要があれば、別紙にお願いします） 

 

 

別添３ 
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（３）更新結果の情報公開（○をつけてください） 

上記の情報が合法木材ナビ上に反映されていますか？ 

ア 更新した 

イ 更新していない 

（a 更新する b 更新したいが仕方がわからない（支援が必要） 

 c 更新することに問題がある（具体的に）） 

（                                     ） 

ウ その他 

（                                     ） 

 

２ 合法木材ナビ上の情報公開全般について 

 

（１）現在掲載されている情報 

全木連の関係ホームページである合法木材ナビの以下のアドレスにある「業界団体につい

て」というページに掲載されている、貴団体のページに掲載されている情報について伺い

ます。 

http://www.goho-wood.jp/nintei/meibo_info.php 

 

（A）関連する行動規範（○をつけてください、以下同じ） 

ア 最新版が掲載されている 

イ 掲載されているが最新版でない 

ウ 掲載されていない 

イウと回答された方 

a 自分で掲載する b 掲載するので支援が必要 c その他 

エ その他 

（                                    ） 

 

（B）合法木材等の証明に係る事業者認定実施要領 

ア 最新版が掲載されている 

イ 掲載されているが最新版でない 

ウ 掲載されていない 

イウと回答された方 

a 自分で掲載する b 掲載するので支援が必要 c その他 

エ その他 

（                                    ） 
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（C）認定事業者一覧表 

ア 最新版が掲載されている 

イ 掲載されているが最新版でない 

ウ 掲載されていない 

イウと回答された方 

a 自分で掲載する b 掲載するので支援が必要 c その他 

エ その他 

（                                    ） 

 

（２） 情報公開する手段としての合法木材ナビ 

ア 情報公開の場としては合法木材ナビで十分である 

イ 情報公開の場として合法木材ナビでは不十分であり団体の情報手段でも提供 

ウ わからない 

 

（３） 合法木材ナビ上に公開する情報について 

ア 現在の方法の範囲で十分である 

イ 必要な情報がかけているので掲載できるようにしてほしい 

（具体的に                                 ） 

ウ わからない 

 

（４） 掲載の方法 

現在団体が情報掲載、変更などができるようになっています。 

また、わからない場合は無料でサポート（03-5876-4630）が受けられます。 

ア 当団体で掲載しており、方式はいまのままでよい 

イ 手続きを代行できるようにしてほしい（有料でもよい） 

ウ その他 

（                                      ） 
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３ 事業体の情報公開の範囲、必要性と可能性 

 

信頼性を確保するため事業体の情報を提供するとした場合、必要性と、可能性についてご

意見を伺います 

 

 a 信頼性を確保するために

必要、bあればよい、c不必

要、dわからない 

a 公開することは可能、b

一部の事業体で可能、c不

可能、dわからない 

合法木材原料の調達量 a  b  c  d a  b  c  d 

主たる調達先 a  b  c  d a  b  c  d 

合法性証明木材製品の供給量 a  b  c  d a  b  c  d 

主たる供給 a  b  c  d a  b  c  d 

文書管理、分別管理などの方針 a  b  c  d a  b  c  d 

分別管理責任者 a  b  c  d a  b  c  d 

 

その他ご意見があればお願いします 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました 

社団法人全国木材組合連合会 

担当 藤原、若園、加藤 

ご回答 FAX番号０３－３５８０－３２２６ 
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合法木材供給事業者認定団体モニタリング 

面談整理票 

 

記載者 氏名  

所属  

対象団体名 名称  

所在地  

連絡先  

主たる対応者 氏名  

所属  

調査概要 日時  

場所  

 

調査結果 

１事業者の認定 

 a認定概要 会員数 

内認定事業者数 

会員外認定事業者数 

認定事業者総数 

内合法木材供給実績のあるもの 

b認定手続き 手続きの妥当性、透明性 

改善の方策提言 

c審査委員会 審査委員の構成の妥当性、運営の適切性 

改善の方策提言 

 d 未認定業者に

対する普及 

未認定会員の動向、その他の未認定業者の動向 

普及の内容、効果、 

改善の方策と提言 

２認定事業者に対する管理体制 

 a 事業体の実施

状況の把握取扱

取扱実績報告（実績結果、透明性） 

合法木材供給事業体モニタリング（別項） 

改善の方策提言 

 b 事業体への普

及（研修等） 

研修の実施（実施時期、参集範囲、実施内容、実施効果、総合評価）

事例紹介ページ普及、掲載 

合法木材推進マークの普及啓発 

その他の情報提供（実施内容、実施範囲、実施効果） 

別添４ 
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改善の方策提言 

 c 外部からのク

レーム情報 

団体の認定過程へのクレーム情報の有無、処理状況 

認定事業者の合法木材供給へのクレーム情報の有無、処理状況 

 

 d 認定事業者情

報の公開 

合法木材ナビを通した情報提供（情報内容の適切性、掲載のタイミ

ング、手続き） 

その他の情報提供手段（実施内容、効果） 

改善の方策提言 

３一般消費者・需要者への普及活動 

 a 国・自治体へ

の普及活動 

普及内容（ポスター、パンフレット、説明会）、効果、改善の方策提

言 

b 一般消費者へ

の普及活動 

普及内容（イベント）、効果、改善の方策提言 

cDIY への普及

活動 

普及内容（イベント、ポスター、パンフレット、説明会）、効果、改

善の方策提言 

d 建築関係者へ

の普及活動 

普及内容（イベント、ポスター、パンフレット、説明会）、効果、改

善の方策提言 

 eその他 普及内容、効果、改善の方策提言 

４事務運営体制 

 a人員 認定、管理、普及に従事している人数（人頭数、およその延べ人日）

評価 

b資金 同上のための支出 

収入（国の補助金、その他の補助金、会員からの手数料等） 

評価、 

国の補助金がなくなった場合の問題点 

会員からの手数料等収入の今後の見通し 

cその他 改善のための方策提言 

５合法木材供給事業体モニタリングの実施 

 

a実施手続き 実施時期、対象者数、対象者決定手続き、実施者などの内容、適切

性 

改善のための方策提言 

b 合法木材の供

給状況 

「合法木材原料の調達方針、調達結果、調達先の認定状況」の調査

方法、調査結果の内容と適切性、調査の改善方策提言 

「合法木材原料の供給方針、供給結果、」の調査方法、調査結果の内

容と適切性、調査の改善方策提言 
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c 認定手続きの

認定要件、申請

内容の実施状況

「分別管理の方針書、実施内容」の調査方法、調査結果の内容と適

切性、調査の改善方策提言 

「帳票管理の実施内容」の調査方法、調査結果の内容と適切性、調

査の改善方策提言 

「責任者の選任」の調査方法、調査結果の内容と適切性、調査の改

善方策提言 

d包括的な評価 

 

合法性証明の適格性の評価の妥当性、改善方策提言 

推奨すべき点の妥当性、改善方策提言 

改善すべき点の妥当性、改善方策提言 

６調査者の全般的な意見 
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別添５  

合法木材追跡調査 

１ 調査者 

担当者氏名 

連絡先 〒 

    電話             FAX 

    メールアドレス 

 

２ 起点となる対象機関（企業） 

名称   

所在地 〒 

対象物 

品目 

 

３ 流通経路の概要 

流通経路図 

 

０起点となる機関（○○局○○庁舎）

１施工業者○○建設（○○市）

２○○木材（○○市）

３○○製材（○○市）

９○○建材（○○市） 

１０○○合板（東京都）

１１○○商社（東京都）４原木市場（○○郡）

１２○○集成材（△△県） 

不明 

５○○木材（○○郡）

７△森林組合（△郡）

６○○森林管理署

８○県有林

起点は公的調達にかぎらず、加

工・流通などの拠点となる合法

木材供給事業体でもよい 

別添５ 
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４ 流通経路の追跡結果 

No. 業種 企業名 証明方法など 

１ 施工業者 ○○建設 ２、９より仕入れた各品目の「合法性、

持続可能性証明書」を確認（例えば事業

者認定書などである場合もそのまま記

述）（コピー別添１） 

２ 木 材 流 通

業 

○○木材 ３ より仕入れた製材の「合法性出荷証

明書」を確認（コピー別添２） 

１に出荷時の「合法性、持続可能性証明

書」は保存がされていなかった。 

３ 製材業者 ○○製材 ４ より仕入れた原木の「合法性証明書」

を確認（コピー別添３） 

４  原木流通 ○○原木市場 ５、６より出荷された素材の「合法性証

明書」を確認（コピー別添４） 

５ 素材生産 ○○木材  

    

    

（注）あくまで参考例です。証明システムからみて正しい場合も、誤解してい

る場合も、そのまま記述してください。 
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２１全木連発第２６４号    

                    平成２２年 １月１４日 

  

合法木材供給事業者認定団体モニタリングの実施要領 

 

１ 趣旨 

全木連が認定団体の活動を評価し、認定団体の水準を高めていくとともに、

その結果を適切に情報発信することにより、システム全体の信頼性を確保する。 

 

２ モニタリングの実施方法と対象 

モニタリングはアンケートにより全ての団体を対象とすると共に、全体の

１割を対象としてヒアリングを行う。 

   ヒアリングについては、合法木材供給システムを熟知した委員を選定して

実施する。 

 

３ 認定団体アンケートの内容 

別添１ 合法木材供給事業者認定団体アンケート調査票に基づき、以下の

項目を調査する。 

A 更新事業体認定の実施状況 

（１）更新の規定の有無 

（２）更新に当たる事業体の概要と更新結果 

（３）更新結果の情報公開 

B 合法木材ナビ上の情報公開全般について 

（１）現在掲載されている情報の正確性 

（２）情報公開する手段としての合法木材ナビの評価改善方法 

（３）掲載更新の方法の評価、改善方法 

C 事業体の情報公開の範囲、必要性と可能性 

 

４ 認定団体ヒアリングの内容 

別添２ 合法木材供給事業者認定団体モニタリング面談整理票に基づき、

以下の項目を調査する 

Ａ 事業者の認定 

Ｂ 認定事業者に対する管理体制 

Ｃ 一般消費者・需要者への普及活動 

Ｄ 事務運営体制 

Ｅ 合法木材供給事業体モニタリングの実施内容 

別紙 ２ 
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５ 実施結果の記録 

合法木材供給事業者認定団体モニタリングの実施結果は別添１ 合法木材

供給事業者認定団体アンケート調査票および、別添２ 合法木材供給事業者

認定団体モニタリング面談整理票をとりまとめ、全木連で保管する 

   なお、全木連では、調査結果全体を取りまとめた報告書を作成する。         
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別添１  

                    

合法木材供給事業者認定団体アンケート調査票 

 

団体名 
 

記載者 

（担当者） 

 

（                ） 

連絡先 
電話            FAX 

メール 

 

１ 更新事業体認定の実施状況 

貴団体によって認定された事業体の更新状況についてお聞きします。 

 

（１）更新の規定の有無（○をつけてください） 

ア あり （       年）イ なし   

ウ その他 

具体的に（                                   ） 

 

（２）更新に当たる事業体の概要と更新結果 

貴団体の認定事業者数（総数）２１年４月現在  

内２１年度内に更新を向かえる事業体数  

内更新した事業体数（予定も含む）  

更新しなかった事業体数（予定も含む）  

新たに認定した事業体数  

貴団体の認定事業者数（総数）２２年１月現在  

  

更新しなかった事業体名 更新しなかった主たる理由 

a業種転換・廃業など、b需要がない、cコストがかかる、dそ

の他（○をつけて下さい） 

 ａ b c d（                   ） 

 ａ b c d（                   ） 

 ａ b c d（                   ） 

 ａ b c d（                   ） 

（必要があれば、別紙にお願いします） 
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（３）更新結果の情報公開（○をつけてください） 

上記の情報が合法木材ナビ上に反映されていますか？ 

ア 更新した 

イ 更新していない 

（a 更新する b 更新したいが仕方がわからない（支援が必要） 

 c 更新することに問題がある（具体的に）） 

（                                     ）） 

ウ その他 

（                                     ） 

 

２ 合法木材ナビ上の情報公開全般について 

 

（１）現在掲載されている情報 

全木連の関係ホームページである合法木材ナビの以下のアドレスにある「業界団体につい

て」というページに掲載されている、貴団体のページに掲載されている情報について伺い

ます。 

http://www.goho-wood.jp/nintei/meibo_info.php 

 

（A）関連する行動規範（○をつけてください、以下同じ） 

ア 最新版が掲載されている 

イ 掲載されているが最新版でない 

ウ 掲載されていない 

イウと回答された方 

a 自分で掲載する b 掲載するので支援が必要 c その他 

エ その他 

（                                    ） 

 

（B）合法木材等の証明に係る事業者認定実施要領 

ア 最新版が掲載されている 

イ 掲載されているが最新版でない 

ウ 掲載されていない 

イウと回答された方 

a 自分で掲載する b 掲載するので支援が必要 c その他 

エ その他 

（                                    ） 
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（C）認定事業者一覧表 

ア 最新版が掲載されている 

イ 掲載されているが最新版でない 

ウ 掲載されていない 

イウと回答された方 

a 自分で掲載する b 掲載するので支援が必要 c その他 

エ その他 

（                                    ） 

 

（２） 情報公開する手段としての合法木材ナビ 

ア 情報公開の場としては合法木材ナビで十分である 

イ 情報公開の場として合法木材ナビでは不十分であり団体の情報手段でも提供 

ウ わからない 

 

（３） 合法木材ナビ上に公開する情報について 

ア 現在の方法の範囲で十分である 

イ 必要な情報がかけているので掲載できるようにしてほしい 

（具体的に                                 ） 

ウ わからない 

 

（４） 掲載の方法 

現在団体が情報掲載、変更などができるようになっています。 

また、わからない場合は無料でサポート（03-5876-4630）が受けられます。 

ア 当団体で掲載しており、方式はいまのままでよい 

イ 手続きを代行できるようにしてほしい（有料でもよい） 

ウ その他 

（                                      ） 
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３ 事業体の情報公開の範囲、必要性と可能性 

 

信頼性を確保するため事業体の情報を提供するとした場合、必要性と、可能性についてご

意見を伺います 

 

 a 信頼性を確保するために

必要、bあればよい、c不必

要、dわからない 

a 公開することは可能、b

一部の事業体で可能、c不

可能、dわからない 

合法木材原料の調達量 a  b  c  d a  b  c  d 

主たる調達先 a  b  c  d a  b  c  d 

合法性証明木材製品の供給量 a  b  c  d a  b  c  d 

主たる供給 a  b  c  d a  b  c  d 

文書管理、分別管理などの方針 a  b  c  d a  b  c  d 

分別管理責任者 a  b  c  d a  b  c  d 

 

その他ご意見があればお願いします 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました 

社団法人全国木材組合連合会 

担当 藤原、若園、加藤 

ご回答 FAX番号０３－３５８０－３２２６ 
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合法木材供給事業者認定団体モニタリング 

面談整理票 

 

記載者 氏名  

所属  

対象団体名 名称  

所在地  

連絡先  

主たる対応者 氏名  

所属  

調査概要 日時  

場所  

 

調査結果 

１事業者の認定 

 a認定概要 会員数 

内認定事業者数 

会員外認定事業者数 

認定事業者総数 

内合法木材供給実績のあるもの 

b認定手続き 手続きの妥当性、透明性 

改善の方策提言 

c審査委員会 審査委員の構成の妥当性、運営の適切性 

改善の方策提言 

 d 未認定業者に

対する普及 

未認定会員の動向、その他の未認定業者の動向 

普及の内容、効果、 

改善の方策と提言 

２認定事業者に対する管理体制 

 a 事業体の実施

状況の把握取扱

取扱実績報告（実績結果、透明性） 

合法木材供給事業体モニタリング（別項） 

改善の方策提言 

 b 事業体への普

及（研修等） 

研修の実施（実施時期、参集範囲、実施内容、実施効果、総合評価）

事例紹介ページ普及、掲載 

合法木材推進マークの普及啓発 

その他の情報提供（実施内容、実施範囲、実施効果） 

別添２ 
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改善の方策提言 

 c 外部からのク

レーム情報 

団体の認定過程へのクレーム情報の有無、処理状況 

認定事業者の合法木材供給へのクレーム情報の有無、処理状況 

 

 d 認定事業者情

報の公開 

合法木材ナビを通した情報提供（情報内容の適切性、掲載のタイミ

ング、手続き） 

その他の情報提供手段（実施内容、効果） 

改善の方策提言 

３一般消費者・需要者への普及活動 

 a 国・自治体へ

の普及活動 

普及内容（ポスター、パンフレット、説明会）、効果、改善の方策提

言 

b 一般消費者へ

の普及活動 

普及内容（イベント）、効果、改善の方策提言 

cDIY への普及

活動 

普及内容（イベント、ポスター、パンフレット、説明会）、効果、改

善の方策提言 

d 建築関係者へ

の普及活動 

普及内容（イベント、ポスター、パンフレット、説明会）、効果、改

善の方策提言 

 eその他 普及内容、効果、改善の方策提言 

４事務運営体制 

 a人員 認定、管理、普及に従事している人数（人頭数、およその延べ人日）

評価 

b資金 同上のための支出 

収入（国の補助金、その他の補助金、会員からの手数料等） 

評価、 

国の補助金がなくなった場合の問題点 

会員からの手数料等収入の今後の見通し 

cその他 改善のための方策提言 

５合法木材供給事業体モニタリングの実施 

 

a実施手続き 実施時期、対象者数、対象者決定手続き、実施者などの内容、適切

性 

改善のための方策提言 

b 合法木材の供

給状況 

「合法木材原料の調達方針、調達結果、調達先の認定状況」の調査

方法、調査結果の内容と適切性、調査の改善方策提言 

「合法木材原料の供給方針、供給結果」の調査方法、調査結果の内

容と適切性、調査の改善方策提言 
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c 認定手続きの

認定要件、申請

内容の実施状況

「分別管理の方針書、実施内容」の調査方法、調査結果の内容と適

切性、調査の改善方策提言 

「帳票管理の実施内容」の調査方法、調査結果の内容と適切性、調

査の改善方策提言 

「責任者の選任」の調査方法、調査結果の内容と適切性、調査の改

善方策提言 

d包括的な評価 

 

合法性証明の適格性の評価の妥当性、改善方策提言 

推奨すべき点の妥当性、改善方策提言 

改善すべき点の妥当性、改善方策提言 

６調査者の全般的な意見 
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合法木材供給事業者認定団体モニタリング 

ヒアリング調査実施マニュアル（未定稿） 

0100128全木連 

 

１ マニュアルの趣旨及び目的 

このマニュアルは「平成２１年度合法木材供給システムモニタリングの実施手順」第６ 合

法木材供給事業者認定団体モニタリングの４認定団体ヒアリングを実施する場合、これを

効果的に実施するためのものである。 

 

２ ヒアリングの目的 

ヒアリングの目的は実施者が「認定団体の活動を評価し、認定団体の水準を高めていくと

ともに、その結果を適切に情報発信することにより、システム全体の信頼性を確保するこ

と」であり、実情を把握すると同時にガイドラインに即して適切に認定団体の業務が実施

されるよう、推奨点及び問題点を改善提案という立場で指摘すると共に、情報発信につて

は透明性を確保しつつ慎重に行うものとする 

 

３ 対応者と対象団体 

別紙の通り 

 

４ 準備 

対象団体に対しては、事前に調査の協力依頼を行うとともに、趣旨および目的、調査内容

を連絡し協力を得るようにする。 

 

５ 認定団体ヒアリングの内容 

別添４ 合法木材供給事業者認定団体モニタリング面談整理票のとおりであるが、各項目

別の留意点等は別紙の通りである 

 

６ 報告書 

面談整理票に一部を除き自由記載で報告 

ランク別ができる項目については 

◎ 推奨に値する 

○ 条件を満たしている 

△ 問題点があるが改善中 

× 問題がある 

に区分願います 
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 別 紙 

               調 査 項 目 別 の 留 意 点 等 

 

１ 事業者の認定 

a認定概要 ２0報告書Ｐ２ 

○ 極力直近の状況を記載する 

○ 認定事業者の増減の動向、理由に留意（３年目で更新している団体が多数（団体

の実施要領参照） 

○ ２１年度報告書の P2様式を参照 

○ 合法木材供給実績があるかどうかが加わっている（事業者の積極性、合法木材の

需要の両方の指標） 

○ ランク別不要 

 

b認定手続き ２１報告書Ｐ２ 

○ 認定実施要領が適切に作成されているか（合法木材ナビ上に公開されているひな

形との関係、認定要件は適切か、員外認定がある場合の手続きが適正かなど） 

○ 要領が公表されているか（合法木材ナビに最近の情報がアップされているか、そ

の他の公表がされているか） 

○ 要領通りの運用が図られているか 

○ 申請書が様式通りに記載提出され保管されているか 

○ 認定書の交付及び公表が適切に（公表の場所、合法木材ナビに最新情報が掲載さ

れているか）されているか 

○ ランク別区分 

 

c審査委員会 ２０報告書Ｐ３ 

○ 委員会には員外の第三者が入っているか（第三者が入ることが必須ではないが、

好ましい） 

○ 申請に応じて適宜開催されているか（申請後１～２ヶ月後開催、やむを得ない場

合は四半期毎に開催） 

○ 審査が適切に実施されているか（申請書に基づく審査事例の聞き取り） 

○ ランク別区分 

 

d未認定業者に対する普及 ２１報告書Ｐ１５ 

○ 未認定会員の数と理由、その他の未認定業者の数と理由 

○ 普及の可能性（加入者と未加入者の意志決定の理由） 

○ 未認定会員及その他の未認定業者に対して勧誘をしているか（方法と頻度）、その
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効果（効果的な方法は）は 

○ 可能な場合はラン別区分 

 

２ 認定事業者に対する管理体制 

a事業者の実施状況の把握取扱 ２０報告書Ｐ９ 

○ 取扱実積報告の提出状況、その結果を公表しているか 

○ 立入検査をしたか（規定はあるか、実施した場合は内容） 

○ ランク別区分 

 

b事業者への普及（研修等） ２０報告書Ｐ１１、１３，１８ 

○研修の実施（実施時期、参集範囲、実施内容、実施効果、総合評価、全ての事業体

の責任者が２～３年に一回は必ず受講しているか） 

○事例紹介ページを普及しているか（事務局の認識、対象者の有無、掲載可能性） 

○合法木材推進マークの普及啓発 

○その他の情報提供（実施内容、実施範囲、実施効果） 

○ランク別区分 

 

c外部からのクレーム情報  

○団体の認定過程へのクレーム情報の有無（認定がいい加減であるなどの外部情報が

寄せられたときの対処が適切に行われているかが外部の信頼性につながる）、処理

状況 

○認定事業者の合法木材供給へのクレーム情報の有無、処理状況（事業者の分別管理、

不正証明などの不正についてクレームがあった場合の対処ぶり） 

○クレームの無い場合はランク別不要 

 

d認定事業者情報の公開  

○合法木材ナビを通した情報提供（パスワードをもとに自分で情報を更新することが

基本そのことの認識があるか、更新の実績は、情報内容の適切性、掲載のタイミ

ング、手続き） 

○その他の情報提供手段（実施内容、効果） 

○ランク別区分 

 

３ 一般消費者・需要者への普及活動（推奨事例を収集してほしい・この項目全てランク

別区分不要） 

a国・自治体への普及活動  ２１報告書Ｐ１６ 

○普及内容（普及用ポスター・パンフレットが活用されているか、説明会が開催され

116



ているか）、効果 

 

b一般消費者への普及活動 ２１報告書Ｐ１７ 

○普及内容（イベント）、効果、改善の方策提言 

 

cDIYへの普及活動 ２１報告書Ｐ１６－ 

○ 普及内容（イベント、ポスター、パンフレット、説明会）、効果、改善の方策提言 

○ 連携の可能性（業界紙２誌に PR をする予定、合法木材コーナー設置が当面の課

題） 

 

d建築関係者への普及活動  ２１報告書Ｐ１６－ 

○ 普及内容（イベント、ポスター、パンフレット、説明会）、効果、改善の方策提言 

○ 連携の可能性（公共建築物の木材利用推進に関する法律などの情報） 

 

eその他 普及内容、効果、改善の方策提言 ２１報告書Ｐ１６－ 

 

４ 事務運営体制（この項目は全てランク別区分不要） 

a人員 ２１報告書Ｐ７－８ 

○認定、管理、普及に従事している人数（人頭数、およその延べ人日） 

 

b資金 ２１報告書Ｐ８ 

○ 同上のための支出 

○ 収入（国の補助金、その他の補助金、会員からの手数料等）（収入が適切に支出さ

れているか） 

○ 国の補助金がなくなった場合の問題点（会費制をとっていない場合問題が多いの

で会費制とならないかという問題意識） 

○ 会員からの手数料等収入の今後の見通し（同上） 

 

５ 合法木材供給事業体モニタリングの実施内容（この項目は全てランク別区分） 

ヒアリング時点で実施がまだの場合は、情報の収集を願いたい。 

a実施手続き  

○実施時期、対象者数、対象者決定手続き（１０％が無作為にとられているか）、実

施者（内容を熟知したものが対応しているか）などの内容、適切性 

b合法木材の供給状況 ２１報告書Ｐ２６ 

○「合法木材原料の調達方針、調達結果、調達先の認定状況」の調査方法、調査結果

の内容と適切性、調査の改善方策提言 
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○「合法木材製品の供給方針、供給結果、」の調査方法、調査結果の内容と適切性、

調査の改善方策提言 

c認定手続きの認定要件、申請内容の実施状況 ２１報告書Ｐ２７から３９ 

○「分別管理の方針書、実施内容」の調査方法、調査結果の内容と適切性、調査の改

善方策提言 

○「帳票管理の実施内容」の調査方法、調査結果の内容と適切性、調査の改善方策提

言 

○「責任者の選任」の調査方法、調査結果の内容と適切性、調査の改善方策提言 

d包括的な評価 

○合法性証明の適格性の評価の妥当性、改善方策提言 

○推奨すべき点の妥当性、改善方策提言 

○改善すべき点の妥当性、改善方策提言 
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